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一般社団法人 日本電機工業会
環境ビジネス部

環境ビジネス分野

一般社団法人 日本電機工業会（JEMA）は、2023 年 5 月に創立 75 周年を迎えました。
本誌では、これを節目と捉え、事業計画に掲げた主な項目等について、過去 5 年間（2018 ～ 2022 年）を振り
返る特集記事を掲載することにしました。
2023 年 6 月号から今号までの 6 回にわたり連載し、このたび最終回を迎えました。
本稿では「環境ビジネス分野」をテーマとし、「電機産業の GX 推進」「気候変動対応の取組み推進」「循環型 
社会構築への取組み推進」等を取りまとめました。
読者におかれましては、今後の JEMA 活動を考える上で、参考にしていただければ幸いです。

この5年間（2018～2022年）における
電機業界およびそれを取り巻く動向と
JEMAの取組み

JEMA
75周年
記念特集

掲 載 項 目

1．はじめに～「環境ビジネス部」のミッション …… 5

2．電機産業の GX 推進 ………………………………… 6

3．気候変動対応の取組み推進 ………………………… 8

4．循環型社会構築への取組み推進 ………………… 11

5．化学物質対策の推進 ……………………………… 14

6．生物多様性保全、自然資本への対応 …………… 15

7．バリューチェーンのグリーン化に関わる 
国際標準化への対応 ……………………………… 17

8．おわりに …………………………………………… 18
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1．はじめに 
～「環境ビジネス部」のミッション

毎年1月に開催される世界経済フォーラム（注1）の年次
総会（通称、ダボス会議）は、各国首脳や民間の経営
トップ等が参加して、政治・経済のみならず世界の諸課
題への解決策を議論し、提言がなされる場として広く知
られている。

例えば、2020年は主要テーマの環境問題を巡って
米国のトランプ大統領（当時）が「今は悲観的ではなく、
楽観的になる時だ」と主張した一方、スウェーデンの若
き活動家・グレタ・トゥーンベリさんが「世界のリーダー
が気候変動対策に及び腰だ」として痛烈に批判したこと
も記憶にある。フォーラムは、年次総会に合わせて毎年

「グローバルリスクレポート（世界の1500人近くの専門
家による洞察を集約して作成）」を公表しており、同内
容は世界の政治・経済、社会構造の課題を推し量るバロ
メーターともなっている。

最新の2024年1月公表のレポートの内容は図1に示
すとおりであるが、環境問題への関心が顕著であり、中
長期的なリスクとして広く認識されている。レポートは
20年近くにわたり毎年分析・公表されているが、2015

年の「国連SDGs」「パリ協定」採択以降、リスクの上
位を環境問題が独占するようになった。

国際政治に目を落とすと、欧州（EU）は右傾化の波
にさらされた2019年の議会選挙で中道二大会派が大
敗した後、フォン・デア・ライエンEC委員長が率いる
現政権は、グリーン勢力との連立により「欧州グリーン
ディール」を政治のトップアジェンダとしてきた。米国
も2020年大統領選挙でバイデン大統領の民主党政権が
発足し、すぐさまパリ協定に復帰。大統領自ら「気候変
動サミット」を主催する力の入れようであった。そして、
わが国も、2020年10月に菅首相（当時）が所信表明
で「2050年のカーボンニュートラル実現」を宣言し、こ
のトップダウンの方針を受けて、その後は矢継ぎ早の政
策が展開されている。岸田首相の現政権はそれを継承し、
今後10年間に官民で150兆円を超える巨額のGX（グ
リーントランスフォーメーション）投資を行う「脱炭素成
長型経済構造移行推進戦略（GX推進戦略）」を打ち出
している。

本誌のテーマであるこの5年間（2018 ～ 2022年）は、
世界的に政治の表舞台で本格的なグリーン競争が始まっ
た時代として語られることになろう。同時に、ESG投資
の時代で、世界的にコロナ禍を経験した中で社会構造の
再設計（リ・デザイン）も必至であり、企業の事業活動
におけるGXも本格化する。こうした中で、一般社団法

出所：世界経済フォーラム「Global Risks Report 2024」より当部作成

図 1　世界の政治・経済におけるリスク認識と気候変動・地球環境問題（世界経済フォーラム「グローバルリスクレポート」より）

https://www.weforum.org/publications/global-risks-report-2024/
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人 日本電機工業会（JEMA）も2020年4月に組織改編
がなされ、環境対応の部門は新たに「環境ビジネス部」
と改称された。これまでの環境コンプライアンスの活動
に加えて、「グリーンで持続可能な電機産業と社会の構
築に向けて、会員企業のさまざまな事業活動を環境価値
によって活性化し、その市場創出・ビジネス拡大を支援
する」という新たなミッションの下、まずは「企業価値
向上に資する環境取組みの可視化（見える化）、事業成
長による社会への貢献とその評価」をクリアにしていく
という視点でその取組みを始めている。

本稿では、高次に複雑化する環境問題への対応が新た
なステージを迎えている中で、JEMA、電機・電子業界
の最近の取組み内容を報告する。

（注 1）The World Economic Forum（世界経済フォーラム） 
https://www.weforum.org/

2．電機産業の GX 推進

JEMAは、カーボンニュートラルをはじめとして、持
続可能な社会の実現に至るGXを必要とする社会構造の
大きな転換期において、会員企業における環境価値の見

える化と、ビジネス拡大支援を目的に以下の図2に示す
さまざまな取組みや、新たな事業を展開している。本章
ではこのうち、JEMAポジションペーパー／グリーン技
術・製品マップ、JEMA-GXレポートおよびJEMA気候
変動情報開示ガイダンスについて説明する。

2．1　JEMA ポジションペーパーと 
グリーン技術・製品マップ

電機産業のGX推進において、JEMAは、2021年11
月にポジションペーパー「電機産業による2050年カー
ボンニュートラル実現への貢献～ JEMA『グリーン技術・
製品』について～」を公表した。当ポジションペーパー
では、カーボンニュートラル実現に向けた電機産業の役
割と貢献、電機産業が提供する環境価値、目指す方向性
と今後のアクションを示すとともに、カーボンニュートラ
ル実現に貢献する製品・技術を「JEMAグリーン技術・
製品」と定義（図3）し、併せて「JEMAグリーン技術・
製品マップVer.1」も公表している。後述するJEMA-
GXレポートやJEMA気候変動情報開示ガイダンスと関
連させ、GXに関わる会員企業の製品・サービス事業の
価値を整理して、インセンティブ施策の検討や提案に活
用する。

図 2　JEMA 電機産業の環境価値評価、GX 推進事業の概要

＊ 1：2050 カーボンニュートラル実現へのロードマップ～技術イノベーションと社会実装に向けて（2022 年 5 月）
https://www.jema-net.or.jp/Japanese/info/2050CNroadmap.html

＊ 2：JEMA ポジションペーパーとグリーン技術・製品マップ Ver1（2021 年 11 月）
https://www.jema-net.or.jp/Japanese/env/pdf/position_paper.pdf
https://www.jema-net.or.jp/Japanese/env/pdf/product_map.pdf

＊ 3：電機産業における気候変動対応関連情報開示ガイダンス Ver1.0（2022 年 9 月）
https://www.jema-net.or.jp/Japanese/env/pdf/JEMA-TCFDguide-v1.0.pdf
機関投資家との対話 JEMA Youtube チャンネル 
https://www.youtube.com/watch?v=_nUGUnmtC10
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2．2　JEMA-GX レポート
電機産業の脱炭素に向けた取組みを継続的にレビュー

し、企業努力や価値を対外的に発信するため、2022年
度より「JEMA-GXレポート」の制作を開始した（図4）。

「電機産業のサステナビリティレポート」として、業界お
よび会員企業の温室効果ガス排出量削減に関する進捗、
脱炭素・環境経営の各指標（KPI）に対する取組みを可
視化するもので、電機産業のGX推進において、JEMA
の事業の中核を担う取組みである。

本レポートの目的、期待する効果は主に以下のとおり
である。
・フォローアップ：電機産業／会員企業のGXに関わる

状況を把握するとともに、JEMAカーボンニュートラ
ルロードマップと照らし合わせ、進捗を図る（2030年
まで継続）。

・ベンチマーク：会員企業においては、自社の立ち位置
を把握し、GXに対するモチベーションにつなげてい
ただく。

・コミュニケーション＆エビデンス：ステークホルダーに
向けては、業界の努力を正しく伝えるコミュニケーショ
ンツールとする。政府など政策立案者に向けては、政
策提案や要望提出の際の根拠とする。
2022年度は仕様を検討するためのトライアル調査と

して実施し、これを踏まえ、2023年度より正規版レポー
トを制作し、2024年春に一般公開、さらにステークホル
ダー（機関投資家、メディア等）も参加するオープン報
告会の開催を予定している。

2．3　JEMA 気候変動情報開示ガイダンス
SDGsやパリ協定の目標達成に向けて、持続可能性

（サステナビリティ）や革新技術開発等に関わる社会お
よび企業活動の促進に、公的資金だけでなく、民間資金
を誘導する政策措置の重要性が認識されている。そして、

「環境と成長の好循環」を図りつつ長期的な脱炭素社会
を実現するため、国際的に金融（ファイナンス）の役割
が注目され、また、その影響も大きくなっている。

出所：カーボンニュートラル実現に向けたグリーン技術・製品による貢献（2021 年 11 月）

図 3　JEMA ポジションペーパーとグリーン技術・製品マップ

図 4　JEMA-GX レポート制作の取組み
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気候変動対応も含めて、ESG（環境・社会・ガバナ
ンス）の全般にわたって、サステナビリティに関連する
情報開示を求める国際的なイニシアチブの活動が活発に
なっており、電機産業においても、事業構造の特徴を踏
まえた対応を検討していく必要がある。

こうした中で、JEMAは、2022年に『電機産業にお
ける気候変動対応関連情報開示ガイダンスVer1.0』を
発行している。当ガイダンスは、電機産業の各企業が

「TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース〈注2〉）提
言」のフレームワークを踏まえ、「気候変動対応に関連す
る非財務（財務にも影響を与える）情報等を開示し、さ
らにステークホルダーとのコミュニケーションを図ってい
くこと」に対して、業界内でもその第一歩を踏み出す企
業を増やしていくことを視野に作成している。

業種の特徴としては、各企業の事業ポートフォリオも
多様で、サプライヤーや顧客との関係も多岐にわたるこ
とから、気候変動のような社会課題に対する自社活動
の影響度、何を「リスク」や「機会」と考えるのか？な
どの特定と、必要十分な対応を見極めていくことに難
しさがあるものと考えている。本ガイダンスでは、実際
に、TCFD提言を考慮の上で情報開示を推進されている
JEMA会員企業の中から、注目される取組み事例も紹介・
説明しており、現在対応を検討中もしくはこれから検討
される企業にも参考になるものと考えている。

加えて、本ガイダンスの制作と並行して、実際に、機
関投資家と事業会社との公開セッション（ラウンドテー
ブル）を継続して実施・その対外公開もしており、情報
開示における課題や、電機産業の特徴といえるScope3
排出量の算定や、社会の各部門への削減貢献（Avoided 
Emissions）などに対する評価の視点の共有、相互の理
解促進の場としている。

今後は、気候変動のみならず、循環経済や自然資本・
生物多様性（TNFD自然関連財務情報開示タスクフォー
ス）の要求内容も盛り込み、リニューアルしていく予定
である。

（注 2）Task Force on Climate-related Financial Disclosure（気候関連
財務情報開示タスクフォース）JEMA も TCFD 賛同を表明し、賛同
企業・機関の一つとして署名・登録しています。 
https://www.fsb-tcfd.org/about/

3．気候変動対応の取組み推進

3．1　気候変動対応の国際枠組み（パリ協定）と
温室効果ガス排出削減目標

2015年にフランス・パリで開催された国連・気候変
動枠組条約第21回締約国会議（COP21）では、全て
の国が参加する2020年以降の温室効果ガス排出削減の
法的枠組みとして「パリ協定」が採択された。

（パリ協定の要点）
・京都議定書に代わる、2020年以降の温室効果ガス排

出削減等のための新たな国際枠組み
・（第2条）世界共通の長期目標：2℃目標の設定。1.5℃

に抑える努力の追求
・（第4条）実効性のある国別約束（NDC〈注3〉）：先進国・

途上国問わず、国別の削減目標や計画を5年ごとに提
出・更新（報告、レビュー）

・（第14条）グローバルストックテイク：5年ごとに、世
界全体としての温室効果ガス排出削減実施状況を検討

・条約の理念である「共通だが差異のある責任」の下、
先進国による途上国への資金支援を継続

直近の国際交渉の動向は図5のとおり。気候変動に関
する政府間パネル（IPCC）による「1.5℃特別評価報告
書」（2018年）の公開を契機に、2021年のCOP21で
は、1.5℃目標に向かって世界が努力していくことが正式
に合意された（グラスゴー気候合意）。この間、各国も国
別約束（NDC）について野心度を高め、昨年（2023年）
末、ドバイ（UAE）で開催されたCOP28は最初のグ
ローバルストックテイクの機会となり、1.5℃目標に向け
て「緊急な行動が必要であること、世界全体の温室効果
ガス排出量を2030年までに43％、2035年までに60％
削減すること」の重要性が改めて認識される結果となっ
た。

わが国は、2020年10月26日、菅首相（当時）が所
信表明演説で「2050年のカーボンニュートラル実現」
を宣言し、整合的でかつ野心的な目標として、政府は
第6次エネルギー基本計画の策定を経て「2030年度に
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2013年度比で46％削減」を地球温暖化対策推進計画
で決定し、2021年にNDCとしてパリ協定に登録してい
る。今後、各国は次期NDC（2035年以降の温室効果
ガス排出量削減目標、計画）を2025年2月ごろ（2025
年COP30が開催される2025年11月の9～12カ月前）
を目途にパリ協定事務局へ提出することが求められる。
2024年は、中長期のエネルギー需給や電源構成等、温
室効果ガス排出量の太宗を占めるエネルギー起源CO2

排出量推計の根拠となる新たな第7次エネルギー基本計
画、さらに、地球温暖化対策推進計画の見直しや、次期
NDCの検討が本格化することになる。JEMAも、この
新たな動きに対して意見提出や政策提案を行っていく。

3．2　電機・電子業界の気候変動対応
JEMAは電機・電子関連工業会による連携の下、電

機・電子温暖化対策連絡会（注4）の幹事事務局として、中
長期の温室効果ガス排出削減、カーボンニュートラル実
現への貢献を目指して、業界の長期ビジョン策定や中期
の実行計画である「カーボンニュートラル（CN）行動
計画」を推進している（図6）。

2020年には、2015年に採択（2016年に発効）され
た国連気候変動枠組条約「パリ協定」や「SDGs」の目
標を踏まえ、電機・電子業界も国際社会の一員としてグ

ローバル・バリューチェーンの視点で、温室効果ガス排
出抑制・削減への取組みに挑戦していく必要があると考
え、2020年1月に気候変動対応に関わる長期戦略とし
て電機・電子業界「気候変動対応長期ビジョン」を策定
した。

現在、各国でCNを目指す野心的な目標設定や取組み
が進展しており、わが国も「2050年までのCN実現の
宣言、温室効果ガス排出量を2030年度に2013年度か
ら46％削減」を表明している。また、民間企業でも、気
候変動対応に関わる経営戦略の開示や脱炭素に向けた目
標設定等の取組みが進展しており、実際、企業単体では
なくバリューチェーン全体での脱炭素化を進める動きが
拡大し、多様なステークホルダーから、脱炭素への対応
要求も高まっている。

以上を踏まえ、「電機・電子業界のバリューチェーン
全体における温室効果ガス排出を、グローバル規模で
2050年にカーボンニュートラルの実現を目指す」こと
を基本方針に、取組み内容を明確にしてその道筋も示す
など、2020年の策定内容をリニューアルして、2022
年11月に電機・電子業界「気候変動対応長期ビジョン」
改定版を発行。さらに、2023年5月には長期ビジョンの
理解促進と、会員企業等における長期目標やビジョン策
定の支援を目的として、ビジョンに示す業界の方針や考

出所：各種公開資料等から JEMA 作成

図 5　気候変動対応の国際枠組み（パリ協定）とその交渉
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図 6　電機・電子業界における中長期の気候変動対応（長期ビジョン、カーボンニュートラル行動計画）

え方の解説、具体的な取組み内容や事例の関連情報をま
とめた電機・電子業界「気候変動対応長期ビジョン～解
説とガイダンスVer1.0 ～」を発行している。

中期の実行計画である電機・電子業界「CN行動計画」
は、ライフサイクル的視点によるCO2排出削減、国際貢
献の推進、革新的技術の開発の方針の下、特に「生産プ
ロセスのエネルギー効率改善」および「製品・サービス
による排出抑制貢献」の2点を重点取組みとして位置付
け、毎年度フォローアップ調査を実施し、進捗状況を政
府審議会や経団連・第三者評価委員会にも報告している。

生産プロセスのエネルギー効率改善については、エ
ネルギー原単位改善率年平均1％を目指し、フェーズⅠ

（2020年度）およびフェーズⅡ（2030年度）の目標を
策定し、省エネ投資・取組の継続等を進めてきた。その
結果、2020年度実績（基準年度比27.87％）において、
フェーズⅠの目標（基準年度比7.73％）については、そ
れを大きく上回り達成した。フェーズⅡでは、2020年度
実績を基準とし、同基準からさらに年平均1％改善達成
を目指す新たな目標「2030年度9.56％改善」を設定す
るとともに、CO2排出量（総量）についても「2030年
度に2013年度比で46％削減」とする目標を設定し、現
在、その取組みを推進している。

製品・サービスによる排出抑制貢献については、低炭
素・省エネ化を実現する製品・サービスによるCO2削
減（排出抑制貢献量）を定量化して公表する取組みを進
めてきた。業界の特徴である製品等を通じての産業・民
生他部門への貢献を明示する試みであり、定量化の方法
論を主要製品ごとに確立し、毎年度の実績を公表してい
く取組みとしている。さらに、各社の事業形態やポート
フォリオも変化していく中で、会員企業が自ら削減貢献
量を算定していくことを促進するために、「企業のための
削減貢献量算定ガイダンス（＝統合版方法論）」の策定
に取り組み、2024年の発行を目指す。

上記の他、CN行動計画参加企業における生産プロ
セスのエネルギー効率向上や、再エネ導入促進を目的
に、関連制度に関する説明会やセミナーの開催、オフィ
ス・工場の改善事例のデータベース化・共有等の取組み
を行っている。JEMAでは、引き続き、企業による意欲
的な温室効果ガス排出削減の促進とその評価が高まるよ
うに、政府による施策に対しても、積極的に業界の意見
発信や政策提案に努めていく。

（注 3）https://unfccc.int/process-and-meetings/the-paris-
agreement/nationally-determined-contributions-ndcs

（注 4）電機・電子温暖化対策連絡会ポータルサイト 
「電機・電子業界の温暖化対策」https://www.denki-denshi.jp/
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4．循環型社会構築への取組み推進

4．1　資源循環対応の国際枠組と 
電機・電子業界の取組み

（1）海洋プラスチック汚染からプラスチック資源 
循環へ

プラスチックは加工が容易でその利便性・汎用性の高
さから、世界における年間生産量は過去50年間で約20
倍に拡大している。一方で、約8割は廃棄され、そうし
た廃プラスチック等が陸域から海域へ河川など通じて流
出することで、海洋プラスチック汚染を引き起こしてお
り、近年、世界的な環境問題の一つとなっている。2016
年にエレン・マッカーサー財団等が発表した推定データ
によると、海洋中には1億5000万トンのプラスチックご
みが存在しており、新たに少なくとも年間800万トンが
海へ流入し、海洋生態系へ深刻な被害をもたらしている。
さらに、紫外線や物理的な要因によって細かくなったマ
イクロプラスチックは回収が難しくなり、容易には自然
分解されず、多くが数百年単位で自然界に残り続ける。

このようにプラスチックは資源循環と生物多様性、さ
らにプラスチックの焼却処理による温室効果ガス排出の
観点から気候変動問題にもつながる。

このような状況を踏まえ、2019年6月に開催され
たG20大阪サミットにおいて、2050年までに海洋プ
ラスチックごみによる追加的な汚染ゼロを目指す「大
阪ブルー・オーシャン・ビジョン」が共有されるととも
に、その実現に向け、「G20海洋プラスチックごみ対
策実施枠組」が採択された。さらに、2022年3月の国
連環境総会において、プラスチック製品のライフサイ
クル全体にわたって、海洋を含む環境への影響を減ら
し、2040年までにプラスチック汚染を根絶することを目
的とした「国際プラスチック条約の策定に向けた政府間
交渉委員会（INC：Intergovernmental Negotiating 
Committee）」が設置され、2024年までの条約案完成
を目指している。

わが国でも、資源・廃棄物制約、海洋プラスチックご
み問題、アジア各国による廃棄物輸入規制等の幅広い課
題に対応するため、2019年5月に「プラスチック資源循

環戦略」が策定された。本戦略は、3R＋Renewable
（再生可能資源への代替）を基本原則と、2030年までに
ワンウェイプラスチックを累積25％排出抑制するといっ
た六つの野心的なマイルストーンを目指すべき方向性と
して掲げている。その後同戦略に基づき、2022年4月
に「プラスチック資源循環促進法」が施行された。同法
では事業者等に対し、以下の内容が求められている。

○ プラスチック使用製品設計指針への対応
○  特定プラスチック使用製品の使用の合理化 

（12品目の使い捨てプラスチックが対象）
○ 製造・販売事業者等による自主回収・再資源化
○ 排出事業者による排出の抑制・再資源化

このうち、「プラスチック使用製品設計指針」において
は、減量化、長寿命化、易解体化、他素材への代替、再
生材の利用等といった設計段階から、製品のライフサイ
クルを見据えた取組みを求めると同時に、そうした製品
のLCAや情報提供も求めている。

（2）プラスチック資源循環に関わる電機・電子業界の
取組み

電機・電子業界、JEMAは他業界に先駆けて、自主的
に製品や包装材の材料調達・設計・廃棄段階等、さまざ
まな取組みを推進している。わが国におけるプラスチッ
ク資源循環戦略が公表され、産業界にもさらなる積極的
な取組みが求められる中で、経団連による要請も踏まえ、
電機・電子業界としても、プラスチック資源循環や海洋
プラスチックごみ問題へ貢献するため、2020年3月に

「電機・電子業界におけるプラスチック取組み目標」を策
定した（注5）。取組みは次の3分野に分けて推進しており、
また毎年度、その取組み事例のフォローアップを行って
いる。

I．製品・包装材分野
製品、包装材等における 3R を考慮した 
ライフサイクル設計や循環取組み推進

II．事業所廃棄物分野
生産活動におけるプラスチック廃棄物の 
3R 推進

III．その他
清掃活動などにより、生物多様性保全に資する
海洋プラスチックごみ問題への取組みの実施
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（3）循環経済政策と電機・電子業界の取り組み
資源供給制約や経済安全保障の側面に加え、さらに、

社会構造の変化と共に「モノではなく機能の使用」に価
値を賦与する考え方がグローバルに拡大しており、欧州
では、資源消費に依存せず、持続可能な経済成長を目指
す循環経済（サーキュラーエコノミー：CE）の実現を経
済・産業政策に位置付けている。

わが国でも、政府は、動静脈産業の連携による資源の
効率的・循環的な利用（再生材活用等）と、ストックの
有効活用を最大化する資源循環市場の創出により成長を
目論む「成長志向型の資源自律経済戦略」の構想を打ち
出し、具体的な社会制度の構築に着手している。

こうした中で、電機・電子業界も、3R・環境配慮モノ
づくりのさらなる進化に加え、サーキュラーエコノミー型
の新たな事業創出を通じて、環境適合による顧客価値の
最大化と企業としての事業成長を目指していく。電機・
電子業界、JEMAも新たに発足した「サーキュラーエコ
ノミー（CE）に関する産官学パートナーシップ」（注6）に
も参画しながら、関係省庁との対話機会を通じて業界の
取組みを理解いただき、政策への意見提出を積極的に推
進するとともに、3Rを超えて事業成長を目指す姿を説明

する業界のCE対応ビジョンの策定も検討を進めていく
こととしている（図7）。

4．2　資源循環とエコデザイン、 
電機・電子業界の取組み

電機・電子業界、JEMAは、環境配慮設計（エコデ
ザイン）の実施の義務化を進めている欧州エコデザイン
指令（ErP指令）や、米国や中国・アジア地域、オース
トラリア等の環境配慮設計や省エネ規制動向をフォロー
し、その実効性に関わる適切な意見提出ロビー活動等
を積極的に推進している。欧州では、新たな「循環経
済アクションプラン」に基づいて、製品の持続可能性の
向上を目的とする「循環型経済に関する政策パッケー
ジ」を発表する中で、現行のErP指令を拡大し、新た
に「持続可能な製品のためのエコデザイン規則（ESPR：
Ecodesign for Sustainable Products Regulation）」
として施行することが提案されている。

電機・電子業界、JEMA、他の規制等の重複回避、関
連するデジタルプロダクトパスポートの合理的な運用、
エコデザイン要求事項に関するIEC等の国際規格の積
極採用等を欧州委員会に意見として提出し、また、意見

図 7　電機・電子業界におけるサーキュラーエコノミー・資源自立型経済戦略への対応
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交換も実施している。ESPRについては、2023年12月
に欧州理事会と欧州議会による暫定合意がなされてお
り、2025年には製品別の委任法が採択される見込みと
なっている。従って、引き続き、情報収集・意見提出等
のフォロー、ロビー活動を積極的に推進していくことと
している。

JEMAは、循環型社会構築やサーキュラーエコノミー
の取組みの核となる環境配慮設計（エコデザイン）の
ルール形成に関して、IEC/TC111（環境）の活動を
通じて、IEC/ISOダブルロゴ国際規格である「IEC 
62430 Ed.2.0（2019）環境配慮設計－原則、要求事
項およびガイダンス」を開発している。同時に、製品の
環境負荷低減を定量評価する際に必要となるLCA（ラ
イフサイクルアセスメント）手法に基づくカーボンフット
プリント（LC-CO2）算定手法の業界標準（JEM規格）
と、それを簡易に算定できるツールを開発し、ウェブサ
イトでの公開、会員企業への提供も実施している。国内
外で、LCAやカーボンフットプリント算定への対応の
ニーズが高まっており、JEMAではこれら算定の共通化
や効率化の検討、ツール拡充等の活動を推進している。
さらに、製品の環境配慮設計を評価する取組みが進展し

ている中、近年の循環経済や環境配慮設計に関連する国
内外の政策や国際規格開発の最新動向をフォローし、会
員企業の環境配慮設計の取組み事例の共有化をテーマに、
業界としての推進、会員企業の取組み支援を目的とした
発表・情報交換会等も積極的に開催している（図8）。

4．3　産業廃棄物削減と 
循環型社会形成自主行動計画の推進

産業廃棄物削減に向け、電機・電子業界では、これま
でに会員企業を対象とした廃棄物管理業務の支援を目的
に、「廃棄物の処理および清掃に関する法律（廃掃法）」
の見直しに対応して、「廃棄物関連法規適正判断のため
の参考ノート」を発行している（2019年、第4版）。さ
らに、電機・電子業界として、経団連「循環型社会形成
自主行動計画」に参画し、産業廃棄物について、2025
年度に「最終処分量3.5万トン以下（2000年度比75％
低減）、再資源化率90％程度を維持する」ことを目標に、
その取組みを推進している。

（注 5）電機・電子業界におけるプラスチック取組み目標 
https://www.jema-net.or.jp/Japanese/env/plastic.html

（注 6）サーキュラーエコノミーに関する産官学のパートナーシップの発足 
https://www.meti.go.jp/press/2023/12/20231226005/20231225002.html

図 8　環境配慮設計・資源循環等に係る電機・電子業界、JEMA の取組み

分野 1：製品、包装材等における3Rを考慮したライフ
サイクル設計や循環取組みの推進

分野 2：生産活動におけるプラスチック廃棄物の3R推進
分野 3：清掃活動などにより生物多様性保全に資する

海洋プラスチックごみ問題への取組みの実施
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5．化学物質対策の推進

5．1　含有化学物質管理対応の国際枠組みと 
電機・電子業界の取組み

電機・電子業界、JEMAは、国内や欧州の関係団体と
連携し、欧州の改正RoHS指令（RoHS2）に対して「適
用除外項目の中で代替が困難な用途／技術範囲」を明確
にすることで延長申請を実施している。その他、RoHS
制限物質の追加等に関する新規検討や次期RoHS指令
見直しについても、欧州当局への意見提出を実施してい
る。また、欧州REACH規則に関連して、SVHC（高懸
念物質）追加やPFAS（注7）制限等の規制動向も注視して
おり、さらに北米、中国の他、各国の化学物質規制動向
の把握と情報収集を継続し、同時に、ストックホルム条
約規制対象物質の情報収集や影響評価、国内法規制へ
の展開等の動向についてもフォローしながら、規制の実
効性等に関わる適切な意見提出を実施している。

（注 7）Per - and poly - Fluoro Alkyl Substances の略で、1 万種を超える
有機フッ素化合物の総称。撥水・撥油性、熱・科学的安定性等の特性を
示すことから、多くの産業で利用されている。

こうした取組みの一環として、今年（2023年）度
は、RoHS指令修正案への意見提出の他、REACH規
則 PFAS制限案の他、米国TSCA PBT規則案、メイ
ン州・ミネソタ州PFAS規制等に対して意見提出を実施
してきた。PFAS制限案は、2020年10月に欧州委員会
がグリーン・ディールの一つの戦略として公表した「持
続可能な化学物質戦略」における有機フッ素化合物に関
する規制の強化が背景にあり、2023年3月よりパブリッ
クコンサルテーションが開始された。PFASは多様な産
業で不可欠で、現時点で代替の見通しが立たない用途も
多いため、世界各国のさまざまなカテゴリーの企業・業
界団体等から5642件もの意見が提出された。EU域外
で提出件数が最も多い国は日本であり、電機・電子業界、
JEMAからの意見の他、経団連、経済産業省等合わせて
938件の提出となっている。また、米国ではTSCA等の
連邦法に加え、州ごとにそれぞれ独自の化学物質規制を
課すケースがあり、PFAS関連法案も各州で策定が進ん
でいる。代表例として、世界初のPFAS一括規制となる、

メイン州、ミネソタ州が挙げられる。
電機・電子業界では、業界への過度のインパクトを避

けるため、関連団体や日本政府と協働し、メイン州との
2国間協議に出席するなどのロビー活動も展開している。

これらに関連して、引き続き、RoHS改正やPFAS制
限に向けた欧州当局への対応や、米国各州当局へのロ
ビー活動、中国や台湾地域等に関する環境規制情報の収
集強化を図っていく。

5．2　化学物質排出把握管理、 
VOC 排出抑制への電機・電子業界の取組み

1999年7月に公布された化学物質排出把握管理促進
法（化管法）は、事業者による化学物質の自主的管理の
改善を促進し、環境の保全上の支障を未然に防止するこ
とを目的としており、対象化学物質の排出量・移動量を
把握するための「PRTR制度」と、情報伝達義務である

「SDS制度」を柱としている。
電機・電子業界、JEMAは、2018年、化管法改正に

向けた経済産業省・環境省共同主催「化管法施行状況検
討会」に業界代表として委員を派遣し、意見提出の検討
および対応を図った。その後、2021年10月に対象化学
物質の見直しを主な内容として化管法が改正され、第一
種指定化学物質は515となった。これを受けて、2001
年に発行した『電機・電子業界におけるPRTRガイドラ
イン』の改訂第3版を2023年に発行、説明会を実施す
る等により会員企業の取組みを支援している。

また、2005年6月に公布された改正大気汚染防止法
に関する政府審議会で示された指針を受け、電機・電
子業界は、2000年度を基準に2010年度までにVOC
排出量を30％削減する自主行動計画を2005年度に策
定し、排出量のフォローアップを実施している。この結
果、2010年度において、目標を大幅に上回る56％の削
減を達成した。また、2013年度には政府から継続した
取組みを求める新たな指針が示されたことを受け、現在、
2010年度比で悪化しないことを目標とした自主的取組
みを継続して推進している。
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5．3　サプライチェーン化学物質管理の対応
国内外の化学物質に関する規制に対応するためには、

サプライチェーンを通じて製品が含有する化学物質の情
報伝達が必要である。電機・電子分野が関わる製品含
有化学物質の情報伝達の標準スキームとして、2015年
10月に経済産業省主導でchemSHERPAがリリースさ
れ、2016年4月からアーティクルマネジメント推進協議
会（JAMP）が運用を開始している（注8）。JEMAは、重
電・産業システム機器での対応を中心に、製品含有化学
物質に関する法規制および、chemSHERPAに関する説
明会を毎年企画・実施し、会員企業ならびにそのサプラ
イチェーンへ向けて、情報伝達の重要性を周知する活動
を行っている。また、会員企業への情報提供として、各
国の法規制についての基本情報をJEMAのウェブサイト
に公開している。
https://www.jema-net.or.jp/Japanese/env/ch_kanri.html

（注 8）製品含有化学物質の情報伝達共通スキーム（chemSHERPA ） 
https://chemsherpa.net/

6．生物多様性保全、自然資本への対応

6．1　生物多様性保全、自然資本対応の 
国際枠組みと電機・電子業界の取組み

（1）愛知目標への貢献に関わる電機・電子業界の 
取組みと評価

生物多様性条約は、1992年にブラジル・リオデジャネ
イロで開催された「国連環境開発会議」（通称、地球サミッ
ト）において、気候変動枠組条約と共に採択され、1993年
に発効し、2023年時点で196カ国が加盟している。本
条約の目的は条約第1条に次のとおり定められている。

－生物多様性の保全
－生物多様性の構成要素の持続可能な利用
－ 遺伝資源の利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配

分（ABS）

2010年に、わが国がホスト国となり愛知県で開催さ
れた第10回締約国会議（COP10）では、2050年まで

に「人と自然が共生する社会」をビジョンとし、その実
現に向けた2020年までの具体的な行動のための20の
個別目標「愛知目標」と「名古屋議定書」を採択する
という大きな成果を生んだ。電機・電子業界、JEMAは、
2011年に「電機・電子4団体生物多様性ワーキンググ
ループ」（注9）を発足し、以降、愛知目標の達成に向けて
会員企業を対象としたさまざまな取組みの支援を推進し
てきた。2018年には、取組みのファーストステップとな
るような事例を分かりやすく解説したガイダンス“Let’s 
Try Biodiversity（LTB）”を公開し、LTBに掲載した
事例の体験型実践説明会を各地で展開。LTBは、環境
省・生物多様性アクション大賞「つたえよう部門」で優
秀賞を受賞した。さらに、2019年には海洋プラスチック
による生物多様性への影響が深刻化する中、「陸から減
らそう！海洋プラスチックごみ編」も制作し、荒川クリー
ンエイドフォーラムの協力を得て荒川河川敷での清掃活
動を伴う説明会や、JAMSTEC（海洋研究開発機構）を
講師に招聘（しょうへい）したオンラインセミナーも開催
し、普及啓発に努めた。

一方で、2018年にシャルム・エル・シェイク（エジ
プト）で開催された生物多様性条約第14回締約国会議

（COP14）では、ワーキンググループの活動として複
数のサイドイベント等へ参加・登壇し、世界的にも珍し
い電機・電子の業界団体による取組みを説明する機会も
得た。また、愛知目標の達成年次である2020年度には、
会員企業の取組み状況のモニタリング結果を総括し、行
動指針として選定した8件の愛知目標において主流化が
達成されたことを報告した。しかしながら、生物多様性
条約事務局が2020年に発表した地球規模生物多様性概
況第5版（GBO5）においては、世界的には20の愛知
目標についていずれも完全に達成できた目標はないとい
う結果に終わっている。

（注 9）https://www.jema-net.or.jp/Japanese/env/biodiversity.html

（2）ネイチャーポジティブへ向かう世界の流れ 
（昆明・モントリオール生物多様性枠組）

生物多様性条約は、未達となった愛知目標の反省を踏
まえ、2022年12月に「昆明・モントリオール生物多様
性 枠 組（Global Biodiversity Framework：GBF）」
を採択した。GBFは2050年までのビジョン「自然と共
生する世界」と、2030年までのミッション「生物多様性
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の損失を喰い止めるとともに反転させるための緊急の行
動をとる」という「Nature positive（ネイチャーポジ
ティブ）の達成」の概念に基づいて策定されている。こ
の概念は、2021年に英国・コーンワルで開催されたG7
サミットにおける「2030年自然協約」で示されたもので、
GBFにもその文脈が受け継がれている。GBFでは、愛
知目標の後継となる2030年までの新たな世界共通の23
個別目標「昆明・モントリオールターゲット」が決定した。
新ターゲットの特徴として、目標15（ビジネスの影響評
価・開示）を中心にこれまで以上にビジネスセクターの
関与・役割が強く訴求された他、目標22および23で先
住民・女性・若者等のマイノリティーに対する権利保障
やジェンダー平等の確保が求められていることが挙げら
れる。また、目標3では保全地域の拡大に向けた数値設
定の見直し（陸域および海域の少なくとも30％以上を健
全な生態系として効果的に保全する：30by30）も行わ
れた。

（3）GBF への対応と電機・電子業界の取組み
わが国でも、生物多様性条約のGBF採択を踏まえ、

2023年3月に他国に先駆けて新たに「生物多様性国家
戦略 2023-2030」が閣議決定された。同戦略では、生
態系の回復、自然を活用した社会課題の解決（NbS）、
ネイチャーポジティブ経済の実現、生物多様性の価値の
認識と行動、生物多様性の取組みを支える基盤整備・国
際連携の五つを基本戦略として掲げている。

また、GBFターゲットの目標3でもある、2030年ま
でに陸域および海域の少なくとも30％以上を健全な生態
系として効果的に保全しようとする目標（30by30）の
達成に向けて、保護地域以外の民間等の活動により生物
多様性が保全されている地域（OECM）を「自然共生
サイト」として認定するわが国独自の制度を2023年よ
り本格始動した。併せて、同認定制度の推進と自然共生
サイトの推進・拡大を目的に、マルチステークホルダー
による「生物多様性のための30by30アライアンス」を
発足し、電機・電子業界も運営コアメンバーとして同組
織に参加している。

6．2　電機・電子業界の中期取組み
（1）中期活動計画・ロードマップの策定

電機・電子業界、JEMAは、愛知目標に続き2030年
までの新たな生物多様性世界枠組みに対しても業界とし
て貢献していくため、2022年3月に中期活動計画・ロー
ドマップを策定し、「目指す姿・方向性とミッション」に
基づく新たな活動フェーズを展開していくこととしてい
る（図9）。

・目指す姿：2030年までに生物多様性の損失を止め
て反転させる（Nature Positive）

・WGミッション：
A：昆明・モントリオール生物多様性枠組（GBF）を

ベースとした生物多様性主流化のさらなる推進

図 9　生物多様性保全、自然資本対応の電機・電子業界の取組み
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B：「生物多様性」「自然資本」に関わる情報開示等、
企業経営リスク・機会に影響する社会動向への
対応

C：関連省庁、外部機関との連携・協調による業界
のプレゼンスアップ、課題解決の迅速化

（2）GBF 23 ターゲットガイダンスの制作
GBFの正式採択に先駆け、新目標における電機・電

子業界との関係性、リスク、影響度評価を行い、最終的
に採択された昆明・モントリオールターゲットに関する
ガイダンスをウェブサイト「GBF 23ターゲットガイダ
ンス～電機・電子業界が取り組むネイチャーポジティブ
～（注10）」と題して2023年6月に公開した。環境省・有
識者も招聘し、開催した。セミナーを通じ会員企業へ展
開を図っている。電機・電子業界に対して特にリスクの
高いターゲットとしては、「Target8（気候変動対策）：
カーボンニュートラルとネイチャーポジティブの同時解
決、Target15（ビジネスの影響評価・開示）：TNFD
への対応、Target16（持続可能な消費）：サーキュラー
エコノミーに対応したビジネスモデルの再構築」を特定
している。

（注 10）https://www.jema-net.or.jp/Japanese/env/GBF23/index.html

（3）自然共生サイト拡大支援
前述のとおり、電機・電子業界は、日本における

OECMの登録・拡大制度である「自然共生サイト」を
推進する「30by30アライアンス」のコアメンバーとして、
会員企業への普及展開や登録支援を行うこととしている。
その一環として、2023年度より自然共生サイトの認定を
受けた会員企業の活動地域を事例として「OECM研修
会」を企画し、開催している。環境省による制度の説明
と、認定企業による取組みや申請プロセスの説明を軸に
実際の取組みを見学することで会員企業が自然共生サイ
トへの登録に関心を持ち、より多くの企業が認定申請に
向けて取り組むことを意図している。

6．3　自然関連情報開示の国際枠組みと 
電機・電子業界の取組み

ネイチャーポジティブ の達 成に向け、GBFでも
Target15（ビジネスの影響・開示）が設定されている
ように、民間企業や金融機関に対して自然資本や生物多

様性に関するリスク、機会の情報開示が求められている。
民間企業や金融機関による自然資本や生物多様性に関す
るリスク、機会の適切な評価や開示を促し、資金の流れ
をネイチャーポジティブに移行させることを目的として、
2021年6月に「自然関連財務情報開示タスクフォース

（TNFD）」が組織された。TNFDは2023年9月に開示
提言「TNFD ver1.0」を発表し、気候関連の財務情報
の開示に関するタスクフォース（TCFD）の提言を踏襲
した内容であり、開示項目を四つの柱（ガバナンス、戦
略、リスク管理、指標と目標）、14の開示推奨項目を整
理している。

TNFDの特徴としては、地域にひも付いたリスク評価
を求めている点で、開示項目に関する自然情報の把握・
分析の手法として、LEAPアプローチを推奨している。
LEAPアプローチでは地域特性、サプライチェーン・バ
リューチェーンでのリスク・機会分析が主な特徴である。
その他、評価や開示関連のイニシアチブとして、SBTN、
CDP、ISSB、GRI、ISO/TC331等でビジネスセク
ターに対する目標設定、測定評価、開示基準が検討され
ており、今後、TNFDとの連携や整合が図られる方針で
ある。

電機・電子業界、JEMAでは、TNFDの対応に向け
て情報収集を進め、今後、会員企業向けに電機・電子業
界に焦点を当てた学習機会の提供等の取組み支援策を講
じていくこととしている。その他、ISO/TC331（生物
多様性）の国内対応組織として設置されたISO/TC331
日本国内審議委員会に関して、WG4（組織・戦略・持
続可能な利用）のメンバーとして規格策定に貢献してい
る。

7．バリューチェーンのグリーン化に 
関わる国際標準化への対応

政府のGX推進戦略においても、企業活動のバリュー
チェーンにおける温室効果ガス排出量削減に着目し、「グ
リーン製品の開発・社会への普及等の活動で社会全体の
温室効果ガス排出削減に貢献する視点、その取組みが適
切に価値として評価され、ファイナンス等のリソースが
向かう仕組みをつくる」ことの重要性が認識されている。

JEMA 75 周年記念特集：この 5 年間（2018 ～ 2022 年）における電機業界およびそれを取り巻く動向と JEMA の取組み　17
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2023年のG7広島サミットのコミュニケにも、「企業に
よる社会全体の温室効果ガス排出削減への貢献を、企業
の『課題解決力』として評価する削減貢献量（Avoided 
Emissions）の取組みを促進していくこと」が言及され、
国際的な認知も高まっている。

こうした中で、客観的かつ透明性のある算定方法論
の開発が着目されており、電機・電子業界は新たな国
際規格（IEC 63372：電気・電子製品およびサービス
／システムのカーボンフットプリントおよび削減貢献量
の算定とコミュニケーション－原則、要求事項とガイダ
ンス）の開発をIEC/TC111（環境）に提案しており、
JEMAはそれを主導して2024年の発行を目指している

（図10）。同時に、政府のGXリーグ（注11）の活動とも連
携して、削減貢献量評価の国際的なイニシアチブ形成に
貢献・協力していく。

（注 11）GX リーグ　https://gx-league.go.jp/

8．おわりに

JEMA環境ビジネス部の事業では、これまで述べて
きた内容の他にも、例えばPCB廃棄物適正処理の推進
にも取り組んでいる。今後は、高濃度PCBに続いて低
濃度PCB含有機器の法定処理完了期限が迫りつつある。
その適切処理に向けて、JEMAは、政府（経済産業省・
環境省）や関連団体・会員企業とも連携し、含有機器の
情報開示対応等のより一層の促進、強化を行っていくこ
ととしている。

冒頭に述べたように、ここ数年において、環境問題へ
の対応は政治・経済や社会構造の変化を見通した諸施策
の根幹を成すものとして、国内外で新たな政策・制度が
急展開を見みせている。JEMA環境ビジネス部も新たな
ミッションの下、会員企業の協力や政府、関連団体等と
の連携を踏まえて、事業活動においてもこれまでにない
さまざまなチャレンジを進めていく。

図 10　バリューチェーンのグリーン化に関わる国際標準化（IEC/TC111 の活動）
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JEMA75 周年記念特集記事が今号で最終回を迎えるに当たり、 
一般社団法人 日本電機工業会（JEMA）の過去約 20 年間における事業運営に際し、 
多大なるご指導・ご鞭撻をいただきました以下の方々より、随想をご寄稿賜りました。
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一般社団法人 日本電機工業会

前監事　関 根 泰 次

JEMAとの半世紀 ― 剣
け ん

山
ざ ん

の時代、これまでとこれから

電機工業会が75周年を迎えたという。75年前といえ
ば、まさに戦後の日本が本格的な復興に向けてエンジン
全開という時である。世の中では電気洗濯機、真空掃除
機、電気冷蔵庫の家電製品が「三種の神器」といわれ、

「いつかは自分も持ちたい」と、日夜わき目もふらず働く
庶民の憧れの的であった。これらの電化製品を作る電機
メーカー各社は、水力、火力の発電機器や送配電機器等
の開発に力を注ぎ、戦後しばらく手を付けることのでき
なかった原子力発電にも熱い目が向けられるようになった。

日本の電力産業は、文字どおり産業界全体のけん引役
となってその存在感は海外の注目を集め、世界は戦後日
本の復活ぶりに驚きの目を向けた。その様子は、Vogel
の“Japan as No.1”（1979年刊）にあまねく記されて
いるが、一方ではその反作用としてのいわゆる日本たた
きという政治現象も見られるようになった。やがて90年
代はじめのバブル期を越えて「失われた30年」の長いト
ンネルに入るが、注目すべきは、日本の電機産業界が鉄
鋼業や自動車産業などと並んで、常に日本産業界全体の
けん引役を務めてきたことである。

この75年間、電機工業会が電機産業のみならず全産
業を視野に入れて多角的な活動をしてきたことは万人の
認めるところであろう。この間、筆者はいろいろな形で
電機工業会と接点を持ってきたが、今振り返って特に印
象深いのは、電機工業会監事として工業会の理事会に出
席する機会を得たことと、国際電気標準会議（IEC）の
TC82（太陽光発電システム）で国際標準に関する活動
に携わったことである。

筆者は1999（平成11）年から2022（令和4）年ま
でのかなり長い期間、監事として理事会に出席したが、
この会議に出席して電機産業界が置かれている国内、国

外の政治、経済、社会事情や、電機産業が当面している
さまざまな問題を知ることができ大変有益であった。い
うまでもなくそこで見聞することの多くはマスコミで報
じられてはいるが、やはり理事会を通じていわば現場の
当事者から直接話を伺うことができるのは得難いことで
あった。殊にわが国の電機産業が総合電機メーカーと並
んで多くの専業メーカーに支えられていること、それら
の専業メーカーが全世界を舞台に活動していることを如
実に知ることができたのは、通常そのような機会を持た
ない大学人にとって有益であった。

現在の電機工業会が活動している産業分野は、大き
く分けて、電力・産業システム、新エネルギーシステム、
原子力プラントシステム、家電機器、地球環境保全の5
分野に及ぶが、これらのうち、発足当時から活動を続け
ているのは最初の電力・産業システムの分野だけで、残
りの4分野は発足後に誕生したものである。言い換えれ
ば発足時一本の柱で立っていた電機工業会も、現在は5
本の柱で支えられているわけで、今後は柱の数も増えて
いくであろう。

この様子を見ていると、日本の生け花で使われる剣
けん

山
ざん

を思い出す。美しい花は、平板（総合電機メーカー）に
植え付けられた多くの針（専業メーカー）に支えられて
いるのである。

ところで、電機工業会の活動を支えるもう一本の柱と
して、規格・標準化の仕事がある。この仕事は工業会の
活動する全分野に及ぶが、筆者が個人的に工業会と接点
を持ったのもこの分野である。

筆者が関係する国際会議には、IECの他にCIGRE
（国際大電力システム会議）がある。この二つの国際会議
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では、同じ時期に同じような問題について議論されるこ
とも珍しくない。一見無駄なことのように見えるかもしれ
ないが、この二つの会議の間にははっきりした違いがある。

IECは国際規格を決めるに当たって、ぶつかり合う関
係者の利害を調整する必要があるが、その際、純技術的、
学術的に懸案事項を検討する必要が起きることはまれで
はない。CIGREはこのようなことが起きた場合、関係者
の利害を超越して、純技術的、純学術的視点から規格策
定に必要なる事項について検討し、意見交換する場とし
て1921年に開設された。ちなみにIECの設立は1881
年である。その意味でCIGREとIECは密接に結ばれて
いる。IECはこのように各国の利害がぶつかり合う場所
であるから、自国を代表する一委員として参加する場合
もさることながら、各国の意見を調整して議論をまとめ
なければならない立場になると、自国の主張を主な任務
とする一般委員とは大分勝手が違ってくる。

このような国際会議の設立目的の違いに由来する問題
に加えてもう一つ、各国の電機産業を取り巻く国内事情
の違いによって生じる問題がある。

電機産業はいずれの国でも電気事業と深いかかわりを
持っているが、両者の関係は地域によってかなり異なる。
端的に言えば米国は電機産業主導型、日本は電気事業
主導型、欧州は（中央・地方）政府主導型といえようか。
現在では多少その影が薄くなっているが、米国では戦後、
技術的にも経営的にも、GEやWHなどの電機メーカー
が物事を進めてきたことは改めて説明する必要はなかろ
う。欧州では、フランスのEDF、ドイツのRWE、イタ
リーのENELに象徴されるように、これらの会社の主体
である中央政府や地方政府が大きな力を持っている。そ
のような目で見ると日本は民間の電力会社主導型といえ
よう。

このような事情は長い歴史の所産というべきで、良い
悪いの問題ではなく、それぞれの地域の内部構造による
ものである（例えば、日本では発電電力量〈kWH〉の
約60％は大手10電力およびJ-Power、JERAが供給し
ている〈2022年度〉が、米国では電気事業者上位12
社の供給比率は約25％である〈2022年〉）。

筆者の経験では国際会議で相応の仕事をするためには、
専門分野での知識、経験に加えて、国際会議自体の性格、
それを取り巻く国際的環境の違いをよく理解、認識する
ことが不可欠である。

委員会の委員は、それぞれが代表する各国の機関の利
益代表でもあるから当然といえば当然であるが、議論を
自国の利益になるよう誘導するさまざまな手立てを繰り
出す。筆者自身、紛糾する議論の取りまとめに永い時間
を取られた時など、「国際会議で最も大切なのは、体力と
コーヒーブレークと幹事の采配だ」と感じたものである。
実際、委員の中には時間が経ち皆疲れてきたころを見計
らって後の議論で大切な問題を提起し、大きな反対意見
なしに自分の主張を通すという委員もいる。このような
時大変助かるのが、コーヒーブレークによる中休みと幹
事の采配であった。

IECなどの各国を代表する委員には20 ～ 30年単位
で同じ分野の規格関係の仕事を続けているベテランもい
るが、日本ではこのような規格の専門家ともいうべき人
は欧米諸国に比べて非常に少ない。このような人材を育
てるためには専門分野での高度な問題解決能力と、周辺
の広い分野での問題を理解、認識する能力を培わなけれ
ばならない。花を美しく生けるには茎を支える針（専門
能力）とそれを支える基板（広い見識）からなる剣山が
必要なのである。国際規格が海外との貿易に大きな影響
を及ぼしている今日、規格策定の仕事に当たるこのよう
な人材を育成することは、電機工業会としても将来の一
つの検討課題であろう。
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一般社団法人 日本電機工業会

参与（元専務理事）早 野 敏 美

JEMAと共に歩んで ～改革に思う～

一般社団法人 日本電機工業会（JEMA）設立75周年
おめでとうございます。戦後の日本に今日の繁栄をもた
らす大きな原動力になった電機業界の並々ならぬご尽力、
多くのご貢献に心から敬意を表します。JEMAの果たし
た役割も大変大きかったことと思います。この75年間は、
日本の発展の歴史そのものです。長く険しい道のりであ
り、さまざまな出来事や困難な問題の連続であったと思
います。

私がJEMAと共にした2006年からの6年間でも、世
界の多くの国々がまたたく間に厳しい経済不況に陥った
2008年のリーマンショック、2009年の野党第一党民主
党への政権交代、2011年にはJEMAの一般社団法人へ
の移行がありました。とりわけ忘れられない大きな出来
事は、2011年3月11日に起きた東日本大震災、そして
福島第一原子力発電所の事故でした。当時、未曽有の大
惨事に世情は動揺し、社会も経済も大混乱に陥りました。
復旧支援は国を挙げて進められ、世界各国からも温かい
支援の手が差し伸べられました。JEMAでも会員企業の
総力を挙げて支援に奔走したことを思い出します。あれ
から間もなく13年、復興はまだ道半ばですが、着々と新
しい国造り、街造りが進んでいます。過去に遭遇した出
来事、数々の貴重な経験や体験、得られた多くの知見や
反省を生かして、ぜひその先を行く素晴らしい復興に期
待したいと思います。

さて、いつの時代も決してすたれることのない改革、
改革は私たちのビジネスの世界にとどまらず、社会の至
る所で行われています。国造りや街造りとなると大改革
ですが、身近なわが仕事人生の中の細やかな改革にまつ
わる思いを振り返ってみました。

ところで、人が新たに何か事を成そうとする時、まず
何をするでしょうか。恐らく、そのために必要な情報や
知識を得ようとするのではないでしょうか。そして、一
度は過去の出来事、経験や体験、そこから得た事柄に考
えを巡らすと思います。ただ昨今、過去のことはもはや
現代に通用しないとして軽視する言動が見受けられるの
は、とても残念なことです。

中国の古典『論語』に「温故知新」という言葉があ
ります。いにしえの教えを知り、知恵をもって今を知る。
かつて学んだことや昔の事象をもう一度考察して、新た
な道理や知識を見い出すことを意味します。東日本大震
災の復興も、過去の同じような出来事の調査結果や新た
に得られた知見や発見、アイデアに最新の技術を総動員
して進められていることでしょう。

世の中はまもなく新年度を迎えます。多くの企業や
団体では、新体制や新組織と共に新たな改革への決意
などが表明される時期でもあります。私も企業にいた頃
はさまざまな改革に携わり、多くの時間を費やしました。
JEMAに移っても、ビジネスの世界との違和感や不都合
に、すわ改革かと気を急かせたこともありました。かつて、
度重なる改革になぜこうも同じような改革が繰り返され
るのか、その理由を極めようと何度も挑戦したものでし
た。しかし、その結果たどり着いた結論は、「そもそもそ
の改革が成功し得ない必然性が存在しているから」とい
う、何とも当たり前で単純な答えでした。以来私は、事
あるごとに必ずその改革を阻む必然性とは何か、そして
その源がどこにあるかを見つけだそうと心掛けてきまし
た。これまでも何度か誰かが不都合や矛盾を感じ、思案
し決断して改革を実行した。しかし、結果ははかばかし
くなく必然性の源は残ってしまった。改革を成功に導く
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には、今の不都合や矛盾、問題を生じさせている必然性
の連鎖をさかのぼり、その源を断つことが必要なのです。
それは単なる原因究明というより、原因の本質究明とで
もいうべきでしょうか。決して目先の問題解決にとどまら
ず、その原因の源を突き止め、それが払しょくされなけ
ればなりません。それには、どうしても過去を知らなくて
はなりません。それは、その時人は何をどう考え、どの
ように判断し行動して今に至ったか、そのプロセスを知
ることに他なりません。そのプロセスから何を学び取る
か。それが今を生きる私たちの使命であり、能力、努力、
情熱いかんにかかっています。プロセスを知りそこから
得たものを今に生かすことは、とても意義深く、必要不
可欠であると確信しました。こうして行われた改革は、必
ずやより質の高い、実り多い結果をもたらすはずです。

もう一つ大事なことがあります。果たして現実に対す
る違和感や不都合、矛盾を感じ取れるかということです。
改革の第一歩は、まず現実を正しく把握することです。
個人によって考え方、価値観、感性などさまざまな違い
がありますから、当然現実の受け止め方も千差万別です。
大切なことは、まず気付くこと、感じることです。その
ためには知識、知見、感性、洞察力といった知の能力が
求められます。あとは、それらの違和感、不都合、矛盾
を取り除くことに情熱を傾けるのみです。ただ、これを
貫徹するには結構強い決意が必要です。でも大丈夫、高
い志が後押ししてくれます。高い志は妥協せずに本質を
求めようとします。何が真理かつかめずに改革に着手す
ればやがて暗礁に乗り上げ、必然性の連鎖は続いてし
まいます。改革を成就させるのは、なかなか一筋縄では
行きません。いずれにせよ改革を進めるのは人です。改
革を完成度高く完結させるには、人の力量が決め手にな
ります。すなわち、まず安易に妥協せず常に高みを目指
す強い意志を持つこと、次にその考えや実践が可能な限
り本質的であること、そして必ずやり遂げる熱い思いを
持ち続けること、このいわば『高志、本質、情熱』の三
つの要件のどれもが欠かせないというのが私の結論です。
なにやらとても難しいことのようですが、そんなことはあ
りません。日々のささいな問題にも飽くなき疑問と探求
心を忘れず、解決へのプロセスを踏めば結果はおのずと
ついてきます。そして、自分の意識も変わってくるはずです。

ところで人はなぜ一生懸命仕事に励むのでしょうか。
私もその一人ですが、かつて団塊の世代といわれた人た
ちは、まるで働き蜂のようによく働きました。とても誇
らしくすがすがしい気持ちすら感じていました。もちろ
んいろいろなご意見があると思いますが、私は、基本的
に人は自らものを考え、それを仲間と共にやり遂げ、多
くの人たちの役に立った時、無上の喜びを感じるもので
はないかと思っています。こうした中で、本人はもちろ
ん周囲の人たちの士気も上がり、次第にその組織全体が
生き生きとしてきます。やがて組織風土にも活気が満ち
てきます。そして、これが仕事を共にする人たちの達成
感、充実感、やり甲斐につながっていくのではないかと
思うのです。時代は大きく変わり、こうした考え方が今
どこまで通用するか分かりません。しかし、これからの
JEMAもこうした組織風土の中で、優れたリーダーの下、
意識高い仲間たちや強い組織力に支えられて、さらに大
きく発展していくと信じています。

以前テレビで、世界の珍しい灯台を巡るドキュメンタ
リーが放映されました。中でも目を引いたのは海の中に
佇む灯台で、嵐の中荒れ狂う波に何度も打たれながらび
くともせず、光を放ち続けていました。私には、これら
の灯台がどうしてもJEMAの姿に重なって見えてくるの
でした。それは、どんなに厳しい時代でも与えられた社
会的使命を果たすために日々歩み続け、輝く明日、豊か
な未来がしっかり見据えられるよう、その行く手を示す
道標のような存在でした。JEMAを守る皆さん一人一人
の努力は、電機業界の発展、社会の繁栄、国民の幸せを
もたらす大きな力です。どうかこれからも皆で力を合わ
せ、一瞬一瞬を大切に、誇りを持ってJEMAの未来と新
たな歴史を創り続けていってください。
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一般社団法人 日本電機工業会

参与（前専務理事）海老塚　 清

JEMAへの思いと期待すること

一般社団法人 日本電機工業会（JEMA）が1948年の
設立以来、2023年に創立75周年を迎えたことをお祝い
するとともに、戦後間もない時期から昭和、平成、令和
の各時代を経てJEMAの活動を推進され、日本の電機産
業の発展に寄与されてこられた皆さまのご尽力に心より
敬意を表したいと思います。

私がJEMA専務理事に選任いただいたのは2012年6
月～ 2018年6月の6年間でしたが、その間、歴代の会長、
理事、監事の皆さま、JEMA各政策委員会、3支部の幹
事会はじめ会員企業の皆さまと多くの出会いがあり、多
大なご指導とご支援をいただきました。また、わが国産
業界、電機業界代表として国の審議会や委員会、あるい
は外部団体の役員や委員を数多く務める機会を得て、さ
まざまな視点での議論や活動に関わらせていただき、併
せてこの場をお借りして感謝申し上げます。会員の皆さ
まとはJEMAの活動においては真摯で忌憚のない議論
を交わすとともに、親密な交流をさせていただきました。
その根底には組織を超えた相互信頼、リスペクトがあり、
それこそがJEMAが有意義な活動を永年継続できている
由縁と感じています。

さて、私がJEMAに着任した時期は、東日本大震災の
復興の途に就いたばかりの混乱の時期で、わが国はバブ
ル崩壊後失われた20年といわれ、人口減少、少子高齢
化、デフレ継続による経済停滞など課題先進国であるこ
とが指摘されていました。その中で自民党が政権奪還し、
アベノミクスの功罪はいろいろ議論がありますが、ひと
まず極度の円高が解消され株価が上昇、さらに2014年
ごろからIoTやAIなど技術変革からSociety4.0といっ
た社会変革への動きが出てきた時期でした。

しかし、その後、新型コロナウイルスによる世界規模
のパンデミックが起きて世界中の社会・経済活動が停滞
し、壊滅的な気候変動、天災の頻発、さらに世界各地で
深刻な侵略戦争や紛争が勃発して地政学的なリスクが増
大する中、変革の進展なきまま、現在、失われた30年
に至っています。

世界で起きている事象はほぼ過去発生したことの繰
り返しですが、世界規模での影響を考えるとこれまでと
は全く次元の異なる危機に直面していると考えるべきで、
今こそ危機を直視して一つずつ課題を克服し、わが国が
進むべき方向を見極め、失われた30年から舵を切る大
事な時期と考えています。

そのような中、JEMAが取り組むべき重要なテーマは、
まずはエネルギー・環境問題と考えています。JEMAは
発電、送配電、需要家機器全てを取り扱っており、社会
インフラとして極めて重要な電力システムの課題に対し、
産業界の中で正面から取り組み、意見発信すべき数少な
い団体です。

私の着任していた時期では、東日本大震災から約3年
経過した2014年4月にようやく第3次エネルギー基本
計画が策定され、2015年7月に2030年までのエネル
ギー需給の見通しとエネルギーミックスが示されました。
いずれも、福島第一原子力発電所の事故による甚大な被
害や国民感情も踏まえながら省エネを推進し、再生可能
エネルギー（再エネ）を拡大し、その中で原子力をベー
ス電源として活用していくという3E+Sとして精一杯バ
ランスを取った内容でしたが、再エネの急激な拡大と原
子力の再稼働はいずれも大きな課題があり、JEMAとし
て基本的な方向性は賛同しつつ、課題に対し意見発信す

24　電 機　2024・2 月号



るとともに、原子力に対する理解促進、そして再エネ拡
大に対しては電力系統への影響や拡大に伴うシステム的
問題に対し具体的な対応を展開しました。

その後、政府は2020年10月に2050年カーボンニュ
ートラル（CN）を目指すこと、2021年10月には第6
次エネルギー基本計画を策定しましたが、世界情勢が厳
しくなっていく中、険しい目標といわざるを得ません。電
力エネルギー供給の解決策として、個人的には、JEMA
着任当時、文部科学省核融合科学技術委員を務め、また
ここ数年の進歩を見て、将来的には核融合発電に期待を
持っていますが、核融合が主役になるにはまだ時間がか
かり、それまでは省エネと再エネ拡大は最大限進めつつ、
安全性を最優先に原子力、および水素やアンモニアなど
も活用し、高効率化・脱炭素化を進めた火力発電の活用
は不可欠と考えています。

電力インフラは社会全体で合意を形成し、意思をもっ
て計画的に構築すべきもので、JEMAでは2022年度
に「2050CN実現へのロードマップ」をまとめています
が、資源のないわが国として安定供給、脱炭素化、そし
て過酷化する自然災害に対するレジリエンス強化のため
に真に必要な内容にさらに深掘りするとともに、電機業
界全体のGreen Transformation（GX）として自らの
CNを先導し、また制度的にもシステム挙動的にも複雑
化、不確実性を増している電力システムに対し、全体像
をしっかり把握し、最適化を具体的に推進していく主体
的な活動を期待したいと思います。

JEMAの取り組むべきもう一つの重要なテーマは、電
機産業としてのものづくりと考えています。日本の電機
産業は、世の中ではかつての栄光を失い、成熟産業のよ
うにいわれる向きもあり、デジタル化の遅れや中国や新
興国の量産品攻勢で後塵を拝した面もありますが、統計
から分かるように電気機器の国内生産額は決して減少し
ておらず、重電機器あるいは家電製品においても、高性
能、高品質で環境負荷が少ない優れた製品を世に出し続
けており、世界をリードし社会に貢献するわが国の主要
産業の一つです。

さらに、電気機器へのニーズはAIや情報の高度化、
輸送の電化などで、今後ますます高度化し拡大すると
予想されます。2014年ごろからIoT、AIを用いた技術
革新としてIndustry4.0の動きが出てきて、日本国内
でのものづくり回帰、生産性向上、ひいては産業強化へ
の起爆剤として期待され、JEMAでもその動きに注目し
てきました。その後コロナ禍の中、社会全体でDigital 
Transformation（DX）の必要性が認識され、その中
で製造業DXとして着実に広がっており、日本のものづ
くりの構造の中で実質的に有効な仕組みとして活用して
いくことが重要だと感じています。そして、ものづくりに
おいては、社会や生活ニーズの変化に対応するシステム
／サービスとそれを実現する機器の両面での進化が求め
られます。製品そのものは各企業が自らの感性で生み出
していくとして、最新技術動向を迅速に把握し、さまざ
まな技術領域、サプライチェーンでのコラボを可能とし、
自在に企業間、業界間で連携していくルール作り、共通
の制度設計のためのシステムエンジニアリング、そして
国内外の規格化へつながる国際標準化の活動を期待して
います。

最後に、人口減少、ものづくり人材の不足が深刻化す
る中、何といってもわが国の製造業における人材育成が
重要であり、私の着任時期でも拡充してきた理科教育支
援、電機業界説明会、表彰制度などものづくり人材育成
事業のさらなる充実、それにさまざまな活動の基礎デー
タとなる統計のカバーリングの拡充も期待するところです。

世界全体が大きく揺れ動く中、わが国の産業界を取り
巻く状況も刻々と変化している中、電機産業を大きく飛
躍させ、世界、わが国の持続的発展に広く寄与されてい
くよう、そしてその中で自然に人が集う組織であり続け
るよう、これからのJEMAの活動を心より期待しています。
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特集

本誌では、毎年、過去 1年間の会員（正会員）企業各社における一般社団法人 日本電機工業会（JEMA）の取扱
製品を対象とした製品・技術開発とその成果について、ご紹介しております。
2023 年につきましては、次のとおり、各社より稿が寄せられましたので、ご紹介いたします。
なお、当該製品、技術等につきましてのお問い合わせ先は、会社名の右隣に部門名と電話番号を記載してあります。

2023年　会員企業各社の
製品・技術開発とその成果
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変圧器設計への三次元流体解析の活用

1．まえがき
変圧器は、小型軽量や低価格、高信頼性、低環境負

荷が求められている。これらお客さまのニーズにお応え
する変圧器を提供するため、さまざまな解析技術を活用
して設計している。

これらのうち、強制冷却式変圧器（図1）の小型軽量
や低価格のニーズに応えるため、巻線の冷却設計に流体
解析を活用している。最近では三次元流体解析で最適設
計が容易に行えるようになったので、その概要を紹介す
る。

2．従来の流体解析の課題
従来、強制冷却式変圧器の巻線冷却設計には、二次

元流体解析を利用してきた。巻線冷却設計では、巻線各
部を冷却するのに充分な流速を確保するため、油道寸法
や油流案内板の位置を決めている。そのためには、巻線
内の流速分布の把握が必要で、二次元流体解析を用いて
いた。

変圧器全体を三次元モデル化して解析することは、コ
ンピュータの性能や時間的な制約から実用的ではなかっ
た。そのため、巻線下部流入口から巻線上部まで、高圧
巻線と低圧巻線の流路分岐や巻線内をモデル化して、二
次元で流体解析していた。

二次元の流体解析では、複雑な流路を有する巻線下
部流入口の流速を、理論計算と試作機データを用いて
設定していた。巻線冷却設計をさらに最適化するために
は、巻線下部流入口の流速を精度良く求めることが課題
であった。

3．三次元流体解析の活用
近年、コンピュータや解析ソフトの性能向上によって、

計算時間の短縮やモデル作成が容易になり、三次元流体
解析を設計に活用しやすくなった。

三次元流体解析では、三次元のモデルを用いるため、
二次元解析よりも、実際の条件に近づけることができる。
二次元解析では、部分的な流速分布しか把握できなかっ
たが、変圧器タンク内部全体の流速分布を把握できるよ
うになった。巻線下部流入口の流速が実際の条件に近づ

くため、巻線内の流速分布も実際の条件に近い状態を把
握できる。これにより、巻線冷却設計のさらなる最適化
が可能になった。変圧器タンク内部の三次元流体解析の
例を図2に示す。

巻線下部流入口（図2の矢印箇所）での流速の測定結
果と解析結果はよく一致しており、三次元流体解析が有
効であることが分かる（表）。

このように、三次元流体解析を用いた設計は巻線冷却
構造を最適化でき、小型軽量かつ低価格の変圧器を実現
する設計に役立っている。

図 1　強制冷却式変圧器の概略構造

流

大

小

巻線下部流入口

図 2　変圧器タンク内部の三次元流体解析

表　流速の解析精度

測 定 解 析

1.00 1.04

愛知電機株式会社
電力カンパニー　変圧器部　変圧器技術グループ　　0568-35-1145
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分離器内蔵協約寸法 SPD 
～盤内の MCCB 回路および ELB 回路を 
1 台で保護可能とした電源用 SPD の開発～

1．はじめに
本製品は、電源から侵入する雷サージから電気機器を

保護する電源用SPD（SPD：サージ防護デバイス）で
ある。その中で、MCCBとELBが混在する分電盤内で
使用することを目的としている。

分電盤の中でMCCBとELBが混在している場合、通
常、それぞれの系統用に接地端子が設けられている。こ
れは接地を統合した場合、MCCB側機器で漏電が
発生した時にELB側機器の対地電圧も上昇すること
で、事故につながる恐れがあるためである。内線規程

（JEAC8001-2022）にもMCCB系統とELB系統の接
地極の共用についての記述がある。

この対応としては、従来はSPDを各系統用に1台ず
つ設置するか、接地極間にSPDを設置して雷保護時の
み等電位化する方法としている。しかし、この方法では、
SPDの設置コストが高くなり、また、盤内スペースの確
保も必要となる。今回、MCCB用、ELB用の接地端子
を設けることで、1台で対応各系統を保護できるSPDの
開発を行った。

本稿では、本SPDの概要について紹介する。

2．概 要
本製品はJIS協約形配線用遮断器寸法（3極用）に準

拠する小型なSPDである（図）。

図　SPD の外観

SPDにMCCB、ELB用の接地端子を設けることで、
MCCBとELBが混在する回路を1台のSPDで保護する
ことが可能となり、コスト削減、配線作業に必要となる

部材や工数の削減、分電盤内の設置スペースの効率化が
図れる。

また、劣化時も安心なSPD機能表示LEDを備えてお
り、遠隔でも劣化が確認できる劣化接点出力対応の製
品もラインアップしている。この劣化接点出力を活用す
ることで、SPD 劣化時に早期交換が可能となる。また、
機器保護の状態が見える化でき、最適なメンテナンスを
行うことで、確実な雷保護を実現することができる。

3．仕 様
本SPDの主な仕様を表に示す。本製品は誘導雷用の

クラスⅡSPDであり、公称放電電流（In）5kA、最大
放電電流（Imax）10kA、また、定格短絡電流（ISCCR）
AC25kA等となっている。また、国土交通省公共建築
工事標準および建築設備設計基準にも適合している。

表　SPD の仕様

形 式 LT-2TDW
LT-2TDWS

最大連続使用電圧 Uc

単相 2 線 130V、250V AC

単相 3 線 110V ／ 220V AC

三相 3 線 250V AC

公称放電電流 In 5kA

最大放電電流 Imax 10kA

全放電電流 Itotal 15kA

電圧防護レベル Up 1500V 以下

定格短絡電流 ISCCR 25kA

本製品は、1台のSPDで線間・対地間に侵入する雷
サージから電気機器を保護することが可能な一体型SPD
である。

また、JIS協約形配線用遮断器寸法に準拠しているた
め、連接取付板による取り付けも可能で、分電盤に設置
しやすい製品となっている。

4．おわりに
今回の開発品によって、SPDのコスト削減や分電盤内

の設置スペースの効率化や、配線作業工数の削減に貢献
できるものと考える。

今後も製品開発に努め、SPDをはじめとしたさまざま
な雷対策製品を通して、安心・安全な「免雷」の時代を
提供する企業として、社会に貢献していきたい。

音羽電機工業株式会社
営業本部　　0120-31-0108
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1． オーバーラップ形高速電源切換開閉器
（引出形）「SSK-LESO」

1．1　概 要
本製品は、無停電で二つの電源を切り換える電源切換

開閉器（以下、切換器）で、主回路から切換器本体を断
路してメンテナンスができるよう、切換器の引出機構を
備えた機器である。

1．2　特 長
（1）オーバーラップ方式（電源切換時、一時的に2電

源から負荷に給電する方式）により、無停電で電
源を切り換えることが可能である。

（2）横流（2電源間に流れる電流）の発生を最小限に
抑えるため、オーバーラップ時間20ms以下の高
速で切換を行う。

（3）引出形構造により、切換器本体を主回路から断路
した状態でメンテナンスすることが可能である。

外 観

1．3　仕 様
項 目 定格仕様

定格電圧 AC660V
定格電流 400A ～ 1000A
極 数 3 極
接続方式 引出形
開閉頻度 30 回 / 時
オーバーラップ時間 20ms 以下

2．速結接地端子台「RET24」 

2．1　概 要
一般分電盤のアース線接続作業の効率アップのニーズ

に対応するため、アース線を直接差し込み接続ができる、
速結接地端子台「RET24」の販売を開始した。

2．2　特 長
（1）差し込み接続方式を採用することにより電線被覆

をストリップし、差し込むだけで接続が完了とな
り、従来の端末処理作業やネジ締めによる接続作
業が不要となり工数が低減となる。また、離線も
マイナスドライバーにより容易に行うことができ
る。

（2）接続表示の採用により、差し込んだ後、目視によ
る接続確認を可能とした。

（3）端子台に4本のアース線が接続可能であり、銅
バーへの穴あけ加工が4分の1に工数低減となる。

（4）難燃性緑色のプラスチック樹脂を採用している。

製品寸法

2．3　仕 様
項 目 定格仕様

極 数 4 極
定格導体径（mm） 単線　φ2.0
定格接続容量（mm） 単線　φ1.6、2.0
被覆ストリップ長（mm） 18
取付ねじサイズ M4
取付ネジ締付けトルク 1.2N・m
挿抜回数（回） 5
温度（℃）※ − 25 ～＋ 60
相対湿度（％）※ 45 ～ 85

※：氷結、結露のないこと

共立継器株式会社
本社工場　　0266-27-8910
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1．業界初のモータ結線自動切替機能搭載
コードレス卓上スライド丸のこ C3612DRA 形 
コードレス丸のこ C3607DB 形

1．1　概 要
各種丸のこは、建築現場で木材等の切断加工に広く使用される工具で

ある。近年、蓄電池の高性能化やブラシレスモータの採用により、AC
製品からコードレス製品への置き換えが急速に進んでいるが、フロア材
切断などの軽負荷でスピードを重視した高回転形モータ搭載の製品と、
柱材切断などの重負荷でねばり強さを重視した高トルク形モータ搭載の
製品があり、ユーザーは、加工用途に合わせ製品を使い分けしているこ
とから、作業効率の向上および、製品の合理化が求められている。

そこで当社は、おのおのの特長を持った高回転形モータと、高トルク
形モータの結線方式を回路で切り替えるモータ結線自動切替機能の開発
により、異なる二つの特長を一つのモータで実現し、さらに製品搭載の
マイコンにより使用状況に合わせ自動でモータ結線を切り替え、それぞ
れの性能を最大限に引き出すことを可能とした。

本技術により、さらなる切断スピードと、重負荷時のねばり強いパワフ
ルな切断加工を可能とし、1台の製品で、最適な切断性能を可能にした
コードレス卓上スライド丸のこ、およびコードレス丸のこを開発した。

1．2　特 長
業界初（注1）のモータ結線自動切替機能により、高回転と高トルクの二

つの特長を一つのモータで実現し、切断スピードアップとねばり強いパ
ワフルな切断加工を1台の製品で実現した。
（1）コードレス卓上スライド丸のこC3612DRA形

①当社AC100V製品比1.2倍の切断スピードを実現した。
②当社従来コードレス製品比2倍の切断トルクを実現した。

（2）コードレス丸のこC3607DB形（海外販売モデル）
当社従来製品同等の切断トルクを維持したまま、切断スピードを

2倍に向上した。
（注 1）電動工具メーカーにおいて（当社調べ、2023 年 10 月現在）

コードレス卓上スライド丸のこ 
C3612DRA 形

コードレス丸のこ 
C3607DB 形（海外販売モデル）

2．業界初の垂直サポート機能搭載
コードレスロータリハンマドリル 
DH3628DA/DB 形

2．1　概 要
ロータリハンマドリルは、建具工事・空調工事・配管工事などのアン

カー施工でコンクリートへの下穴あけ作業に使用される工具である。回
転させながら先端工具を打撃する「回転＋打撃」での強力な穴あけ作業
が基本機能となるが、その他に「打撃のみ」「回転のみ」の合わせて3
モードを搭載しており、コンクリートの破砕・溝掘り作業、木材・金属へ
の穴あけ作業なども可能である。

近年、ロータリハンマドリル市場においてはAC製品からDC製品へ
の移行が進んでおり、AC製品と同等のパワーはもとより、小形・軽量で
使い勝手の良い製品が望まれている。また、人体への粉塵の影響から集
塵ユニットの要望がある。

しかしながら、粉塵の吸込力を持続させるために大きなフィルタを搭
載した集塵ユニットは、製品体格が大型化し重くなるという課題があっ
た。また、同じ深さでの連続穴あけ、真っすぐな穴あけの際に、個人の
感覚で作業すると深さが大きくばらつく上、穴が傾いてしまうという課題
があった。

これらの課題に対し、当社は独自の解析プログラムによる最適な打撃
諸元と高効率ブラシレスモータ・高出力36Vバッテリーを採用し、AC
製品と同等の穴あけ性能としつつ、小形で軽量な製品を実現した。また、
サイクロン構造を採用することで、ワンタッチで付け外しが容易な小形
で軽量な専用集塵ユニットを実現した。さらに、使い勝手を向上させる
サポート機能として、安定した深さでの連続穴あけ可能なオートストップ
機能に加え、重力方向に対する水平・垂直をお知らせし、真っすぐな穴
あけをサポートする業界初（注2）のLED垂直サポート機能を搭載したコー
ドレスロータリハンマドリルを開発した。

（注 2）国内電動工具メーカーにおいて（当社調べ、2022 年 10 月現在）

2．2　特 長
（1）小形・軽量な集塵ユニット

サイクロン室で粉塵を遠心分
離することでフィルタに到達する
粉塵を低減し、フィルタ目詰ま
りを抑制することで、吸込力を持続させたサイクロン構造を採用し、
小形・軽量で使い勝手の良い専用集塵ユニットを実現した。

（2）LED垂直サポート機能
水平・垂直からの傾きに応じてLED色を変化させ真っすぐな穴あ

けをサポート。

垂直時（緑点灯）　傾斜時（赤点灯）

（3）オートストップ機能
穴あけ時間を記憶し、記憶した時間で自動的にモータを停止させ

安定した深さでの連続穴あけをサポート。

コードレスロータリハンマドリル DH3628DA/DB 形

工機ホールディングス株式会社
製品設計本部　　029-276-7341
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「SANMOTION C S200」 
モーションコントローラの開発

1．背 景
近年、さまざまな業界で、生産性と品質の向上のため

にIoT技術の活用が進んでいる。効率的で安定した生産
を維持するために、モーションコントローラには、装置の
稼働状態や周辺環境の変化を検知し、変化に対して迅速
な対処ができる機能が必要である。また、異常による復
旧時間を最短にするために、異常時のデータをリアルタ
イムに収集・記録する機能も必要である。

そこで、インターネットを介して、装置の稼働状態を
正確に把握し、メンテナンスできる機能を搭載したモー
ションコントローラ「SANMOTION C S200」を開発
した。

2．特 長
開発品の外観を図に示す。開発品は、モータの制御

と同時に、遠隔地から状態監視やメンテナンスができる
モーションコントローラである。

以下に開発品の主な特長を示す。
（1）異常や生産情報を基にメール通知することで、装

置の状態や生産状況をリアルタイムに把握
（2）遠隔地から状態監視やメンテナンスができる機能

により、現地に出向いての保守作業が不要となり、
迅速な対処が可能

（3）装置の情報をリアルタイムに収集し記録すること
で、異常時の状況を正確に把握し、迅速に原因を
究明

3．機 能
3．1　メール通知

SMTPプロトコルを使用したメール通知機能を搭載し
た。装置の異常を検知し、情報を担当者へすぐに通知で
きる。異常だけでなく、例えば、「生産予定台数に到達」
など生産情報を条件にしたメール通知もできるため、担
当者が現地にいなくても生産状況を確認できる。
3．2　遠隔状態監視

Automation Server＊1に接続し、ウェブビジュアリ
ゼーション＊2機能を使用することで、装置の稼働状態

（各軸の位置や異常情報など）の遠隔監視を実現した。
3．3　遠隔メンテナンス

VPN＊3接続により、開発品を遠隔から操作すること
で、現地に出向くことなく、プログラムの動作確認や修
正ができる。この機能により、いつどこからでも装置の
メンテナンスが行える。
3．4　データ収集、記録機能

開発品は、接続されたサーボシステムやデジタル入出
力信号、環境データ（温度、湿度など）を時系列に収集・
記録できる。収集したデータを、開発品の内蔵記録領域

（32GB）やmicroSDカード（最大32GB）へ記録する
ことにより、長時間にわたる装置の稼働状態を確認でき
る。また、ウェブカメラを開発品に接続することで状態
を確認し、画像として記録する機能を搭載した。例えば、
異常発生をトリガにして、異常前後の画像を記録できる
ため、迅速な異常原因の究明に寄与する。

4．むすび
開発品は、装置の稼働状態と周辺の環境の変化を検

知し、状況を迅速に通知できるモーションコントローラ
である。異常時のデータをリアルタイムに収集・記録し、
不具合発生後の復旧時間を最短にする。さらに、遠隔地
から装置の稼働状態を把握し、メンテナンスができるた
め、生産性向上に貢献できる。

＊ 1　CODESYS 社が提供している、コントローラを遠隔操作するためのクラ
ウドサービスの名称

＊ 2　開発品に実装されている、操作画面を作画し、ウェブブラウザで表示す
る機能

＊ 3　Virtual Private Network の略で、拠点間を仮想の専用線で接続し、
安全に情報をやり取りする仕組み

山洋電気株式会社
大代表　　03-5927-1020

図　製品外観
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機会損失の解消に貢献する 
瞬低・停電補償装置

近年、日本では電力品質の向上により、停電は全国平
均で年に一度も生じない極めてまれな事象となっている。
一方で雷や風雪による瞬時電圧低下（以下、瞬低）は年
に約3 ～ 20回も発生している。

瞬低が発生すると、電圧と時間次第では電気機器に動
作停止や誤動作等の悪影響が生じる。特に半導体や太陽
光パネル、産業用フィルムなどを製造する高度な製造装
置などの稼働中のラインが瞬低によって停止した場合の
損失は、直接的な物の不良にとどまらず復旧に時間がか
かることで、機会損失など二次的な影響を及ぼす。

この瞬低の問題から加工中の製品や製造装置を守るの
が「瞬低・停電補償装置」である。瞬低・停電補償装置
は、電圧低下を検知すると瞬時に電力をバックアップし、
製造装置の稼働停止を防ぐことができる。

これは直接的・間接的な被害の低減のみならず、瞬低
被害対策として雷警報時に操業を停止している製造現場
においても、実効性の高い解決策となる。

ここでは電気を利用する製造業における瞬低対策の重
要性と、その対策機器を紹介する。

指月電機製作所は、瞬低・停電補償装置を容量別に
「SAG-Backup（SB）」および「V-BackupE（VBE）」
としてシリーズ化しており、どちらも常時商用給電方式
にて無瞬断切換で補償運転に移行する。これにより常時
インバータ方式と比較して高効率を実現し、省エネが可
能となる。

SAG-Backup ラックマウントタイプ 1.2kVA

小容量タイプのSBシリーズの場合、一般のUPSに比
べ体積は約4分の1、重さは約7分の1と大幅な小型・
軽量化を実現。日本国内の過去瞬低データに対してほぼ
全域を補償する構成として、補償時間を100％電圧低
下（停電）で0.3秒間、30％電圧低下で1秒間としてい

る。分散対策、少額投資に最適で、機器へ組み込まれて
いる事例もある。工場全体を高圧一括で補償するのでは
なく、必要な装置ごとの瞬低対策に導入しやすい容量帯
を幅広く取りそろえている。SBシリーズは、三相200V
では容量7.5 ～ 30kVA、三相400Vでは30kVA、単
相100Vで は1.2 ～ 4.8kVA、 単 相200Vで は1.2 ～
9.6kVAをラインアップ。ランニングコストの低減や、
約10年間のメンテナンスフリーを特長とし、生産現場の
信頼性と経済性を高める製品である。

左から SB 7.5kVA、SB 15kVA、VBE 100kVA

中容量タイプのVBEシリーズも、制御部分の改良や
合理化、変圧器の省略などにより、小型・軽量化を実現
している。また、高性能、省メンテナンスを追及。蓄電
器は約10年間交換不要であり、一般的なUPSに比べて、
ランニングコストを大幅に削減できる。入力電圧200V
の「VB200Eシリーズ」では容量30 ～ 200kVA、入
力電圧400Vの「VB400Eシリーズ」では容量30 ～
300kVAをラインアップしている。

搭載する蓄電器は容量や補償時間に応じて、電解コ
ンデンサとリチウムイオンキャパシタを使い分けている。
補償時間は瞬低など短時間対応用の0.3 ～ 1秒を標準と
して、延長はオプションで対応可能。

これらの特長により、製造現場における生産効率と安
定性の向上に貢献してきた。今後も指月電機製作所の瞬
低・停電補償装置は、BCP対策とレジリエンス向上にお
ける一手段として、有効なソリューションを提供していく。

株式会社 指月電機製作所
営業本部　関西第 2 課　　0798-70-3921
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9.9kVA オフグリッド三相インバーター 
iGen.10000IV

1．背 景
世界的なカーボンニュートラルに向けた取組みやBCP対

策として再生可能エネルギーの利用が広がっている。再生
可能エネルギーは多くの場合二次電池にためられ、インバー
ターを介して単相もしくは三相交流に変換されて使用される。

ダイシンでは、ガソリンエンジンやディーゼルエンジンを
動力源とした10kVAクラスのインバーター発電機を開発し
ており、これら発電機に使用されている独自設計によるイン
バーター回路システムを活用することで、二次電池等を電源
とする自家消費および非常用電源システムを容易に構築する
ことを可能にした。

2．概 要
ダイシンでは、10kVAクラス以上の大型インバーター発

電機に搭載されている各種特許・実用新案取得済みのイン
バーターをiGen.10000IVとして製品化し、各種デバイス
と組み合わせることによって①単相200V ②DC440V系 
③DC48V ④DC220V系 x 2といったさまざまな電源から
三相交流を作り出し、さらに並列運転（特許取得済み）もす
ることができ、より多様な自家消費および非常用電源システ
ムに活用することを可能とした。

3．特 長
（1）IPMを搭載し、各種保護機能を内蔵（実用新案登録済み）

ハイブリッド車や工作機械の制御機器にも活用されてい
るIPMを搭載し、出力過負荷保護・出力短絡保護回路・
高温保護回路等を内蔵した、信頼性・耐久性の高いイン
バーターとなっている。

（2）並列運転による拡張性（特許取得済み）
iGen.10000IVは、三相インバーターであるが複雑な

接続設定不要であり、複数台の並列運転により簡単に出力
増加が可能となる。さらなる拡張性に向け、2024年には
30kVA三相インバーターの開発を予定している。これに
よるメリットは、並列運転で100kVA以上の電源装置と
しての可能性も含むことである。

（3）始動電流対応（特許取得済み）
三相機器、特にモーターを使う機器は、始動時に定格の

数倍にもなる始動電流が発生する。このような機器に対応
するため、iGen.10000IVは始動電流に対応する機構（イ

ンラッシュ機構）を組み込んでおり、9.9kVA出力のイン
バーターでありながら、5.5kWのモーターを始動すること
ができる。

（4）多様な電源システムに対応可能
各種デバイスと組み合わせることにより、以下の多様な

入力電源に対応可能である。
①単相200V ②DC440V系 ③DC48V
④DC220V系x 2

これにより、リチウムイオンバッテリーや鉛バッテリー
を電源とすることにより、常用もしくは非常用電源として
の活用だけではなく、単相しかない環境でも三相を作り出
すことが可能であるため、二次電池やV2Hシステムと組
み合わせて単相・三相が混在した電源システムを容易に構
築することができる。

（5）規格に合わせた19インチラックサイズ対応
本体のサイズを19インチラックに合わせてあるため設

置の汎用性が高く、既製品のラックや蓄電池等の既存製品
への組み込みも容易である。

4．最後に
ダイシンは「ダイシンならインバーター、インバーターな

らダイシン」の標語の実証を目指して、インバーター発電機
開発で培った技術・経験を生かしたインバーターの開発に取
り組み、再生可能エネルギーの普及と有効活用に貢献する。

仕 様
出力電圧 三相 200V
定格出力 9.9kVA
最大出力 12kVA
出力周波数 50/60Hz
出力波形 正弦波
回路方式 P.W.M 方式マイコン制御
保護回路 出力過負荷保護・出力短絡保護回路・高温保護回路
使用環境温度 0 ～ 40℃
外形寸法 630mm×480mm×220mm
重 量 35kg

株式会社 ダイシン
営業部　　0584-36-0501
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ワイヤレスの利便性と普通充電クラス比
約 5 倍の充電速度を両立 
15kW の高出力が可能な国内初の 

「EV 用ワイヤレス急速充電システム」

1．背 景
脱炭素社会の実現に向け、世界中でEVシフトが加速して

いる。
国内においても、さらなるEVの普及拡大を目指し、政府

（経済産業省）から「2030年までにEV向けの充電設備を
30万口整備する」という指針が示されたことを受け、充電イ
ンフラの整備が急ピッチで進められている。また、EV利活
用の観点では、一般のユーザが使用する乗用車よりも先行し
て、配送に活用されるトラックや路線バスなど商用車のEV
化が増加している。しかし、昨今の商用EVのバッテリー大
型化に伴い、普通充電器レベルの出力では翌朝の稼働開始
時間に満充電が間に合わないケースが見受けられる。

これらの課題に対応するべく、当社は、短時間充電や充電
渋滞回避の実現を目指した急速充電器のハイパワー化や、複
数台のEV充電に対応できるマルチプラグ化を進めているが、
充電ケーブルの定期的なメンテナンス対応、充電忘れやケー
ブルの引き回し、充電のための操作時間や人員確保など、業
務上多くのEVが一斉に稼働する商用車の充電には運用上の
課題が多くある。

そこで当社は、「充電の利便性向上と高出力化」を両立す
る15kWの高出力が可能な「ワイヤレス急速充電システム」
をこのたび開発した。“停めるだけ充電”により充電の手間を
軽減できることはもちろん、大型化する商用EVのバッテリー
に対しても短時間での充電が可能となる（1時間の充電で約
100km走行可能、並列接続すればさらなる増強が可能）。さ
らにトラックの荷積み・荷下ろしの時間や、バスの乗客が乗
り降りする時間も充電に活用でき、利便性が格段に向上する。

当社は、本システムの高出力化技術を“走りながら”充電
ができる「走行中充電システム」へ展開するなど、さらなる
EVの利便性向上に貢献していく。

2．特 長
2．1　“停めるだけ”の簡単充電

・ワイヤレス急速充電システムを設置した駐車場に停める
だけで充電が自動的に開始

・ケーブルを差す手間の軽減、充電忘れの防止

2．2　高出力（充電時間短縮）
・高い出力により短時間での満充電が可能（条件によ

り変動）

〈満充電までの時間（目安）〉
小型トラック：約 3 時間　大型トラック：約 5 時間 
中型バス：約 9 時間

〈充電時間と走行距離（目安）〉
1 時間の充電で約 100 ㎞の走行が可能

・15kWユニット並列接続で出力を30kW、45kWに増
加可能（有線の急速充電器レベルの充電能力）

・今後のさらなるバッテリー大型化や充電時間短縮のニー
ズに対応可能

2．3　電気料金を最小化
・当社独自のエネルギーマネジメントシステム「Synergy 

Link」に対応
・車両の運用に合わせ、自動的に最大使用電力を抑制・平

準化（ピークカット）することにより電気料金を最小化
2．4　導入しやすい仕様

・各機器が空冷仕様（水冷不要、特許出願中）のため、取
り付けが容易

・車両のソフトウェア変更を伴わず、車両に後付けが可能
・ケーブルの定期メンテナンス、使用や経年等によりケー

ブルが劣化した場合の交換が不要（メンテナンスフリー）
2．5　安全設計

・送電コイルに金属異物検知システムを搭載（コイル上に
金属異物を検知すると充電を停止）

・本システムと車両の間はCHAdeMO規格（特許出願中）
の通信・制御を利用し、安全な充電が可能

EV 用ワイヤレス急速充電システム 
（「Japan Mobility Show2023」参考出展）

株式会社 ダイヘン
充電システム事業部　　06-7167-6953

34　電 機　2024・2 月号



系統連系 V2H システムの開発

1．背 景
当社グループは「車と家を地球環境に資するものづくり

でつなぐ」をビジョンと定め、世界の課題である地球温暖化
防止に対し、電力変換技術を中心としたテクノロジーにより、
燃費向上・省エネ・省資源・環境負荷物質の低減等の新技
術開発に日々まい進している。

カーボンニュートラル／脱炭素社会の実現に向け、日本で
は電動化目標（2035年電動車100％〈EV/PHEV/FCV/
HV〉）が掲げられるなど、世界各国でEV化の流れが急速に
高まってきており、電動車の販売台数の増加に伴い、V2H

（Vehicle to Home）市場も拡大していくことが期待される。
この市場に向けて、2023年は東京電力ホールディングス

株式会社と共同研究にて、住宅用蓄電ハイブリッドパワコン
システムに、EVの充放電を行うV2Hスタンドを加えた多機
能パワコンシステムの製品開発を行った。

今回、V2H製品のラインアップ拡充として開発した、製
品単体で系統連系とEVの充放電を行う系統連系V2Hシス
テムを紹介する。

2．構 成
系統連系し、EVへの充電およびEVからの放電電力を宅

内負荷に供給するインバータ部と、系統側電力とEV側電力
との電力変換を行う双方向絶縁コンバータ部とを同一筐体

（きょうたい）に集約したV2Hユニットと、ユーザーインター
フェースである音声モニタと、V2Hユニット制御データの管
理・監視・AIによる最適充放電制御を行う外部クラウドシス
テムより構成される。

また系統停電時には、EVから宅内200V/100V負荷に電
力供給を行い、EVを非常時の電源として活用することを可
能としている（図）。

3．特 長
今回開発したV2Hシステムの主な特長を以下に記載する。

3．1　高効率
系統連系インバータ部と絶縁双方向コンバータ部とを同一

筐体内に集約することで、各機能基板間を接続する配線の最
短化や、別筐体構成では必要となる接続部EMCフィルタの
削減などの損失低減を行い、システム電力変換効率を向上さ
せた。
3．2　薄型外形

発熱部品と内部ファンの最適配置による内部温度の均一化
や、インバータ部とコンバータ部のヒートシンク分離による
相互熱干渉の防止などの放熱設計により、内部温度上昇へ
の影響を最小限とし、上記3．1の損失低減効果と合わせて、
薄型製品であるV2Hスタンドと同一の製品外形を実現した。
3．3　AI 技術

AIがユーザーの契約電力・電力プランを考慮し、EVの充
放電を最適に制御することで電力料金の最小化を行う。さら
に、既設の太陽光発電装置と組み合わせることで、AIが発
電電力と電力需要予測に基づいてEVの充放電電力を制御し、
自家消費の最大化を行う。

また家全体の電力変化から、主要な家電製品の動きをAI
が推定し、スマホアプリを通じ家電ごとの電力量、電気料金
や稼働状況を表示することで、ユーザーに効率的な節電を促
す。

4．むすび
当社グループの強みである車両搭載製品と家庭用インバー

タ製品、および、今回紹介したV2Hシステムに代表される
パワコン製品の3分野における製品開発にて、ビジョン 「車
と家を地球環境に資するものづくりでつなぐ」に即し、脱炭
素社会の実現に貢献し続ける企業となる所存である。

ダイヤゼブラ電機株式会社
電子 ES 技術本部　技術試作・業務部　　070-7814-7999

図　系統連系 V2H システム構成
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舶用高圧配電盤「HS50」の紹介

1．概 要
2008年に高圧配電盤（型式：HS21）を世界に先駆

けて一般商船へ搭載し、15年が経過した。その間、環
境対策機器をはじめとした、船内電機設備が増加してお
り、発電機総容量が上昇する傾向やコンテナ船などでは、
リーファーコンテナの搭載基数が増加する傾向にあり、
総発電機容量も増加してきている。現行の盤の仕様限界
である短絡電流値25kAに迫る船舶も登場しつつある。

また、中国内航船向け陸電機器においてCCSの認定
品採用という需要があり、現行品では取得できていない
問題などもあった。

よって、弊社としてこれらの内容に対応すべく、新型
舶用高圧配電盤（型式：HS50）を開発したので紹介する。

2．仕 様
現行品（HS21）と新製品（HS50）の仕様比較を以

下に示す。

基本仕様（現行品 HS21）／新製品（HS50）の比較表

現行品（HS21）
25kA MV.SWBD

新製品（HS50）
31.5kA MV.SWBD

適 用

適用規格 IEC 62271-200 IEC 62271-200

船 級 ABS, BV, DNV, LR, 
NK, and others

ABS, BV, DNV, 
LR, NK, CCS, and 
others

構成機器
盤構造

VCB HYUNDAI 製 ABB 製

VCCT HYUNDAI 製 ABB 製

保護継電器 TERASAKI 製 TERASAKI 製

機械的 
インターロック機構 クレドール方式 トラック方式

スイッチギア構造 メタルクラッド形 メタルクラッド形

保護等級 低圧区画 IP32
高圧区画 IP42 IP42

定 格

定格電圧（kV） 7.2/12 7.2/12

定格短時間耐電流
（kA/sec） 25kA/1.0sec 31.5kA/3.0sec

内部アーク耐電流
（kA/sec） 25kA/0.2sec 31.5kA/1.0sec

主母線電流 1250/2000 1250/2500

3．内部構造

HS50の内部構造を以下に示す

新製品

A B

C

D

E

A

4．特 長
・盤定格を12kV 31.5kA 2500Aに格上げ
・盤幅寸法は現行盤「HS21」と同じ
・裏面型の奥行寸法を1680mmから1430mmに 

縮小
・表面型にも対応（奥行：1330mm）
・アークガスの排出量を削減するアークガスボックス

を装備
・機械的インターロック機構が盤側装備
・基幹部品である、発電機自動制御装置、保護継電器、

同期投入装置を自社開発品でそろえて、徹底した品
質管理体制を実現

寺崎電気産業株式会社
システム事業　海洋技術部　基本設計課　　06-6791-2795

外 観
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集合住宅などの大規模駐車場に対応した 
EV（電気自動車）充電管理システム
WeCharge

1．はじめに
カーボンニュートラルの実現に向け、電気自動車（以

下、EV）の普及が拡大しており、充電インフラの拡充
が求められている。特に近年では、集合住宅などでの
充電設備の普及が重要となってきている。そこで、東
光高岳ではユビ電株式会社と共同で、集合住宅や宿泊
施設などの大規模駐車場に対応した充電管理システム

「WeCharge」を開発した（図1）。

2．特 長
現在、EV充電の利用料金は、充電に要した時間によっ

て課金される時間課金が主流である。集合住宅や宿泊施
設を対象としたWeChargeについても、従来は時間課
金のみであった。しかし、時間課金では、EV車種等に
よって充電速度が異なることに起因した不公平感が生じ
る可能性もあり、充電した電力量によって料金が決まる
従量課金にも対応することで、充電インフラのさらなる
普及拡大に貢献できると考える。

そこで、WeChargeにスマートメーター（東光東芝
メーターシステムズ株式会社製）を組み込み、大規模な
駐車場であっても個別に従量課金が可能な充電管理シス
テム（1システムで60台まで管理）を実現した。

3．EV 充電インフラ拡充に向けた取組み

EVの充電にはさまざまな利用シーンがある。集合住
宅を含む自宅で充電する「基礎充電」、高速道路のSA/
PAなどで充電する「経路充電」、商業施設などの滞在地
で充電する「目的地充電」に大別され、充電インフラの
普及拡大のためには、それぞれに適した充電設備の導入
が重要となる。

今回開発したWeChargeは、基礎充電におけるイン
フラ拡充に貢献する製品である。東光高岳では、基礎充
電だけでなく、経路充電や、目的地充電に対応した充電
器も開発し、ラインアップしている（図2）。

今後も、充電インフラの普及拡大に貢献するべく、さ
まざまな利用シーンにおけるEVユーザーや、充電管理
者のニーズに応える製品開発やサービスの強化に取り組
んでいく。

株式会社 東光高岳
戦略技術研究所　　03-6371-5028

図 2　EV 充電インフラ拡充に貢献する東光高岳の EV 充電器ラインアップ

図 1　WeCharge 設置例（画像提供：ユビ電株式会社）
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温水洗浄便座「SCS-SRU7010」
1．背 景

温水洗浄便座の使用勝手における市場の声として、「お手入れの
手間」「衛生面の不安」「洗浄性」といった清潔性に関連する内容
が上位に挙がっていた。

2．概 要
本製品は、当社の洗濯機をはじめ、シャワーヘッドなどの一般家

庭向け商品からサービスエリアなどの公共トイレの掃除まで、活用
範囲が拡大しているウルトラファインバブル（注1）の汚れ落ちと、節
水などによる環境負荷の低さに注目。今回、泡が汚れに吸着するこ
とにより洗浄作用が高まる特長を、トイレの洗浄水に採用すること
で、より清潔性を向上させた（図1）。

図 1　SCS-SRU7010（N）パステルアイボリー

3．特 長
3．1　ウルトラファインバブル（微細気泡）発生方式

便座内部の流水経路において、内径を漸次減少させるように形
成し、流路断面積が絞られることによって、流速が高められるとと
もに減圧によるキャビテーションが発生。そして、その高速流が衝
突部に衝突することで作用するせん断力と、衝突部の下流側端面
付近に形成される負圧領域で発生する負圧とによって細分化され
た微細気泡が生成される構造を採用。これにより、水の中に溶存し
ている空気を微細気泡として多量に析出させ、微細気泡を多量に
含んだ微細気泡水を供給することができる（図2）。

図 2　ウルトラファインバブル（微細気泡）発生方式

3．2　洗浄水を約 1 時間ごとに自動で噴射し、 
便器内壁の黒ずみを抑制（注2） 

「ウルトラファインバブル プレケアミスト」

ウルトラファインバブルを含む洗浄水を約1時間ごとに自動で便
器内壁に噴射し、黒ずみの原因となる尿や水に含まれるカルキ成

分の付着を抑制。便器を清潔に保ち、掃除の負担を軽減。洗浄水
の噴射は手動での操作も可能（図3）。

図 3　ウルトラファインバブル プレケアミスト

3．3　温水でノズルを洗浄 
「ウルトラファインバブル ノズル洗浄」

操作パネルの洗浄ボタンを押す
と、約1分間の連続流水でノズルを
洗浄・除菌（注3）。ウルトラファイン
バブルを含む温水でノズルに付着
した汚れをしっかり落とす（図4）。

3．4　ウルトラファインバブルが入っている温水で 
おしりを洗浄。さらに清潔に（注4）

ウルトラファインバブルを含ん
だ洗浄水の水勢をエアポンプの力
で上げて、やさしくすっきり洗浄

（図5）。

4．まとめ
今後もユーザー視線でのモノづくりを意識して、快適な洗浄およ

び清潔性を重視し、高品質な商品開発を目指していきたい。

（注 1）「ウルトラファインバブル」は、一般社団法人 ファインバブル産業会
（FBIA）の登録商標

（注 2）使用・環境条件（汚れの程度・温度・湿度・水質・便器形状など）に
よっては、効果が異なる。

（注 3）ノズルの除菌効果　除菌部分：ノズルの穴近傍
試験機関：一般財団法人 新潟県環境衛生研究所
試験方法：ノズル洗浄評価試験
試験結果（ 実使用での実証結果ではありません）：1 分間洗浄後 99％以

上抑制、試験は 1 種類のみの菌で実施
除菌の方法： 流水による洗浄 

試験番号：NO.202209693-001-MBA 号

（注 4）おしり洗浄について（当社調べ）
試験方法： 人口皮膚に模擬排便を塗布し、ウルトラファインバブルあり、

なしの洗浄水で洗浄。毛穴想定内部の模擬排便残存度合いを
比較。

試験結果： ウルトラファインバブル搭載機種にて同等以上の優位性を確認。

東芝ホームテクノ株式会社
技術品質統括部　技術管理グループ　　0256-53-2545

図 4　ウルトラファイン 
バブル ノズル洗浄

図 5　エアインすっきり 
水流＋（プラス）

38　電 機　2024・2 月号



除菌時間を大幅に削減した UV 除菌搭載の
洗濯乾燥機 TW-127XP3 の開発

1．背 景
コロナ禍が終息に向かう中でも、菌やウイルスに対する清潔性への意

識が高まっており、当社調べでは、洗濯意識が変化したものとして、衣
類の菌やウイルスを気にする、除菌スプレーを使う頻度が増えたなどの
清潔に対する項目が上位となっている（注1）。

2．概 要
新製品では清潔性をさらに進化させ、UV照射出力を従来機（注2）の約

5倍に増強したハイパワー UV除菌ユニットを新搭載。さらに、衣類の
除菌だけではなく、ドアパッキンの裏側にたまったホコリや糸くずを洗濯
のたびに自動で洗い流す「ドアパッキン洗浄」や、60℃の温水で黒カビ
を抑制（注3）する「60℃温水槽クリーン」コースも新搭載し、お手入れ性
や洗濯機の清潔性も向上。基本性能である洗浄力は、ナノサイズの泡で
洗剤の性能を引き出して、繊維の奥から汚れを落とす「ウルトラファイン
バブル洗浄EX」、乾燥力は低温風で衣類を傷めずやさしく、省エネ乾燥
を実現する「ヒートポンプ除湿乾燥」を引き続き搭載し、基本性能も充
実した新製品を開発した（図1）。

　

図 1　洗濯乾燥機 TW-127XP3

3．特 長
新製品では、UV照射出力を従来の約5倍に増強したハイパワー UV

除菌ユニット（図2）を新搭載。この強化したハイパワー UVユニットと
制御の最適化によって洗うだけでなく、洗えない衣類も清潔に保ちたい
というニーズに応えた3つのUV除菌コースを搭載した。

図 2　UV-C LED 出力

3．1　UV 除菌コース、UV 除菌消臭コース
頻繁に水洗いできない衣類などを、強化したハイパワー UVで従来の

4分の1（注4）となる約40分（図3）でスピーディーに除菌しウイルス抑
制もする「UV除菌」（注5）コースと、除菌に加え消臭もできる「UV除菌
消臭」（注5）（注6）コースを搭載。いずれのコースもドラムの回転あり、なし
が選択でき、帽子やぬいぐるみなど型崩れが気になるアイテムも清潔に
保つことができる。（容量1kgまで）

東芝ライフスタイル株式会社
リビングソリューション事業部 洗濯機技術部　　0561-86-8962

　

図 3　従来機種と新機種との比較

3．2　UV 除菌洗濯コース
乾燥機にかけられないデリケートな衣類や傷めたくない制服など、洗

い前・すすぎ・脱水の3工程でUV照射し除菌を行う（注5）（図4）。（洗濯
容量2kgまで）

図 4　UV 照射（洗い前・すすぎ・脱水）

3．3　UV 除菌洗乾コース
普段使いの衣類やタオル、シーツなども洗濯・乾燥しながら除菌でき

るコース。洗い前とすすぎ後の工程でUV照射し、乾燥時の温風も利用
してしっかり除菌を行う（注5）（図5）。（洗濯乾燥容量4kgまで）

図 5　UV 照射（洗い前とすすぎ後）

4．まとめ
今後も、お客様の視点に立ち、望まれる機能を開発して生活を

豊かにできる新製品を生み出していきたい。

（注 1）ウェブ調査（当社調べ）　各年 n ＝ 824（21 年 4 月／ 22 年 4 月実施
直近 1 年間の洗濯機購入者　20 代以上の女性）

（注 2）当社ドラム式洗濯乾燥機 TW-127XP2（2022 年発売）

（注 3）【除菌、カビの抑制について】 ● 試験依頼先：一般財団法人 日本食品
分析センター ● 試験方法：洗濯槽・水槽に有機物と共に付着させた菌、
カビの減少率測定 ● 除菌、カビ抑制方法：「60℃温水槽クリーン」コー
スでの洗濯槽・水槽による ● 対象部分：洗濯槽・水槽 ● 試験結果：菌、
カビの減少率 99％以上

（注 4）「UV 除菌」コース約 40 分。当社 2022 年度機種 TW-127XP2（「UV
温風除菌」コース約 160 分）との比較

（注 5）【除菌について】 ● 試験依頼先：一般財団法人 日本食品分析センター 
● 試験方法：菌付着布の菌の減少率測定 ● 除菌方法：「UV 除菌（ド
ラム回転）」コース、「UV 除菌（ドラム静止）」コース、「UV 除菌消臭

（ドラム回転）」コース、「UV 除菌消臭（ドラム静止）」コース、「UV 除
菌洗濯」コース、「UV 除菌洗乾」コース、「UV 温風除菌（ドラム回転）」
コース、「UV 温風除菌（ドラム静止）」コース運転による ● 対象部分：
洗濯槽内の衣類 ● 試験結果：菌の減少率 99％以上

（注 6）【消臭について】 ● 試験方法：当社にてあらかじめタバコ臭を付着させ、
「UV 除菌消臭（ドラム回転）」コース、「UV 除菌消臭（ドラム静止）」
コースで運転させた試験布を、一般財団法人 東海技術センターにて、臭
気判定士による官能試験で評価 ● 消臭方法：「UV 除菌消臭（ドラム回
転）」コース、「UV 除菌消臭（ドラム静止）」コース運転による ●対象部分：
洗濯槽内の衣類 ●試験結果：臭気濃度が初期に対し 10 分の 1 以下
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コンテナ形キュービクル 
（配電用変電所向け受変電設備）の開発

1．はじめに
発変電所の省スペース化や現地工事の工期短縮・省力化ならび

に浸水対策を目的とし、6kV高圧キュービクルおよび保護・監視
制御を行う配電盤を分割コンテナに配置したコンテナ形キュービク
ルを開発した。

このたび、東北電力ネットワーク株式会社の配電用変電所へ初
号機を納入したので、以下に概要を紹介する。

2．コンテナ形キュービクルの概要
2．1　コンテナ形キュービクルの構成

今回開発したコンテナ形キュービクルは、3分割および2分割構
成の専用コンテナを使用し、これまで変電所の建屋内に設置される
配電盤や受変電設備（気中絶縁方式）を各コンテナに収納し、工
場内で組み合わせ試験を行い発変電所へ搬入するものである。

コンテナに収納する配電盤と受変電設備の構成は以下のとおり。
（1）コンテナ1（キュービクル部）

①変圧器2次　②所内変圧器
③母線連絡　④配電線（6回線）

（2）コンテナ2（配電盤部）
①66kV送電線制御装置・保護リレー装置（2回線）
②バンク制御・保護装置（配電線6回線）
③情報伝送制御I/F装置（TC盤）
④所内共通盤・所内盤

（3）コンテナ3（共通盤部）
①整流器・蓄電器（変電用）②通信用設備 他

コンテナ形キュービクル概要

標準仕様 6kV 母線 2000A（変圧器 20MVA 対応）
配電線 6 回線

コンテナ構造 3 分割または 2 分割構造

概略寸法
（架台部除く）

1 号バンク（3 分割結合時）
　・幅 6.3m× 長さ 7.0m× 高さ 3.3m
2 号バンク（2 分割結合時）
　・幅 4.1m× 長さ 7.0m× 高さ 3.3m

概略重量
（輸送時）

キュービクル部：8.2t
配電盤部：5.5t　共通盤部：5.1t

2．2　コンテナ形キュービクルの特長
・防水扉を使用するとともに、コンテナを設置する架台は、想定

浸水深に応じた架台の高さを選定可能（標準1.5m）。
・制御・電力ケ－ブルは側面上部引込とし、床面の貫通部を不

要とした。（建屋に必要であった床面ケーブルダクトが不要）。
・不燃高断熱パネルと耐久性に優れた金属サイディング外壁（ガ

ルバリウム鋼板）を使用し、建築基準法の耐震基準に適合。

3．コンテナ形キュービクル内の設備
3．1　受変電設備（キュービクル部）

・コンテナと一体形となった構造で、アルミ母線の採用で軽量
化・組立作業の省力化を図った。

・機器操作等は前面保守とし、正面カバーは不燃性の透明カバー
（ポリカーボネート製）を採用することにより、機器の状態確
認・目視点検が容易で、保守性・安全性を向上させた。

・6kV遮断器の点検時、リフターを使用せず引き出しを可能と
し、作業性を向上させた。

3．2　監視制御装置・保護リレー装置（配電盤部）
・従来の盤単位から機能別ユニット単位で構成し、コンテナ内の

フレームに組み込む構造とし、省力化やメンテナンス性の向上
と将来の部分更新を容易にした。

・各装置間は、LANケーブルおよびコネクタケ－ブルで接続さ
れ、現地設置後のケ－ブル布設・接続作業を省力化した。

・コンテナ内部には、DX対応機器（IPカメラ・非接触温度セン
サ・加速度センサ他）の機器を設置し、タブレット端末により
コンテナ内部の機器・装置の状態監視を可能とした。

4．輸送および現地作業
工場内で各配電盤およびキュービクル部の試験と組み合わせ試

験を行い、コネクタケーブルの切り離しによりコンテナを分割し、
低床トレーラにて輸送する。

架台・コンテナ据付、コネクタケーブルの接続・復元、点検・確
認試験を行い、現地作業は1カ月程度で完了する。

東北電機製造株式会社
ソリューション営業部　　022-364-2461

コンテナ形キュービクル概要図（上）と外観写真（下） 工場からトレーラ積込・搬送（左）変電所据付（右）
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舶用中型ディーゼル発電機

1．開発の背景
世界経済低迷による船価下落により電機品の市場価格

が下落し、船舶に搭載される機器もコストダウンが要求
されている一方で、従来製品と同等の信頼性、設計自由
度が強く要求されている。

500 ～ 800kVAクラスの舶用中型発電機は、通常の
船舶では予備機も含めて3台搭載されているが、スペー
スの限られた船内に設置されるため、小型化・高出力化
が求められている。

このような船舶におけるニーズに応えるため、新型舶
用中型ディーゼル発電機の開発を行った。

2．開発製品の特長
新開発の舶用中型ディーゼル発電機は、発電効率等の

性能や長期間使用時の信頼性は従来型と同等レベルを保
持しながらも、信頼性で実績のある従来機種の運転デー
タや、最新の3D解析技術を活用し、発電機フレームの
構造や鉄心寸法などの最適設計を行っている。

また、新規開発を行った高効率ファンや鉄心冷却方法
の見直しなどにより、従来と同等のフレームサイズでさ
らなる出力アップを実現している。

この最適設計により従来型に対して体積を約1割削減
し、従来と同等の性能・品質を有する舶用中型ディーゼ
ル発電機を開発した。

さらに発電機の小型軽量化は、結果的に船舶の設計に
自由度を与え、船舶の環境負荷低減設計にも貢献している。

3．むすび
当社で長年培った回転機技術により、従来と同等の

性能・品質を有しながら、船舶における小型化・高出力
化のニーズを実現し、環境性能に優れた新型舶用中型
ディーゼル発電機を提供することができた。

西芝電機は、今後とも環境負荷を低減する商品の拡大
に努めていく。

西芝電機株式会社
回転機設計部　船用回転機設計担当　　079-271-2340

舶用中型ディーゼル発電機

舶用中型ディーゼル発電機の仕様
項 目 仕 様

形 NTAKL

式 VE

出 力 500 ～ 800kVA

電 圧 450V

力 率 0．8PF

相数・線数 三相 3 線式

結 線 Y 結線（中性点は非接地）

周波数 60Hz

極 数 8P

絶縁種別 F 種

保護形式 IP22 または IP23（端子箱は IP − 44）

励磁方式 ブラシレス、永久磁石発電機励磁

軸 受 すべり軸受
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トライポートトランスを利用した 
ラインインタラクティブ方式 UPS の開発

1．背 景
無停電電源装置（Uninterruptible Power Supplies　以下、

UPS）は、重要負荷のバックアップとして利用される。特にプラン
ト工場やデータセンター等では安定した電力供給が求められる。

高い信頼性が求められるUPSに対して、当社はトライポート方
式UPS（以下、TRP-UPS）を提供してきた。TRP-UPSは、イ
ンバータが待機冗長運転のため電気部品へのストレスが少なく、鉄
共振式AVR（定電圧制御回路）を採用しており、高い信頼性が要
求されるプラントのDCS用UPSとして高評価をいただいている。

一方、負荷や入力電圧の変動時における出力電圧の応答性能や
装置サイズに改良の要望がある。

これらの要望に対して、当社は高性能インバータを採用した新
たな装置構成による出力応答性能の向上、小型化を実現する新型
TRP-UPSを開発している。

2．特 長
新型TRP-UPSの装置構成を図1、各モードにおける電力フロー

を図2に示す。双方向インバータとAVRインバータは常時稼働し
ており、入力力率改善と出力電圧補正を実施する。

そのほか、以下の特長を有する。
（1）トライポートトランスにより外来ノイズに強く、入力側の影

響を負荷に与えない
（2）入力部、出力部、バッテリー部が絶縁されており、いずれか

の部分で障害が発生しても該当部以外への影響を防ぐ
（3）高い力率改善性能
（4）ラインインタラクティブ方式でありながら、無瞬断のバック

アップ運転切替（図3）

トライポート
トランス

双方向
インバータ

蓄電池

トランス

AVR
インバータ

AVR

入力

出力

図 1　新型 TRP-UPS 装置構成

トライポート
トランス

双方向
インバータ

蓄電池

トランス

AVR
インバータ

AVR

ノーマル運転 バックアップ運転

入力

出力

図 2　新型 TRP-UPS　電力フロー

（5）交換対象部品を一つのユニットに集約することで、定期交
換および装置更新時に、装置ごとではなくユニット交換で
対応可能

（6）ニシム独自のインバータ技術により、回生負荷へ接続した場
合に負荷側で発生する電力を入力側へ回生することが可能

3．開発品の仕様
開発品の仕様を表に示す。

表　開発品の仕様
項 目 仕 様 備 考

交
流
入
力

相 数 単相2線式 定格電圧の±10％及び定格
周波数の±3Hzを逸脱した
場合は、直流運転モードに
自動的に移行します。

定格電圧 100V±10％

定格周波数 50Hz/60Hz±3Hz

最大入力容量 11kVA 定格入出力・負荷、蓄電池の 
回復充電時

バッテリ電圧 456V（公称電圧）

交
流
出
力

定格出力容量 10kVA（8kW）
相 数 単相2線式
定格電圧 100V 出力電圧範囲±5％
周波数 50Hz/60Hz
定電圧精度 ±2％以内
周波数精度 0.1％以内 直流運転時
波形歪率 4％以下 100％線形負荷にて

瞬時電圧 
変動率 ±5％以下

・負荷急変；20％ ⇔ 100％ 
・交流入力急変；±10％以内
・停　電 ⇔ 復　電

同上整定時間 5サイクル以内
定格負荷力率 0.8（遅れ）

過負荷耐量 定格の125％・5分間 定格電流の107％で 
バイパスへ移行

逆変換効率 87％ 直流運転定格入出力時
方
式

冷却方式 強制空冷
定 格 100％連続

総合効率 87％以上 交流運転定格入出力時
発熱量 約1.2kW 交流運転定格入出力時
騒 音 約55dB以下 交流運転定格入出力時

絶縁抵抗 3MΩ以上 
（500VDCメガー）

1次−大地、2次−大地、
1次−2次間

絶縁耐力 2000V（1分間） 1次−大地、2次−大地間

筐体寸法 （W）500× 
（D）700×（H）1500

キャスター（H）、
端子台カバー（D）を含む

概算質量 450kg 蓄電池含む

4．最後に
情報化社会の発展が続く近年において、本製品は停電など商用

系統に発生する問題に対して、より安定的に負荷へ電力供給が可
能となっている。

今後もニシム電子は安定した電力供給のために、電源製品の開
発を継続し、改良改善を進めていく。

図 3　各部波形

ニシム電子工業株式会社
プロダクト本部 電源システム開発部　　0952-53-8649
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第三世代「EV パワー・ステーション ®」 

～クルマの電気をくらしの中でも活用しよう～

1．はじめに
2012年に世界初となるV2H（Vehicle to Home）システムを

実用化し、2019年には第二世代となるJET認証第一号を取得し
た系統連系型V2Hシステム「EVパワー・ステーション®」を販売
してきた。これまで培ってきたノウハウとお客さまからのご要望を
反映して、第三世代「EVパワー・ステーション®」（図1）を開発、
2024年春に販売を開始する。

V2Hシステムとは、充電器として電動車（EV/PHV）の蓄電
池に充電でき、さらに給電器として、電動車の蓄電池から家庭に電
力の給電ができる仕組みである。

V2Hシステムを利用することで災害時に電動車を非常用電源と
して活用できるほか、太陽光発電と組み合わせることでカーボン
ニュートラルな生活の実現が可能となる。

これまでのV2Hシステムの機能を継承しつつ、新しい機能と特
長を追加した第三世代V2Hシステムについて紹介する。

プラグホルダ（操作部） パワーユニット（本体）

図 1　V2H システム「EV パワー・ステーション ®」

2．新しい機能と特長
（1）設置しやすいセパレートタイプ

パワーユニット（本体）とプラグホルダ（操作部）にセパレー
トしたことで、設置の自由度と使い勝手を向上させた。プラグホ
ルダはスタイリッシュな形状とし、シルバーとブラウンの2種類
を準備した。

（2）小型かつ軽量化
パワーユニット29.4kg、プラグホルダ8.5kgの計37.9kgと、

現行モデルの91kgから58％の軽量化を実現した（図2）。

図 2　第三世代モデル（壁掛け）と現行モデルの重量・サイズ比較

（3）停電時の自動切り替え
独自開発した自動切り替え開閉器の採用により、停電時は自動

的に電動車からの給電を開始する。現行モデルでは必要な、手
動での切り替え作業が不要となる。また、自動切り替え開閉器に
より新たにV2H専用分電盤の取り付けも不要となり、電力配線
の簡素化による施工費用の低減や、設置スペースの削減が可能
となる。

（4）新回路システム採用による高効率化
CLLC双方向コンバータを用いた電力変換回路と、当社独自

の制御技術を組み合わせた新回路システムを採用した。併せて
パワー半導体にSiC MOSFETを採用し、インバータ回路の最
適化による損失低減を行い、軽負荷時も約10％の効率改善（当
社現行モデル比）を実現した。

（5）製品品質の向上と安心の10年保証
動作温度範囲の上限を、50℃（現行モデル 40℃）に向上した。

また、重塩害地域への対応品もオプションで準備している。
これまで培ったノウハウと、信頼性の高い回路システムの採用

により10年保証を実現した。
さらに、別で新開発した太陽光発電を賄うハイブリッドパワコ

ン「発展型太陽光パワーコンディショナ」（図3）は、EVレディ
パワコンとして第三世代V2Hシステムと連携が可能で、専用の
スマホアプリでパワコンにつながる蓄電池と、第三世代V2Hシ
ステムが操作可能となる。

パワーコンディショナ 蓄電池ユニット

図 3　発展型太陽光パワーコンディショナ 
（ハイブリッド蓄電システム、V2H連携）

3．おわりに
今後、2050年カーボンニュートラルを目指して電動車の普

及が加速度的に増加していくことが予測される。電動車は分散
型エネルギーリソースとして活用されることが予想されること
から、V2Hシステムは充放電制御に不可欠な存在となる。

また、家庭においては、太陽光発電と蓄電池を連携して、エ
ネルギーの地産地消の普及にV2Hシステムが貢献するものと
考える。

今後は災害時の安心、安全はもとより、エネルギーの地産池
消から低炭素社会の実現と明るい未来社会づくりに貢献し、よ
りよい地球環境につながるよう取り組んでいく。

ニチコン株式会社
075-241-5338
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「FACTMATE®-s1 EX」の開発

1．はじめに
当社は、電力機器メーカとして受変電に関わる監視装

置の開発と販売を行ってきた。これまでは施設に応じて
各種の監視システムが複数導入されてきたが、近年では
受変電設備の監視だけでなく、DX推進の流れの中で周
辺設備情報の取り込みや、さらなる省エネ・節電のニー
ズが高まっており、これらのニーズに対応するため、管
理点数拡大、監視画面・帳票機能拡張による監視情報
量増加と、データ保存期間延長などの機能拡充を図った

「FACTMATE-s1 EX」を開発した。

2．概 要
受変電の監視において、現場機器からの情報を取得し、

集中で表示することや情報処理を行うことが必要である。
「FACTMATE-s1 EX」は受変電設備の監視を行うた

め、現場設備からの情報を通信にて取得し、中央の監視
端末での表示や情報処理、および現場設備への制御出力
を行うシステムである。

これまで当社は、工場向けシステムとして監視制御点
数が最大5000点規模の監視制御装置を中心に納入して
きた。今回開発した「FACTMATE-s1 EX」は、最大
で1万7000点の監視制御が可能であり、複数の設備に
ついて監視制御ができるようにした装置である。

3．特 徴
この項目では、FACTMATE-s1 EXの新規開発や、

改良を行った機能を中心に説明を行う。
①グラフィック監視機能（4 画面モード）

受変電システムの監視で、系統状態を確認することは
必須である。系統図に応じた形で表示することで、一見
するだけで確認が可能である。一方、監視装置としては
他にも機能は有しており、他機能の画面表示は、切り替

えて表示を行っていた。これを切り替えせずに4枚の機
能画面を同時に表示することを可能とした。

これにより機能監視とともに系統監視も行えるように
なった。
②帳票機能

収集したデータを帳票形式で表示を行う機能である。
特殊な形式の帳票フォーマットを作成することも可能

である。
作成したデータは汎用の表計算ソフトを使用している

ため、別のPCで帳票内容を確認することもできる。
データ保存については、受変電に関わるデマンド契約

が30分単位であることを考慮し、電力量も30分での収
集を行えることができるようにしている。

PCを使用したシステムであるため、機材故障等で取
得できなかったデータも、11日間の長期にわたり再度収
集できる機能を実装した。
③トレンド表示

1秒間隔でのデータを表示することが可能である。
また、1年前のデータまで表示することが可能である。
過去のデータを表示することで、施設運用状態の経緯

を確認することができる。
④ATS 機能の操作性向上

指定した時刻に自動制御を行うATS（オートタイムス
ケジュール制御）機能にて、時刻登録操作を直感的に行
えるインターフェースを開発した。時間設定をマウスの
クリック、ドラッグで可能としている。

4．最後に
本稿で紹介したシステムは、基本的な機能から特別な

監視制御までカバーできるように開発を行った。エネル
ギー管理については、FACTMATE-s1 EXを中心とし
てオプション製品のラインアップがあり、多種多様な要
望に応えられる構成をとることができる。これからもさま
ざまな要望が出てくるものと考えられるため、今後も要
望に応えられる製品開発に努める所存である。

日新電機株式会社
電力・環境システム事業本部　ソリューションシステム事業部　システム開発部　　075-864-8407
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産業用太陽光自家消費蓄電池システム 
サファ Link-ONE-

1．開発の背景
日本政府は2050年までに、温室効果ガスの排出量を

実質ゼロに、また2035年までに国内で販売される新車
の100％を電動車にするという目標を掲げている。

しかし脱炭素社会が進むにつれ、今後20年で電動車
バッテリーの廃棄量は約7倍増、太陽光パネルの廃棄量
は約300倍増と予測されている。さらに電池の生産時に
使用するレアメタルなどの地球資源の枯渇問題も社会課
題となっており、リユース・リサイクルの促進は今後必
須となってくる。

2．サファ Link-ONE- の開発
産業用太陽光自家消費蓄電池システム　サファ Link-

ONE-（以下、サファ Link-ONE-）は脱炭素社会の実
現に貢献すべく、業界で初めて車載用リユース蓄電池と
リユース太陽光パネル（オプション対応）を活用した産
業用太陽光自家消費型蓄電池システムである。

これにより、脱炭素社会への好循環サイクルを創出す
る（図）。

図　好循環サイクル創出イメージ

3．特 長
（1）受電設備、パワーコンディショナー、蓄電池をキュー

ビクル筐体（きょうたい）にワンパッケージ化する
ことで、省施工・省スペース・メンテナンス性に優
れている。

（2）リユース蓄電池、リユース太陽光パネルを利用する
ことにより、バージン品と比較して製造工程で発生

するCO2やレアメタル使用量の削減、導入コスト
の低減に寄与する。

（3）独自の充放電制御で太陽光発電余剰エネルギーを効
率よく蓄電でき、ピークカット、ピークシフトにより
CO2・購入電力量を削減できる。

（4）災害時に非常電源として利用が可能であり、BCP
対策としても活用できる。

4．安全性
サファ Link-ONE-で採用する電池は、高い信頼

性と安全性を持つ日産リーフに搭載されている電池で、
「UL1974」という安全認証を受け再製品化したもの（注）

を使用している。筐体構造を工夫し、車載搭載形状の
パックをそのまま搭載することで、安全性を確保している。

また、CAEによる強度解析の他、自社の耐震試験設
備で実際の地震波による強度試験を実施し、製品の安全
性を確認している。

さらにサファ Link-ONE-に搭載しているEV使用済
みリユースバッテリーに対し、ユーザーに安心してご利
用していただくため、国内で初めて10年保証に対応する。

（2024年4月予定）

5．最後に
サファ Link-ONE-は、環境に配慮した社会的意義の

高い製品であり、本製品を導入することで、脱炭素社会
の実現に大きく貢献するとともに、企業価値をさらに高
めることが可能である。

（注）フォーアールエナジー株式会社が、日産リーフの使用済みバッテリーを再
製品化したものである

産業用太陽光自家消費蓄電池システム　サファ Link-ONE-

日東工業株式会社
EMS 事業室　　0561-64-0031
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出力制御機能試験システム（PCS の出力制
御動作の確認、試験を容易に実施できる）

1．概 要
電力系統に連系する太陽光発電用インバータ（以下、PCS）で

は、連系先の送配電事業者（10社）が規定する通信プロトコルに
のっとって、同社のサーバーと通信して出力制御する機能（出力制
御機能）の実装が必須となっている。その通信プロトコルは開示さ
れてはいるが、当該10社で統一していないことや、試験的に接続
する場合はその機会が制限されていることなどから、出力制御機能
がPCSの商品開発、および認証取得に対する障壁となっている。

そのため当社は本製品（出力制御機能試験システム）の商品化
を行った。本製品は実際に送配電業者のサーバーへの接続を行う
ことなく、また接続機会を制限されることもなく、ユーザが自在に

「出力制御機能」の開発評価や動作試験を実施することができる
（国内初）。

図 1　出力制御機能試験システムの構成

2．特 長
本製品はパソコン上で動作する「制御ソフト」と、送配電業者

のサーバーを模擬する「模擬電力サーバー」で構成される（図1）。
「制御ソフト」によって発電所ID や出力制御スケジュールを任意
に作成でき、これを先の「模擬電力サーバー」（DHCP, DNS, 
NTPに対応）にアップロードすることで、PCSは用意したスケ
ジュールに沿った出力制御動作を行う。そしてユーザは、送配電業
者の通信プロトコルや、接続の時間制限などを気にすることなく自
在に試験を自動実施して、その結果を得ることができる。しかも試
験に要する時間を短縮することもできる。

①指定した送配電業者の最新の出力制御方法に合わせて、制御
スケジュールは出力電力を1％単位、時間を30分ごとに、過
去事例はもちろん、任意のパターンを組むことが可能

②「制御ソフト」により各種設定（発電所ID、制御スケジュール
など）を容易にするユーザインタフェースを実装

③既設置のシステムに対して動作確認を検証でき、メンテナン
ス費用の削減、投資コストの回収予測ができる

④「模擬電力サーバ」はDHCPやNTPサーバも具備しており、
外部のネットワークに接続せずにローカル環境での試験を実
施できる

⑤時刻をコントロールして、出力変更直前の時刻に変更して試
験時間を短縮できる（図2）

⑥暗号化しない通信プロトコル（HPPTモード）選択時には、
サーバー証明なしに接続ができ、試験の効率化を実施（図3）

図 2　試験時間を短縮

図 3　HPPT モードを使った通信

また、当社が既に商品化している系統連系試験システムに加え
ることで、出力制御を含んだ系統連系に関する一連の試験を自動
で実施できる。

3．効 果
本製品はPCSの開発効率、品質の向上を図るものである。

2020年発表のPCSの国内出荷量は非住宅向け3.8GW、住宅向
け1.7GWとなっており、kW当たりおよそ1600億円の市場規模
である。そして本製品は1600億円市場に対して生産性向上、業務
効率改善を実現するものであり、下表にその効果を試算した。

表　本製品の普及による経済効果
2023 年 2025 年 2030 年

再エネ利用量 1,320 千 kWh 33,000 千 kWh 198,000 千 kWh

CO2 削減効果 610 トン 15,246 トン 91,476 トン

市場創出効果 1.6 億円 9 億円 44 億円

4．むすび
当社は自社や他社の製品をソフトウエアで融合し、数W ～数

MW容量の系統連系、電源、計測、試験評価、検査システムなど、
ユーザの要望に応じた提案をすることで、新エネルギーの普及を
推し進め、次の世代に対してもエネルギーの理想的な在り方を提唱
していく。

日本カーネルシステム株式会社
新エネルギー事業部　　06-6941-0427

46　電 機　2024・2 月号



1．プログラマブル表示器 
「MONITOUCH V10 シリーズ」

1．1　概 要
プログラマブル表示器は、製造現場の装置や機械の監視・操作

に幅広く用いられている。今回、HMIの基本性能（描画・操作・
通信・起動・転送・拡張）の全てにおいて業界トップの性能を実現
し、ストレスフリーな操作感覚を実現した「MONITOUCH V10
シリーズ」を発売した。

1．2　特 長
（1）クアッドコアCPU の採用と徹底したアプリケーションの最適

化により、負荷の高い画面でも安定した操作性と通信性能を
実現。

（2）既存のMONITOUCH とパネルカット互換にして、かつ画
面データ資産を継承できるようにしたことで、顧客の開発コス
トを低減可能。

（3）最新ストレージデバイス（eMMC）を採用して、起動・転送
の待ち時間・作業工数を削減。

MONITOUCH V10 外観

1．3　仕 様
項 目 仕 様

画面メモリ 256M バイト（FROM）
バックアップメモリ 900K バイト（SRAM）
表示デバイス TFT カラー液晶
解像度 ※1 800×600 ～ 1024×768
表示サイズ ※1 8.4 型～ 15.0 型
表示色 1,677 万色
タッチスイッチ アナログ抵抗膜方式

外部インタフェース
シリアルインタフェース（D-sub9 ピン ×1ch、
モジュラー 8 ピン ×2ch）Ethernet※2、無線
LAN※1 SD カード、USB、音声出力

寸 法 ※1（mm）
W235.0×H180.0×D48.7 ～ 
W382.8×H312.8×D79.2

質 量 ※1（kg） 約 1.4 ～ 3.7

※1　型式により異なる
※2　Ethernet は富士ゼロックス株式会社の商標登録

2．低圧インバータ 
高性能・スタンダード形 
FRENIC-Ace シリーズ

2．1　概 要
工作機械や産業用ロボット、ファン・ポンプや搬送ラインに使わ

れ、モータの回転数を制御することで、設備を最適に動かし省エ
ネを実現する低圧インバータ製品のFRENIC-Aceシリーズを刷新。
市場トレンドに合わせて機種ラインナップも新たに追加した。

2．2　特 長
（1）Ethernet（注）への対応により、インバータの通信速度が向上

し、生産現場で収集できるデータ量が拡大、数値をより精度
よく把握できる。本機器の活用により、生産ライン全体の設備
稼働率や設備異常の有無等の特定が可能。

（2）インバータの冷却フィンをなくしたフィンレス形を新設。お客
さまの機械装置の冷却機構を本製品に適用することで、機械
装置や盤などの小型化・省スペース化に貢献する。

（3）インバータの主要部品であるIGBTモジュールの出力電流・
出力周波数をモニタリングして、異常兆候にアラートを出す

「寿命予測機能」を搭載。お客さまのメンテナンス計画立案や、
駆動システム停止の未然防止に寄与する。

標準形 Ethernet 内蔵形

2．3　機種ラインナップ
機 種 型式名

標準形

EMC フィルタ内蔵形

Ethernet 内蔵形

フィンレス形

FRN ＊＊＊ E3S-#J※  

FRN ＊＊＊ E3E-#J（近日発売）※ 

FRN ＊＊＊ E3N-#J（近日発売）※ 

FRN ＊＊＊ E3T-#J※

電圧系列及び出力容量

三相 200V 0.1 ～ 22kW（HHD 定格） 

三相 400V 0.4 ～ 22kW（HHD 定格） 

単相 200V 0.1 ～ 2.2kW（HHD 定格） 

フィンレス形は 3.7kW 以下のみ

※　＊＊＊は容量記号、# は電圧の記号が入る

（注）Ethernet は富士ゼロックス株式会社の商標登録

富士電機株式会社
技術開発本部　技術戦略室　研究管理部　　03-5435-7181
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1．「世界最速」、ハイスピードで高能率作業を実現 
40Vmax「充電式ディスクグラインダ」
GA052G シリーズ

1．1　特 長
高出力タイプの40Vmaxバッテリを使用することで、世界最速（注1）

の作業スピードと、粘り強い作業性を実現した充電式ディスクグライン
ダシリーズ

1．2　概 要
ハイパワーブラシレスモータ搭載で、11000min-1（GA052G）（注2）と

いう高速回転が可能になり、さらに、新型の高出力40Vmaxバッテリ
「BL4040F」を併用することで、従来40Vmaxバッテリ「BL4040」に
比べ切断能率が約30％向上。世界最速（注1）の作業スピードを実現。

また「BL4040F」は、コンパクト・軽量ながら2.1kwクラスの最大
出力で、高負荷作業時でも回転数が落ちにくく、粘り強い作業が可能。
従来の40Vmaxバッテリ同様に水や粉じんから保護するIP56にも対応。

（GA052Gシリーズの本体はIPX6）

（注 1）高出力バッテリ取り付け時。充電式ディスクグラインダの切断 / 研削能
力において。2023 年 4 月現在、当社調べ。

（注 2）GA053G は 10500min-1、GA054G は 9000min-1

GA052GZ
砥石外径 100mm
全長 404mm
質量 2.9kg

GA053GZ
砥石外径 125mm
全長 404mm
質量 3.1kg

GA054GZ
砥石外径 150mm
全長 404mm
質量 3.1kg

※ 質量は BL4040F 装着時。先端工具、サイドグリップ非装着時。

○ 1 充電作業量（目安／バッテリBL4040F 使用時）／コンクリートの筋付け
・約 23.1m（切り込み深さ 10mm）
・約 13.2m（切り込み深さ 20mm）

新型 40Vmax 高出力バッテリ
BL4040F

（バッテリ容量 4.0Ah 部品番号：
A-73841）

2.「ワンハンド」最強 
40Vmax「充電式ハンマドリル」HR010G

2．1　概 要
軽量・コンパクトながら最大穴あけ能力20mmを実現した「ワンハン

ド」最強（注3）のハイパワーモデルが登場。

2．2　特 長
40Vmaxバッテリ＋ハイパワーブラシレスモータ搭載により、当社

18V従来機（17mmクラス）と比べ、穴あけスピードは約2.3倍。
クリーンな作業が効率よく行える、集じんシステムDX16付モデルも

ラインアップ。
コンパクト＆軽量2.6kg（DX16付きは3.6kg）ボディで快適な取り

回し性。
低振動機構「AVT」により、振動3軸合成値は8.5m/s2（ハンマドリ

ルモード）と圧倒的な低振動を実現。
ハツリ作業も可能（3モード切替機能付）。本体・バッテリ共に、水や

粉じんから保護するIP56対応。無線連動対応。

（注 3）マキタ「ワンハンド」ハンマドリルシリーズにおいて。2023 年 2 月現在
当社調べ。

HR010GV（集じんシステムDX16付） HR010G
全長 422mm（DX16 装着時）／ 289mm
質量 3.6kg（DX16、サイドグリップ装着時）／ 2.6kg（サイドグリップ非装
着時）※ 質量はバッテリ BL4025 装着時。
○ 1 充電作業量（目安）/ 穴あけ
　φ6.0mm 約 120 本（コンクリート深さ 60mm）

3．軽量、小型、握りやすい。ハイパワーで快適せん定
18V「充電式せん定ハサミ」UP180DZK

3．1 概 要
バッテリを腰回りに分離することで、手

元の質量はわずか0.67kg。腕への負担
を軽減するバッテリアダプタ式を採用。
18Vのハイパワーと軽快な取り回しで、
せん定作業が快適に行える。

3．2　特 長
「高性能」なコアレスハイパワーブラシレスモータ搭載により、最大

φ30mmまでの枝をシャープに切断。さらに、握りやすい細径グリップ
を実現しながら、モータ部は中空構造のため、グリップ部が熱くなりにく
く連続作業も快適。

開口角度は枝の太さに合わせて、φ10mm、φ18mm、φ25mm、
φ30mmの4段階で切替え可能。

モータ搭載のセンサにより、刃がスムーズにトリガと連動。低速時のト
リガ追従性にも優れており、快適な使用感を実現。
全長 296mm　質量 0.67kg（バッテリアダプタ・バッテリ含まず）
○ 1 充電作業量（目安／バッテリ BL1860B 使用時）
・開口角 φ10mm 約 18000 本（梨の枝 φ10mm 程度）
・開口角 φ30mm 約 8000 本（梨の枝 φ15mm 程度）

株式会社 マキタ
0566-98-1711（代表）

UP180DZK
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カーボンニュートラル実現に向け 
省エネ性と暖房能力を向上させた 
ルームエアコン 23S シリーズの開発

1．背 景
ヒートポンプ技術を用いた暖房は、化石燃料を用いた燃

焼式暖房機器と比べて温室効果ガスの排出量が少ないため、
カーボンニュートラル実現の主要技術として注目されている。

一方、ヒートポンプ暖房も消費電力由来のCO2排出を低
減するため、さらなる高効率化や、ヒートポンプ暖房のウィー
クポイントでもある低外気温時における能力向上が求められ
ている。

このような背景から、当社は2023年向け製品として、高
効率化と低外気温時の暖房能力を向上させたルームエアコン

「SRK-23S」シリーズを開発した。

2．概 要
本開発製品は、ルームエアコンの室内機・室外機に搭載し

ている送風ファンおよびモータの性能向上や、高効率な圧縮
機とインバータを新規開発・採用することで、製品として省
エネルギー性を約13％（APF＊6.2から7.0へ）、低温時の暖
房能力を約31％（6.7kWから8.8kWへ）向上した（注1）。

本開発製品は省エネ性の向上と暖房低温能力の向上により、
燃焼式暖房機器からの代替を促進し、カーボンニュートラル
の実現に大きく貢献することが期待できる。
＊　Annual Performance Factor（通年エネルギー消費効率）

3．特 長
3．1　送風系の性能向上

送風系において、室内機・室外機共にCFD（Computa-
tional Fluid Dynamics）解析を行い、送風ファン形状の
最適化、熱交換器配置や風路の最適化を実施。高効率モー
タの採用も含め、送風ファン消費電力を従来機対比、室内機
は約30％、室外機は約40％低減した。

3．2　圧縮機の大能力化と高効率化
圧縮機では、暖房能力の向上を実現するために、容量を従

来の13ccから15ccに拡大した新型のツインロータリ圧縮
機を開発した。圧縮機の容量アップに伴い増加する、圧縮機
構部の摺動損失を、DLC（Diamond Like Carbon）コー
ティングを施すことで低減した。また、圧縮機モータの高
ターン化と、高グレードのネオジム磁石採用により、従来と

比べ小さな電流で必要動力を確保可能とし、圧縮機として約
5％高効率化した。

3．3　インバータ性能の向上
圧縮機を駆動するインバータは、高効率化を目的にブリッ

ジレスコンバータPAM（Pulse Amplitude Modulation）
制御回路方式・高効率リアクトル・スーパージャンクション
MOS-FET（Metal Oxide Semiconductor Field Effect 
Transistor）を採用し、図1に示す回路構成とした。ま
た、DC電圧高昇圧制御では、モータの運転状態に合わせて、
DC電圧の昇圧レベルやインバータベクトル制御の出力電圧
波形を調整し、コンバータ、インバータ、モータの損失の合
算が最も小さくなるように制御するアルゴリズムを新たに考
案した。

これらの改善によりコントローラ損失を従来機対比、約
60％低減した。

図 1　室外機回路構成

4. おわりに
本開発製品での省エネ性向上による消費電力低減の効果

は、1台当たりで約1.4トンの温室効果ガス排出量低減に相
当し、カーボンニュートラル実現に大きく貢献できるものと
考える（注1）（注2）。

今後も、環境へ配慮した製品開発に取り組んでいく。

図 2　製品外観「SRK-23S シリーズ」室内機

（注 1）4.0kW 機「SRK4023S」での数値
（注 2）CO2 量換算

三菱重工サーマルシステムズ株式会社
空調機技術部ルームエアコン設計グループ　　052-503-9214
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1．新型デジタルリレー 
MELPRO-CHARGE3/HB

1．1　概 要
従来機種から大幅に機能を向上、競争力を強化した

国内および海外向け新型デジタルリレー MELPRO-
CHARGE3およびMELPRO-HB（図1）を開発した。

1．2　特 長
（1）国内、海外双方での変電所通信規格IEC 61850適

用拡大に伴い、規格追加や改定に迅速に対応するた
め、双方を共通プラットフォームで開発した。

（2）電圧や電流等の電気量のサンプリング速度を従来の
約20倍となる5万7600Hzとし、従来の保護制御
機能だけでなく、電力品質監視などのデータ利活用
に向けても適用可能なものとした。また、事故記録
は最大で従来比約5倍の1万4400Hz、記録容量も
従来の約400倍以上とし、解析機能を向上させた。
停電時も記録を保持するよう記録領域の性能も向上
した。

（3）ユーザインタフェースとして7インチのカラータッチ
スクリーンを採用し、大幅に視認性・操作性を向上
させた。入力電気量のベクトル図表示や単線図を表
示可能とし、保守や運用の効率化を図った。さらに、
タッチスクリーンから、直接、詳細情報の閲覧・確
認が可能とし、保守用パソコンを不要とした。

（4）複数CPU基板で実現していた機能を1基板に集約
実装することで部品点数削減を実現した。また、従
来はリレー盤に実装していた切替スイッチをタッチ
スクリーン上の設定とするなどで、盤部材削減への
寄与も図っている。

図 1　海外向け新型デジタルリレー MELPRO-HB

2．分電盤・制御盤用遮断器「KC シリーズ」
スプリングクランプ端子仕様の開発

2．1　概 要
遮断器「KCシリーズ」に、ねじ端子に比べカンタン

＆スピーディーに配線でき、振動、衝撃に強いスプリン
グクランプ端子仕様を開発した（図2）。国内初となる
50アンペア通電の実現により、制御盤用途だけでなく、
ビル、テナントを含む電灯分電盤用途での利用を可能に
した。

2．2　特 長
（1）最大通電電流を32から50アンペアに拡大

長期耐久性に優れた端子部構造を開発し、また定格電
流50アンペアでの遮断を実現することで、ビル、テナン
トを含めた電灯分電盤用途にも対応可能とした。

（2）線種選択幅の拡大
利用できる電線は、フェルール端子付きより線だけで

なく、単線、より線が接続可能。フェルール端子の手配、
圧着作業が不要となり、お客さまの利便性向上を実現し
た。

（3）付属装置横幅の30％小形化
付属装置の端子台にもスプリングクランプ端子台

をラインアップ。従来のねじ端子台横幅18mmから
12.5mmにスリム化し、盤の小形化に貢献した。

　　

図 2　分電盤・制御盤用遮断器「KC シリーズ」 
スプリングクランプ端子仕様

三菱電機株式会社 1．系統変電システム製作所　保護制御製造部　保護システム設計課 078-940-8130
 2．福山製作所　低圧配制システム部　遮断器開発第一グループ 090-7123-4015
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顧客の安心・安全の要求に応える 
インバータホイスト U3 形の開発

1．クレーン及び搬送機器
1．1　インバータホイスト U3 形開発

昨今の建築、製造等の作業現場において、クレーン等
による年間死傷者数は徐々に減っているものの、依然と
して年間1500人を超えており、安全とは言い難い状況
である。使用するクレーンやホイストについても、労働
安全衛生法等コンプライアンス遵守の観点から、顧客側
でも安心・安全を訴求する機能についての要望が増えて
きているが、全ての対応は難しい。

当社はホイストの製造・販売・保守を一貫して行って
おり、その中で販売の主力製品はインバータホイストで
ある。1994年からホイスト専用インバータを搭載したU
形走快停シリーズを販売し、2005年にU2形へリニュー
アルしてから現在まで、お客さまに大変好評をいただい
てきた。

今回、顧客の安心・安全の要求に応えるため、イン
バータホイストU2形を新たにバージョンアップしたU3
形を開発し、2021年より販売を開始した。大きな変更
点としては、以下の（1）～（3）である。
（1）荷振れ防止機能標準装備
（2）軽負荷高速機能のワイドレンジ化
（3）シンクロ制御機能対応（オプション）

1．2　荷振れ防止機能
ホイスト横行運転時に発生する、吊り荷の振れ量を抑

制するものである。荷振れ防止機能を設定した場合、通
常運転と比べて吊り荷の振れ量が約5分の1になるため、
ホイストの操作に慣れていない作業者でも安心して使用
することができる。手元の押しボタンでも機能をON/
OFFすることも可能（オプション対応）であり、多くの
製造工場で使用いただき好評を得ている。

関連製品として2023年4月から販売している走行用
インバータ制御盤（TIB2形）も、荷振れ防止機能を標
準装備している。TIB2形単体でクレーンの走行へ荷振
れ防止機能を搭載することも容易であり、ホイストと組
み合わせることで、横行・走行とも荷振れ防止機能を搭
載したクレーンとすることができる。

荷振れ防止機能使用時は、通常運転と比較すると、横
行・走行時に位置調整で使用するインチング操作の応
答性が若干低くなったように感じるとの声があったため、
違和感なく操作ができるように改良した製品を2024年
4月から販売を予定している。

1．3　軽負荷高速機能のワイドレンジ化
軽負荷高速機能は巻上げ下げ時の荷重が軽い場合、

高速運転に自動で切り替わる機能である。U2形の場
合、定格荷重の0～25％の荷重で動作する機能であるが、
U3形で50％荷重まで対応可能としたため、これにより
さらなる生産性向上が見込める。

1．4　シンクロ制御機能（オプション対応）
長尺物をホイスト2台で共吊りする際、ワークによっ

ては傾きやすい形状のものがある。そのようなワークで
も安全に吊り上げるために通信用の基板を1枚追加する
ことで、お互いのホイストのフック位置情報を取り込み、
運転中に生じたフック位置の差を自動で補正する。

運転開始時、停止時の自動位置合わせ機能も装備して
おり、任意で機能のON/OFFが可能。またフックの傾
きの位置を記憶することができるため、ワークの形状に
より荷を傾けた状態で巻上げ下げをすることも可能であ
り、どのような形状のワークでも安全に吊り上げること
ができる。

U3形ホイストについては、設備導入時の中小企業向
け税制優遇対象機種となっている（2023年12月現在も
継続中）。今後も顧客の安心・安全の要求に応えるべく、
より良い製品開発を進めていきたい。

三菱電機FA産業機器株式会社
技術部ホイスト設計課　　092-805-3631
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リモート監視による環境配慮型 
特別高圧変電所スマート保安の実現

1．概 要
昨今、地球温暖化やそれに伴う自然災害の甚大化、労働人口の減少な

ど、社会課題が深刻化・複雑化している。
電力インフラにおいては、環境負荷の少ない製品提供が求められると

ともに、電気設備の維持管理要員の確保と技術伝承なども課題となって
いる。経済産業省では、産業保安力を強化する方策として、IoT/AIを
活用した「スマート保安」を官民で連携して推進している。

これを受け当社は、環境配慮型受変電機器（以下、環境配慮型製品）
に各種センサを取り付け、その情報をクラウドベースのリモート監視シス
テムに蓄積・活用することで、環境配慮型特別高圧変電所（以下、特高
変電所）のスマート保安を実現した。

2．特高変電所に関する取組み
2．1　環境配慮型製品の導入

特高変電所は、特高開閉器、特高変圧器、高圧盤、所内盤で構成
（図1）され、環境配慮型製品を積極的に導入している。以下に各製品の
特長を述べる。

特高開閉器は、絶縁媒体として、従来のSF6ガスではなくドライエア
を採用している。これは環境性、供給性、安全性に優れ、ライフサイク
ルを通した温室効果ガス排出量削減に寄与している。

特高変圧器は、絶縁油としてパームヤシ油を採用している。万が一の
漏油の際にも土壌で分解されるため、環境負荷が少ない。

所内盤は、塗装を必要としない高耐食溶融めっき鋼板で構成されてい
る。従来の盤は、塗装工程で温室効果ガスおよび揮発性有機化合物を排
出するが、当該鋼板は塗装工程自体を必要としないため、これらの排出
を抑制できる。

2．2　リモート監視システム
特高変電所に導入したIoT構成（図2）では、既存の制御系とは別に、

センサ類（図3）から得られるデータ（以下、センサデータ）を収集す
る保全系を追加し、センサデータをクラウドベースのリモート監視システ
ム（図4）に蓄積する。この蓄積されたセンサデータを巡視点検の省力化、
設備状態の遠隔把握などに活用する。

2．3　「スマート保安モデル」の評価・承認
当社のスマート保安技術は、経済産業省保安局が所管する独立行政

法人 製品評価技術基盤機構のスマート保安プロモーション委員会により、
「スマート保安モデル」として評価・承認された。これにより、経済産業
省保安局へ提出する保安規程のうち、巡視点検および定期点検の周期や
点検方法を改定する届け出が受理された。

その結果、巡視点検および定期点検の時間・費用を削減することがで
きた。巡視点検については、点検間隔を1週間から1カ月ごとに変更し、
かつセンサデータを用いた点検自動化を行った。これにより、巡視点検
時間を最大86％（当社比）削減した。また、停電を伴う定期点検につい
ても、点検間隔を1年から6年ごとに変更し、定期点検費用を34％（当
社比）削減することが可能となった。

3．まとめ
当社の特高変電所におけるスマート保安の実現例について紹介した。

本件で構築したスマート保安モデルは、点検方法変更や点検周期延伸な
ど、ライフサイクルコスト削減に寄与する。

今後、リモート監視システムに蓄積されたデータのさらなる解析を進
め、予兆保全や余寿命診断などの新たな価値を創造し、設備保守合理化
に貢献していく所存である。

株式会社 明電舎
コーポレートコミュニケーション推進部　　03-6420-8100

図 3　受変電機器に取り付けたセンサ例

図 4　リモート監視システム

図 1　沼津事業所　特高変電所の構成

図 2　特高変電所に導入した IoT 構成
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カーボンニュートラルに貢献する自家消
費型太陽光発電用パワーコンディショナ
～発電電力を最大限活用可能な Enewell-SOL P3A 
25kW の製品化～

1．背 景
カーボンニュートラル実現に向けてクリーンエネルギーへの切り

替えが加速度的に進められる中、環境省は民間企業や地方自治体
等が、屋根や駐車場に太陽光発電を設置しその電力を建物内で消
費する、いわゆる自家消費型太陽光発電＊1の導入を促進し、2030
年度までに20GWの導入目標を宣言した。

また、再生可能エネルギー固定価格買取制度（FIT）の縮小と
ともに、エネルギー価格の高騰、BCP（事業継続計画）や環境対
策など、企業の課題意識の高まりから、今後、自家消費型太陽光
発電市場の拡大が予測される。

自家消費型太陽光発電では、系統側への電気の逆流（逆潮流）
が発生しないように、建物内で使用する消費電力を監視しながら発
電電力をうまく制御することで、発電電力を最大限活用することが
重要となる。

そこで、当社はこれまで培ってきたパワー変換技術を活用した、
自家消費型太陽光発電システム（図1）に最適なパワーコンディ
ショナEnewell-SOL P3A 25kW（以下、P3A）（図2）を開発、
これまでの製品に加え新たなラインアップとして2023年5月に日
本市場へ投入した。P3Aは発電電力を最大限活用し、CO2削減に
より、カーボンニュートラルの早期実現に貢献できる。

図 1　自家消費システムのイメージ図

図 2　Enewell-SOL P3A 25kW

2．特 長
P3Aは、自家消費型太陽光発電システム用途に特化した機能・

構造で、発電電力を自家消費へ最大限活用できる。国産メーカー
としての知識を生かし、工場などの電源設備、設置環境を十分考
慮した設計となっており、最小限の設備・施工費用で導入すること
が可能である。以下に五つの特長を示す。

（1）既存の三相 200V 級電源（S 相接地）に 
絶縁トランスレスで直接接続が可能

P3Aは、以下二つの手法により、漏えい電流が非常に小さく、
絶縁トランスが不要なシステムを構築（図3）

・太陽電池の対地電圧を抑えた回路トポロジーの採用
・漏えい電流抑制制御の採用

図 3　絶縁トランス不要なシステム例

（2）高効率（変換 JIS 効率：96％）を実現
自己発熱低減により、部品の高寿命化・製品信頼性向上

（3）密閉構造・外部ファンレス構造の実現
IP55かつ外部ファンレス構造採用による重塩害地域への設置に

標準対応し、低騒音化も達成。また外部ファンがないことで、メン
テナンス工数／保守費用の低減に貢献。

（4）グリッドコード新要件に対応
2025年4月以降に適用される新要件にも対応しており、安心し

て継続利用が可能

（5）自立運転機能（多機能品）＊2

災害時などの停電の際に非常用電源として役立つ。

＊ 1 自家消費型太陽光発電とは
固定価格買取制度を利用して発電した電気を売るのではなく、自社設備で
使用するもの。電力会社から買って使う電気から、自家発電の電気に変わ
ることで、電気代が削減できる。休業日が少なく、日中の電気使用量が多
い施設は、発電した電気を最大限活用できるため、自家消費型太陽光発電
システムの導入に特に向いている。

〈参考ウェブサイト〉 
https://ondankataisaku.env.go.jp/re-start/howto/08/

＊ 2　標準品と多機能品の二つをラインアップ
標準品：必要十分な機能に絞った製品
多機能品：自家消費や自立運転機能を搭載した製品

株式会社 安川電機
広報・IR 部　　093-588-3076
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分散電源系統連系時の短絡電流低減対策
にモールド限流リアクトル

1．限流リアクトルの必要性
地球温度化対策としてのカーボンニュートラル実現に向

けた取組みとして、電力分野においてはクリーンな発電設備
（太陽光、風力、バイオマスなど）の導入が進められており、
このような分散電源を系統連系した電力の活用は、今後ます
ます進展すると予想されている。

しかし、既存の電力系統に新たな電源を連系した場合、短
絡容量が増加し、既設遮断器の遮断容量を超過する可能性
がある。

このような事態の対策手段の一つとして､受配電設備に限
流リアクトルなどを設置し、短絡電流を低減する方法がある。
経済産業省の省令である「電気設備技術基準」においても

「分散型電源の連系により、一般送配電事業者が運用する電
力系統の短絡容量が、当該分散型電源設置者以外の者が設
置する遮断器の遮断容量又は電線の瞬時許容電流等を上回
るおそれがあるときは、分散型電源設置者において、限流リ
アクトルその他の短絡電流を制限する装置を施設すること」
と示されている（傍線筆者）。

2．リショーモールド限流リアクトル
限流リアクトルは、電源設備に直列に挿入し、インピーダ

ンスを付加することで短絡電流を抑制する。
限流リアクトルには、大きな短絡電流が流れた際にも所定

のインピーダンスを確保し、またその際発生する大きな機械
力にも耐える必要がある。

これらに対応するため、当社の限流リアクトルは、空心か
つモールドタイプを採用している。

2．1　優れたインダクタンス特性
空心タイプはその名の通り鉄心がなく、コイルのみでイン

ダクタンスを得るリアクトルであるため、大電流による磁気
飽和はなく、また3相一体構造であるが、共有する磁路がな
いため、一線地絡時にも他相に悪影響を与える恐れはない。

2．2　漏れ磁束による異常加熱対策構造
空心コイルの磁束を周囲に拡散させると、自身のフレーム

や周辺の金属構造物を異常加熱させる。この対策として当
社は、コイルの固定構造の一部に磁性材料を使用することで、
自身および周囲の金属構造物の異常加熱を防いでいる。

2．3　短絡電流耐力に優れたコイル
短絡電流が流れると、非常に大きな機械的応力がコイルに

発生するため、それに耐える強度も必要である。当社の限流
リアクトルのコイルモールドは、充填（じゅうてん）したガ
ラス繊維にエポキシ樹脂を真空含浸する方式を採用しており、
非常に機械力が強い特長を有している。

3．まとめ
分散電源（クリーンエネルギー）の導入はますます活発化

しており、またさらに進むものと予測され、それら電力を系
統連系し安全に運用するためには、不測の事態に備えた対策
も必要である。

当社のモールド限流リアクトルが、クリーンエネルギー導
入によるカーボンニュートラル達成の一助となることを期待
する。

リショーモールド限流リアクトルの仕様例
仕 様

回路電圧（kV） 6.6 6.6 11
定格電流（A） 30 240 40
相 数 3 3 3
インダクタンス

（mH） 0.100 2.15 1.60

短絡電流（kA-s） 12.5-1 12.5-0.1 10-2
定格周波数（Hz） 60 50 60
絶縁種別 F F F
質量（kg） 330 1150 1090
寸法（mm） 950×580×830 1640×700×1100 1600×900×1130

利昌工業株式会社
管理本部広報担当　　06-6345-8378
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2024 年度 国内外の経済見通し 
～成長と分配の好循環への挑戦が続く日本経済～

三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社

調査部　主席研究員　小 林 真一郎

本稿は 2023 年 12 月 15 日に、一般社団法人 日本電
機工業会（JEMA）で開催した講演会「2024 年度　国
内外の経済見通し」の内容に、講師が最近の情勢を踏ま
えて書き起こしたものである。

1．景気の現状 ～緩やかに持ち直している
が、一部に弱さが見られる

1．1　アフターコロナ期への移行が完了
物価上昇や海外経済の減速による下振れが懸念される

中、景気は緩やかに回復しているが、一部に弱さが見ら
れる。

2023 年度になると、新型コロナウイルスの感染拡大
に対する警戒感が急速に薄れ、景気へのマイナス効果も
次第に後退した。特に、5 月 8 日に感染症法上の分類が
5 類となって以降は、経済社会活動の正常化の動きが加
速し、需要回復の勢いが強まった。

まず、コロナ禍で支出が抑制されていた宿泊・飲食
サービス業、レジャー・旅行業などの個人向けサービス
業、旅客輸送業といった対面型サービス業への需要が一
気に増加した。また、先送りされた更新投資や情報化投
資に加え、アフターコロナ期を見据えての前向きな投資
が増加し、企業の設備投資は底堅く推移し、景気全体を
底上げした。さらに、半導体など部品不足による自動車
の生産制約が解消に向かい始め、個人消費や輸出を押し
上げた。

この結果、実質 GDP は 23 年 4 ～ 6 月期に前期比＋
0.9％と高い伸びとなり、実質 GDP の水準も、消費増

税前の駆け込み需要で盛り上がった 2019 年 7 ～ 9 月
期を上回って過去最高を更新した（図 1）。

図 1　実質 GDP の推移

そのまま順調に持ち直していくことが期待されたが、
しかしその後の足取りは重く、2023 年 7 ～ 9 月期に実
質 GDP 成長率は前期比－ 0.7％（年率換算－ 2.9％）
と 3 四半期ぶりのマイナス成長に陥った。あくまで景気
が緩やかに回復する中でのスピード調整であり、景気腰
折れを示唆するものではない。しかし、内容を詳しく見
ていくと弱さが目立ち、景気回復力は力強さに欠けるこ
とが確認される。

中でも心配されるのが、内需が 2 四半期連続で前期比
マイナスとなった点であり、しかも内需の 2 本柱である
個人消費と設備投資の両者とも 2 四半期連続でマイナス
となってしまった。

1．2　名目と実質のかい離が広がる
2023 年度上期は、コロナ禍の影響が剥落し、経済社

会活動が正常化に向かって進んでいるタイミングであっ
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たが、その中で内需が減少し続けていたのは、物価高と
いうマイナスの影響が大きかったことが原因である。

個人消費においては、百貨店販売額などの名目値は増
加傾向にあるが、これは家計が支払う金額が増えている
ことを示している。しかし、家計がお金を多く使ったと
はいえ、それは価格が上がったためであり、物価上昇分
を除いた実質値では減少している。こうした実質値の減
少は、物価高が進んでいる財で生じている。つまり、財
においては、以前と同じ金額を支払っても、同じだけの
量を購入できていない状態にあり、この結果、対面型
サービス業への支出増加分が相殺され、実質での個人消
費が減少しているのだ。

設備投資でも同様の現象が生じている。名目値で増加
傾向にある一方、実質値が減少しているが、これは計画
に沿って設備投資を実施しているが、コストが増加して
いるために、十分な投資ができていない状態である。特
に、オフィスビル、店舗、工場の建屋など建設関連のコ
ストが増加しており、金額を支払っても予定通りに投資
ができていない。

このように、足元では名目 GDP と実質 GDP のかい
離が急拡大している。このかい離幅が物価（GDP デフ
レーター）であり、7 ～ 9 月期は前年比＋ 5.3％まで上
昇した。これは現行の発表形式となった 1981 年 1 ～ 3
月期以降では過去最大の伸び率であり、足元の物価上昇
圧力は歴史的な高さである。

2．コロナ禍を経て生じた 
日本経済の構造変化

日本経済は、新型コロナウイルスの感染拡大防止に
配慮しつつ、経済社会活動の活性化を図るというウイズ
コロナ期を脱し、すでにコロナ禍の影響を全く受けない
アフターコロナ期に入っている。しかし、経済や社会の
姿がコロナ禍前と全く同じ状態に戻る訳ではない。過去
にも大きなショック、例えば、オイルショック、プラザ
合意、バブル崩壊、リーマンショックなどが発生した後
には必ず経済構造が大きく変化しており、今回のコロナ
ショックにおいても何らかの変化が生じると考えられる。
こうした構造変化は景気の行方を大きく左右するもので
あり、今回は次のような構造変化が生じたと考えられる。

2．1　普通に物価が上がる時代へ
GDP デフレーターの伸び率でも指摘したが、コロナ

禍を境に急速に物価上昇圧力が高まるという変化が生じ
た。消費者物価指数（生鮮食品を除く総合。以下、コア）
で見ても、2021 年度の前年比＋ 0.1％に対し、2022 年
度は同＋ 3.0％に急上昇した。さらに 2023 年度上期は
同＋ 3.1％まで上昇したが、これは政府の物価高対策に
より電気代および都市ガス代が押し下げられることで、
1％ほど伸び率が低くなっている。実態は 4％を超えてお
り、実に 42 年ぶりの高さである。

もっとも、物価高は必ずしも悪い状態ではない。例え
ば、より景気の実感に近い数字とされている名目 GDP
が勢いよく増加していれば、それだけお金が回っている
ということである。そうであれば、多少、物価高が進ん
でも問題ないように思える。そもそも、デフレからの脱
却が長期間にわたって日本の抱える最大の課題とされて
きたという経緯もある。

しかし、物価高も長期化すると、将来への不安が高
まって節約志向が強まり、家計や企業がお金を使うのを
控える、すなわち名目の数字も減るリスクがある。しか
も、物価上昇に慣れていない家計が 42 年ぶりの物価高
に直面すると、相当の戸惑いを感じることになる。

家計においては、このように物価が上昇しても、コロ
ナ禍で使い道がなく結果的に積み上がった貯蓄が消費に
回るため、マイナスの影響は軽微との見方が有力であっ
た。しかし、2023 年度上期の個人消費の動きを見ると、
将来の物価高に備えて貯蓄が塩漬けのまま消費に回らな
いリスクが出てきたといえる。

同様に企業においても、設備投資計画の予算を超えて
しまうと、金額を追加するのではなく、予算内に収める
ために投資の一部が先送りされる、もしくはキャンセル
されるリスクがある。

2．2　需要不足より供給不足が懸念される時代へ
物価高となった直接の原因は、原油などの資源価格

急騰や円安によって輸入物価が上昇したことである。さ
らに、企業がコスト高を販売価格に転嫁することを躊躇

（ちゅうちょ）しなくなったことも効いている。
こうした企業の価格設定スタンスの変化の背景にある

のが供給不足である。需要不足の状態では、値上げする
と途端に販売が低迷するため、値上げを取り消さざるを
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得ないこともあり、値上げに踏み切っても小幅であった。
このため、物価はなかなか上昇しなかった。

しかし、コロナ禍では、供給不足に陥ったことで価格
上昇圧力が高まり、企業や家計もそれを受け入れざるを
得ない状況に追い込まれた。

具体的な供給不足の状態は、第一に、コロナ禍で生産
活動の停止、物流の停滞などグローバル・サプライチェー
ンの混乱が発生したことに起因する。改めて供給が不足、
停止するリスクへの危機感が高まり、値上げを受け入れ
る姿勢が、日本のみならず全世界で強まった。さらに、
コロナ禍で需要が抑制され、先送りされた結果、需要が
一気に回復してきた局面では、家計、企業とも手元資金
に余裕があったため、ある程度の価格高は容認された。

こうして、コロナ禍という特殊な環境を経験すること
で、供給が不足すれば価格が上がるという当たり前のこ
とが、家計や企業において改めて浸透していったと考え
られる。

そして第二は、人手不足による供給制約の問題である。
人手不足については、少子高齢化の進展・労働力人口
の減少という構造変化の下で、コロナ禍前より一部の業
種においてすでに生じていた現象であるが、コロナ禍に
おいて一時的に需要が急減したことで供給制約が解消さ
れ、人手不足感も緩和した。しかし、コロナ禍明け後は、
対面型サービス業では需要が一気に回復し、再び人手不
足が強まっている。

2．3　新たな働き方が定着へ
働き方についても、大きな変化が見られた。すでにコ

ロナ禍前より、労働力を確保するために、女性や高齢者
など多くの人が労働市場に参加できるようさまざまな改
革が行われていた。ただし、改革の進め方については手
探りの状態であったため、緩やかなペースでしか進んで
いなかった。

しかし、コロナ禍では働き方改革を加速せざるを得な
い状況に陥った。例えば、自宅でのテレワーク推進や業
務のリモート化をはじめとする各種の試みが、実証実験
や細かいルール作りを省略して、いきなり実践に移され
ることになった。また、会議、打ち合わせ、商談などが
オンラインで実施され、ペーパレス化の推進や各種書類
における押印の廃止も時間や労力の無駄を省くことにつ
ながった。

こうした変化は、社会全体で危機感をもって対応する
ことで急速に浸透したものであり、今や業務スタイルの
スタンダードとして定着しつつある。やむを得ず導入さ
れた制度や仕組みであっても、真に必要なものはアフター
コロナ期でも継続されるだろう。

この結果、労働参加のハードルを低下させ、潜在的な
労働力を掘り起こすことで、労働力人口を押し上げると
考えられる。また、通信環境などのインフラ整備や AI
など新技術普及も加わって、労働生産性を向上させるほ
か、余暇の創出、副業・兼業の広がりなどにつながり、
潜在成長力の底上げを促すと期待される。

3．2024 年度の日本経済 ～コロナ禍明け
後の需要回復が一巡する中でペースは
緩やかにとどまるが、景気回復は続く

3．1　リベンジ消費による需要押し上げは一巡
景気が底割れしたわけではないため、2023 年 10 ～

12 月期の実質 GDP 成長率は、前期比プラスに復帰す
る見込みである。企業の設備投資意欲は引き続き強く、
雇用情勢の改善が続き、名目賃金は増加している、自動
車の生産制約解消で個人消費や輸出が押し上げられる、
インバウンド需要の増加が期待されるなど景気のプラス
材料も多い。また、世界的な半導体需要が底打ちしてい
る、米国を中心に海外経済の下振れリスクが後退してい
るなどの明るい兆しもある。

一方、これまで需要を押し上げてきたコロナ禍明け後
のリベンジ消費は、夏場にほぼ一巡したと考えられる。
このため、コロナ禍前の生活水準を取り戻そうとする需
要増加による景気押し上げ効果は期待薄である。

また、物価上昇圧力はピークアウトしたとはいえ、依
然高止まった状態にあり、消費を取り巻く環境は厳しい。
このため、10 ～ 12 月期の実質 GDP 成長率はプラス成
長に復帰したとしても、7 ～ 9 月期の落ち込みを十分に
は取り戻せず、引き続き緩やかな回復ペースにとどまろ
う。

3．2　カギを握る 2024 年春闘の行方
2024 年入り後の景気は、物価高の行方と共に、春闘

での賃上げ率に大きく左右されそうだ。消費の腰折れ
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をきっかけとした景気悪化のリスクを回避し、回復を維
持するために必要なのは、家計において賃金は継続的に
上昇するとの期待感が高まることである。そのためには
2024 年の春闘の賃上げ率が一定の伸びを確保できるか
どうかが重要となる。

2023 年春闘の賃上げ率（定期昇給込み、厚生労働省
「民間主要企業春季賃上げ要求・妥結状況」ベース）は、
2022 年の 2.20％に対し、3.60％と 30 年ぶりの高さと
なった（図 2）。これは、人手不足への対応や、物価上昇
に配慮して積極的な賃上げに踏み切る企業が増えたため
であり、もちろん企業業績の回復が進んでいることも背
景にある。このため、2023 年度になって賃金上昇率は
高まっているが、それでも物価上昇率の方が高く、実質
賃金はマイナスの状態にある。実質賃金のマイナスが続
けば、家計が将来に備えて貯蓄を増やそうとし、消費が
冷え込む恐れがある。

図 2　春闘の賃上げ率の推移

これに対して 2024 年は、賃上げに前向きな姿勢を示
す企業が増加するなど、2 年連続で高い賃上げ率が達成
される可能性が高まっており、長年の課題であった賃金
の上昇を伴った物価上昇が実現できるチャンスが巡って
きている。ただし、賃金上昇が消費拡大に結び付くため
には、①賃金上昇が続くとの期待感の向上に加え、②賃
上げの裾野の拡大（業種、企業規模、地域など）③賃金
の底上げ（年齢、正規・非正規など）が同時に進む必要
がある。

3．3　物価上昇圧力は鎮静化し、消費底割れ回避
一方、物価上昇圧力は徐々に弱まっていくと予想され

る。原油など資源価格がピークアウトしたためエネルギー

価格は下落に転じており、消費者物価（コア）は、12 月
に前年比＋ 2.3％と、物価高対策の効果もあって 2023
年 1 月の同＋ 4.2％から伸び率は鈍化した。今後も各種
のコスト高を価格に転嫁する動きが食料品を中心に継続
すること、最近の円安によって輸入物価が上昇すること、
さらには政府の物価高対策による押し下げ効果が剥落す
ることなどから、物価の伸び率の縮小ペースは緩やかに
とどまろう。それでも最大のコストプッシュ要因である
エネルギー価格の下落が続くことで、消費者物価（コア）
は、2024 年後半には 2％を割り込む見込みである。

こうして消費を取り巻く環境が徐々に好転すれば、リ
ベンジ消費の一巡後も、個人消費は増加基調を維持する
ことができると思われる。

海外経済についても、引き続き下振れが懸念される。
中でも中国経済の行方については不透明要因が多いが、
経済対策による下支え効果もあり、緩やかな持ち直しの
動きが続くと見込まれる。一方、米国では個人消費が堅
調で、景気が底堅さを維持している。物価高や金融引き
締めによるマイナスの影響はあるが、物価上昇率の鈍化
により実質可処分所得が増加に転じており、個人消費は
今後も堅調な推移が見込まれる。2024 年前半には金融
引き締めを解除できる環境が整うと期待され、景気回復
の動きに弾みがつこう。このため、海外経済については、
ロシアのウクライナ侵攻の長期化、中東情勢の悪化と
いった地政学リスクがある中でも、徐々に回復傾向が強
まっていこう。

こうした状況下、2024 年度も国内景気は緩やかな回
復が続くと予想する。実質 GDP 成長率は、23 年度の
前年比＋ 1.5％に対し 1.0％と、4 年連続でプラス成長
を達成するであろう（図 3）。

図 3　実質 GDP 成長率の予測
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1．概　要

開催会議 Asian Meeting of High Power 
Laboratories

開催期間 2023 年 12 月 6 日～ 7 日
開催地 西安（中国） 

【ウェブを併用したハイブリッド会議】
参加者 中国、韓国、インド、日本

2．背　景

現在、世界レベルでの電力需要は年々増加しており、
電力系統は、高電圧化、広域化、多様化している。それ
に伴い、大電力試験に対するニーズも増加しており、各
国の大電力試験関係者は、試験設備の増強や多様化する
電力機器に対する試験技術の確立を急いでいる。

大電力試験に関しては、国際的な組織として国際短絡
試験協会（STL：Short-circuit Testing Liaison）が
設立され、大電力試験における共通の基準作成、適合
性評価制度の確立を目指して活動している。日本におい
ては、STL に対応する組織として、一般社団法人 日本
電機工業会（JEMA）に日本短絡試験委員会（JSTC：
Japan Short-circuit Testing Committee）を設置し、
国内における試験機関相互の規格解釈によって、試験の
統一化、実施上の技術的諸問題の検討調整、試験技術
向上のための情報交換などを進めている。

JSTC は、2003 年に日本、韓国、中国、インドの関
連試験研究所によるアジア大電力試験所会議（AMHPL：
Asian Meeting of High Power Laboratories）の設

立を提案し、毎年 1 回、定期的に会合を設け、アジアの
試験所間の連携強化・技術交流に努めている。新型コロ
ナウイルスの影響によって、2020 年から 3 年続けてウェ
ブ会議で開催していたが、今年は 4 年ぶりの対面開催と
なった。

3．目　的

AMHPL では、STL 活動として実施しているプロジェ
クトの調整を図るとともに、最新技術の情報交換を行う
ことによって、電力需要が伸びているアジア地域におい
て、STL メンバ間の連携を図り、かつ、日本がリーダ
シップを発揮することによって、日本のプレゼンスをさら
に向上させる。

4．会議概要

AMHPL は、JSTC が主催し、参加国が持ち回り
でホストを務めている。今回は西安高電圧機器研究院

（XIHARI：中国）のアレンジによって西安（シーアン）
で開催され、ウェブも併用したハイブリッド開催となっ
た。

出席者は、中国から 18 人、韓国から 8 人、インドか
ら 7 人（ウェブ）、日本から 11 人（ウェブ：4 人）の計
44 人だった。

日本からの出席者は、以下のとおりである（敬称略）。
なお＊は、ウェブ出席を示す。

田中　康規（金沢大学、日本短絡試験委員会：委員長）
皆川　忠郎（三菱電機、日本短絡試験委員会：幹事）

第21回　アジア大電力試験所会議 
ウェブ会議 出席報告

日本短絡試験委員会

委員長　田 中 康 規◇ 1

幹　事　皆 川 忠 郎◇ 2

◇ 1　金沢大学　理工研究域　電子情報通信学系　教授 
◇ 2　三菱電機株式会社　系統変電システム製作所　主管技師長

トピックス
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新海　　健（ 東京工科大学、日本短絡試験技術委員
会：委員長）＊

合田　　豊（ 電力中央研究所、日本短絡試験技術委
員会：幹事）＊

中島　昌俊（富士電機、日本短絡試験委員会：委員）＊

神足　将司（ 電力中央研究所、日本短絡試験技術委
員会：委員）＊

橋本　優平（東芝エネルギーシステムズ）
赤星　卓勇（三菱電機）
常世田　翔（三菱電機）
井上　博史（ 日本電機工業会、日本短絡試験委員会：

事務局）
川口 芙由加（ 日本電機工業会、日本短絡試験委員会：

事務局）

5．審議内容

5．1　大電流計測器による比較試験
STL における主要な活動の一つに、大電流計測器によ

る比較試験が挙げられる。国際的な基準としている大電
流計測器（基準シャント）を複数の大電力試験所に巡回
し、測定結果を比較検討することによって測定の不確か
さを評価し、その結果、計測のトレーサビリティを確立
することを目的としている。

STL では、現在、欧州・アフリカ地域と、アジア・北
米地域とでそれぞれ基準シャントを用いた第 3 期巡回試
験の準備を行っている。

巡回試験の前に行う欧州・アフリカ地域の基準シャン
トと、アジア・北米地域のシャントの抵抗値の校正、お
よび基準シャント同士による国際比較試験が完了し、結
果も良好であった。校正データの詳細は、試験報告書に
記載され、第 3 ラウンドのシャントガイドにも記載され
る予定である。

アジア・北米地域の基準シャントは、JSTC が管理・
運用している。アジア・北米地域のシャントを用いた各
試験所での比較試験の今後の巡回スケジュールについて
確認し、JSTC が連絡・調整した上で速やかに開始する
ことが確認された。

5．2　関連技術情報交換
AMHPL では、上記比較試験のほかに、関連する規

格類の標準化動向、関連する試験技術の情報交換など、
国際学会と同等の活動も行っている。上述の「大電流計
測器による比較試験」以外に、IEC・CIGRE 活動報告：
3 件、測定技術：2 件、大電力試験技術：9 件の発表が
あった。JSTC からは、次の発表を行った。

・IEC/TC42（高電圧試験）活動報告
・IEC/SC17A/MT28（遮断器）活動報告
・CIGRE Session 2023（SC A3/B3）（国際大電力

システム会議、送変電・配電機器／変電所および電
気施設）のトピックス

・最新の技術動向に合わせた高電圧・大電力試験方法
の紹介

6．おわりに

AMHPL は今回で 21 回を迎え、参加者間の関係もよ
り密接になっている。2023 年は、4 年ぶりに対面で開
催することができ、大変有意義な議論を行うことができ
た。

STL のプロジェクトである大電流計測器による比較試
験は、各国ともに重要視している。アジア・北米地域の
巡回試験をとりまとめている JSTC への各国からの期待
も大きく、第 3 期巡回試験の実施に向けて JSTC が主体
的にプロジェクトを進め、AMHPL の場を利用して情報
を共有できたことは意義があるものである。

また、各国からの最新技術紹介に加え、開催国の施設
視察は、各国の取組み状況を把握する上でも重要な機会
である。今回は XIHARI の協力により、高電圧試験設
備・電磁両立性（EMC）試験設備の視察が行われた。

引き続き関係者と調整し、アジア地域での大電力試験
においてリーダシップを発揮し、円滑に第 3 期巡回試験
を進められるように取り組む必要がある。

参加者による集合写真
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1．はじめに

2023 年 10 月 30 日（月）～ 11 月 2 日（木）および 11
月 6 日（月）～ 8 日（水）に、国立研究開発法人 新エネル
ギー・産業技術総合開発機構（NEDO）「再生可能エ
ネルギーの主力電源化に向けた次々世代電力ネットワー
ク安定化技術開発慣性対策 PCS ワーキンググループ

（WG1）」における海外調査の一環として、欧州の送電
事業者、配電事業者、PCS メーカ、大手再生可能エネ
ルギー事業者、オーストラリア（豪州）の電力システム
運営機関、送電事業者を訪問し、慣性力 PCS の先行導
入事例等の調査が行われた。この調査団に、一般社団法
人 日本電機工業会（JEMA）代表として随行し調査を
行ったので概要を報告する。

2．慣性力 PCS とは

分散型電源の導入が進展すると、発電機として半導体
インバータの割合が高まり、回転機（同期発電機）の割
合が減少する。回転機であれば、大きなタービン等によ
り回転を継続しようとする物理的な慣性力を持つが、半
導体インバータにはこのような回転体はないため、系統
全体としての慣性力が低下し、瞬時電圧低下・周波数低
下などに対する耐性が乏しくなると懸念されている。

このため半導体インバータに慣性力を供給する機能
を持たせることが必要となる。このような機能を持つイ
ンバータとして、交流電圧源として動作し、負荷とのバ
ランスで電圧を制御する方式のものをグリッドフォーミ
ングインバータ（Grid Forming Inverter：GFM）と
呼ぶ。これに対して、従来の系統連系インバータで採

用されている交流電流源として制御する方式のものを、
グリッドフォローイングインバータ（Grid Following 
Inverter：GFL）と呼ぶ（注）。

（注）わが国では系統連系インバータをパワーコンディショナ（PCS）と呼んで
いるが、欧米ではインバータである。本稿では、「インバータ」とする。

3．訪問先

欧州調査団と豪州調査団の2団に分けて調査を行った。
欧州には上村、石田、豪州には鈴木、ルベンが随行した。

3．1　欧州訪問先
訪問先 所在地 訪問先の特徴

10 月 30 日 ENEL ローマ
イタリア最大の電力（配電）・ガ
ス事業者　欧州での GFM 導入要
件を検討

10 月 31 日 Transnet 
BW

シュツット
ガルト

ド イ ツ 4 大 送 電 事 業 者（TSO）
の一つ GFM の要件化にも関与

11 月 1 日 SMA カッセル
大手 PCS メーカ 英国で実施中の
プロジェクトに GFM インバータ
を供給

11 月 2 日 Statkraft ロンドン
欧州最大の再生可能エネルギ―事
業者 英国で実施中のプロジェク
トを受注

3．2　豪州訪問先
訪問先 所在地 訪問先の特徴

11 月 6 日 AEMO ブリスベン

豪州のエネルギー市場／システム
運営機関 GFM 導入に向け必要な
アクション整理や、要件の策定を
実施

11 月 8 日 AGL アデレード
豪州で、住宅用および商業用の電
気とガスの発電と小売の両方を手
掛けており、豪州最大の発電事業者

11 月 8 日 Electra 
Net アデレード

南オーストラリア州の送電系統サ
ービスプロバイダ（TNSP）とし
て、送電系統を所有・運用 豪州に
おいて、GFM を実系統に接続した
先進 2 事例（Dalrymple 変電所、
Hornsdale 変電 所 ）を管 轄する
TNSP として、多くの経験を有する

慣性力PCSに関する海外調査報告

富士電機株式会社　上 村 浩 文◇ 1

株式会社 明電舎　鈴 木 茂 之◇ 2

東芝三菱電機産業システム株式会社　インスンサ・ルベン◇ 3

一般社団法人 日本電機工業会　石 田 健 雄◇ 4

◇ 1　技術開発本部　　◇ 2　電力インフラ営業・技術本部　　◇ 3　環境・エネルギーパワーエレクトロニクスシステム部　　◇ 4　技術戦略推進部
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11 月 10 日 に、 メ ー カ 訪 問（Hitachi Energy、
Territory Generation）を予定していたが、先方より
同業他社は訪問不可とされたため、訪問できなかった。

4　調査結果の概要

4．1　ENEL
CENELEC＊ 1 で慣性力インバータの要件の検討を

担当している A. Cerretti 氏を訪問。GFM の規格化動
向について最新の検討状況を説明いただけた。さらに、
ENEL の再生可能エネルギーへの取組み状況についても
説明を受けた。

GFM の技術要件として、現時点では決定された規定
は存在しないが、IEC/TC8X/WG3 などで審議されて
いる。また、IEC 等で標準化される前に、欧州連系規程

（RfG＊ 2）で規定される可能性がある。現在の RfG 1.0
には GFM の規程は含まれていないが、2.0 では記載さ
れる見通しとのこと。

GFM 導入に当たっての課題については、各国で議論
されているが、最も大きな課題として単独運転の問題を
上げ、詳細な説明を受けた（図 1）。GFM インバータが
存在すると自ら電圧を制御できるため、単独運転の可能
性が大きくなる。配電線においては事故の際に配電用開
閉器をトリップさせ、自動再閉路を行うが、この際 GFM
インバータでは単独運転ができてしまうので、単独運転
を認めると、後に単独運転区間を再閉路すると同期が取
れなくなるという問題が発生する。ドイツでは単独運転
を認めた上で同期をとる方法の議論があるが、イタリア
等では単独運転を禁止すべきであるという方向とのこと。

また、CENELEC としては、低圧に GFM を導入し
ない立場とのこと。その理由として、低圧のインバータ
の台数が非常に多く、かつメーカの数も多いため、統一
した技術基準を実装することが現実には困難であるため
である。この点は、後述する TSO（送電事業者）であ
る TransnetBW と見解が異なっており興味深い。
＊ 1　CENELEC：the European Committee for Electrotechnical 

Standardization / EU における標準化団体

＊ 2　RfG：European Network Code on Requirements for Generators

4．2　Transnet BW
ENTSO-E に出向の上、RfG における GFM 機能

の要件化に向け、具体的な検討を主導している Hans 
Abele 氏を中心に、戦略的ネットワーク計画責任者

（Head of Strategic Network Planning） で あ る
Prof. Dr. Michael Schafer 氏と、そのチームメンバー
からドイツおよび欧州における再エネ大量導入に伴う系
統側の課題や、GFM インバータの要件化に関する動向
の説明を受けた（図 2）。

ドイツの北部では風力発電の導入が進む一方で南部
との連系容量が少ないために、システム分断（System 
sprit）という問題があり、主に北部で発電過剰となり周
波数が上昇することを問題視している。必要な慣性量に
ついても、周波数変化率（RoCoF：Rate of Change 
of Frequency）を 1.0Hz/s 以内にするという明確な指
標を定め、ドイツを含む欧州全体のオフラインシミュレー
ションモデルを構築して必要な慣性量の算定を行ってお
り、その結果、50GWs（ギガワット秒）が必要と結論
付けていた。

図１　配電線事故時に単独運転が発生する可能性
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ドイツ国内はベース需要が約 40GW、ピーク需要が
約 90GW なので、非常に大きな慣性量確保が必要であ
り、そのために基幹系統だけではなく、多くの再エネ導
入が進む見込みである配電系統においても慣性量確保
が必要な状況とのこと。一方で、配電系統に GFM イン
バータを導入した場合に一番避けたいことは、配電系統
が単独運転状態になってしまうことで、配電系統の単独
運転防止のための対策が必要という点では認識が一致し
ていた。

ドイツはエネルギー政策として脱原発、脱火力（脱石
油・脱 LNG）を目指しているため、再エネ導入に関わ
る課題解決に対する危機感と当事者意識は、日本に比し
て非常に高いと感じた。日本では太陽光発電の出力抑制
を前提として、出力抑制中に太陽光発電に対して周波数
低下時の出力上げ調整を要求することが検討されている
ことを紹介した時に、「ドイツでは再エネ発電を最大限
利用する議論があるため、そのような抑制を前提とした
要求する議論や検討はない。将来的に太陽光の能力が大
きくなってきた際に議論しておく価値はあると考えるが、
出力を抑制することによる機会損失の補償をどのように
するかという議論が別途必要になる」との考えが示され、
再エネ電力の最大活用に対する意識の違いを感じた。

4．3　SMA
SMA は、英国で実施中のプロジェクトに GFM イン

バータを供給しており、GFM インバータの開発におい
ては業界をリードしていると思われる。彼らの GFM イ
ンバータについての市場ニーズの認識によれば、欧州大
陸ではフランスの原子力などがあるため系統の慣性力は
一定確保されているが、英国にはそのようなものがない

ため、政策的に GFM インバータの導入に積極的である
という。同様な傾向は米国の西海岸エリアにも存在し、今
後世界的に GFM インバータの需要は高まると分析した。

SMA の GFM インバータは、電圧源ソース、慣性力、
系統事故への即時応答、ダンピングの解決、ブラックス
タート、短絡電流の供給などが可能であり、今後の各国
における GFM インバータのニーズに応えられるとの営
業トークに力点が置かれた説明であった。

調査団との質疑で興味深いものを紹介する。

Q1　実証試験（英国の Pathfinder 等）において、
GFM インバータの単独運転後系統への再接続の
際に同期を取ったのか。それとも一度太陽光を停
止させて再並列したのか。

A1　系統側と同期を取った上で再並列した（運転を止
めていない）。

Q2　太陽光単独（蓄電池なし）の GFM は可能か。
A2　GFM は蓄電池とセットである。

Q3　配電系統に納入した実績はあるか。
A3　ない。接続事例は 275 ～ 400kV。

Q4　GFM と単独運転検出は矛盾するが、技術的な解
決はどう考えているか。

A4　非常に難しい。

Q5　同じインバータで、GFL と GFM を切り替えて運
転することは可能か。

A5　可能。

図 2　Transnet BW メンバーと欧州訪問団 
（後列右端が Abele 氏、前列右端が Prof. Dr. Schafer 氏）
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4．4　Statkraft
ノルウェーの電気事業者である Statkraft の子会社

で、英国で再エネ事業を行っている Statkraft UK では、
Chief Electrical Engineer（主任電気技術者）である
Dr. Jason Hill 氏から、英国の Stability Pathfinder
プロジェクトで同社が落札したバッテリーパークでの事
例を中心に、実際に蓄電池を用いた GFM インバータの
性能や機能、その運用に関する話を伺った。

Stability Pathfinder プロジェクトとは、英国の送
電およびガス供給事業者である National Grid ESO

（NGESO）が、慣性力と事故電流供給力を市場で調達
するためのテストパイロット的なプロジェクトであり、世
界的に見ても先進的な取組みである。

NGESO は再エネ導入増加、同期発電機減少による
基幹系統の「慣性低下」「短絡容量低下」が問題と考え
ており、この対策として「慣性力」「事故電流供給力」を
商用ソリューションである市場で確保したい考えとのこ
と。「慣性力」「事故電流供給能力」は 365 日・24 時間
での対応が必要だが、契約の中では運用している 90％
の時間で供給できればよく、10％の時間は違反しても良
いということになっている点が印象的だった。

Statkraft UK が Stability Pathfinder Phase2
（SPP2）で落札したニールストンのプロジェクトは、定
格出力 50MW、蓄電池容量 100MWh で、設備として
の総コストが約 5000 万 GBP（日本円で約 90 億円）の
規模であるが、GFM インバータや蓄電池・集中制御装
置だけではなく、変圧器や土地・接続料金も含まれてい

る。インバータ単体で見ると、GFM 機能ありとなしのイ
ンバータの価格の差は 20 ～ 25％程度とのこと。

また、GFM インバータメーカの選定基準として
「GFM としての能力を実証できるテクニカルモデル（瞬
時値シミュレーション用のモデル）を持っているか否
かである」という話が興味深かった。現時点の蓄電池
GFM 設備の運用は、図 3 に示すように、NGESO に対
して稼働中の秒ごとのデータをオンラインで直接送信す
ることが求められており、事故発生時のデータも全て記
録されているため、想定外の事象が発生した場合には、
計測・保存されているデータを基に事象の分析を行い、
場合によっては瞬時値シミュレーションによる検証も行う
とのこと。一方で、NGESO から送られてくる運転指示
についてはいったん Statkraft UK が持つ中央制御室で
受けて、その内容を人が確認した上で、人の操作により
蓄電池 GFM 設備への指示を出しているとのこと。運転
指示が全て電子化・自動化されていない理由の一つは、
サイバーセキュリティ・データセキュリティの懸念が大き
いためであるとのこと。

4．5　AEMO
AEMO では GFM の運用を本格的に見据えており、

Generator Performance Standards（GPS） に 要
件化などが進んでいる。また GFM の設計に盛り込んで
ほしい要項として、Voluntary Specification が検討
されており、それは、core capability と additional 
capability から構成されている。

図 3　NGESO へのデータ送信と運転指示受入のイメージ
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core capability は機器を GFM とみなす上で基本的
なニーズである。GFL と比較し、core capability は機
器の追加コストをかけずに達成されるべきであり、それ
により、全ての GFM がこれらの core capability を満
たすことができるようにしたいと考えている。

一方 additional capability は、core capability を
応用し提供されるものや、power system support 機
能であるが、機器や運用の追加コストを必要とするため、
何らかの支払いや補償が発生する可能性がある。なお、
GFM によるインセンティブは現在なく、今後検討して
いくとのことであった。

AEMO の管轄内で GFM の BESS（Battery Energy 
Storage System）については運開中の設備もあり、加
えて今後、GFM の BESS の導入を検討しているが、配
電系統ではなく送電系統への接続で計画しているとの
ことであった。これは、短期的に送電系統に接続される
BESS の方が大きな価値を提供できると考えており、理
由として、規模が大きいこと、また、配電系統への接
続には、インピーダンスが高い点や FRT（fault ride 
through）要件がある点等の追加的な課題があることで
あった。

4．6　AGL/ElectraNet
AGL の発電所では 250MW/250MWh の蓄電池所

が設置されており、インバータは GFL で動作していると
のことであった。実際インバータには GFM の機能とし
てはあるが、慣性力のインセンティブがないため、GFM

の機能を使用していないとのことであり、インセンティブ
がつくのであれば、GFM に切り替えて運用するとのこ
とであった。

ElectraNet は、南オーストラリア州では、平均のデ
マンドが約 1400MW のところ再エネだけで 5000MW
連系されており、需要状況によってはすでに再エネ
100％で電源供給（地域連系線はあり）を実施するケー
スがあるとのことであった。課題としては、System 
strength（系統強度）の低下、電圧制御が課題である。
加えて風力や太陽光は天候等の影響で出力変動するた
め、その変動への対応が課題とのことであった。

GFM への期待としては inertia（慣性）と weak grid
（弱い系統）対策が大きく、FFR（Fast Frequency Re-
sponse）については全ての発電機が対応できなければな
らず、GFL がすでにカバーしている。GFM に対しては
それに加え、system strength と inertia の機能を期待
しているとのことであった。

5　おわりに

コロナウイルス対策のため、ここ数年海外渡航がで
きない状態であったが、再開されたことにより face to 
face でなければ取れない情報がやはり大きいことを実感
した。

このたびの NEDO 調査団への随行を許可いただいた
東京電力ホールディングスはじめ、関係の皆さまに深く
感謝申し上げたい。
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2024年度（令和 6 年度）税制改正の政府方針については、2023 年 12 月22日に税制改正大綱が閣議決定されました。
同大綱においては、下表のとおり、当会要望6項目のうち4項目が記載され、要望が実現されましたのでご報告いたします。

【ご参考：JEMA の 2024 年度（令和 6 年度）税制改正要望活動概況】
■ JEMA は、経理委員会 16 社により 2023 年 9 月末に要望書を決定し、与党・経済産業省・経団連等に提出、併せて

陳情活動を実施しました。

2024年度（令和6年度） 
税制改正要望結果報告

一般社団法人 日本電機工業会　総務部

2024 年度（令和 6 年度）税制改正大綱における当会要望内容に関する記載状況

JEMA 要望内容 2024 年度（令和 6 年度）税制改正大綱の記載内容等

1．国際課税ルール
の見直し

（1）CFC 税制の見直し
① 判定対象となる外国子会社の絞り込み
② CFC 税制の合算・申告期限の見直し
③ 受動的所得における除外対象の見直し
④ 連結納税グループ単位での判定
⑤ 経済活動基準の見直し
⑥ PMI 特例の譲渡期間の見直し

（2）国際課税ルールの詳細検討への対応
① 制度自体の簡素化
② 公正な制度適用への配慮

IIR/QDMTT 共に令和 7 年度以降で対応

2．税務手続きの 
さらなる簡素化 
・デジタル化

別表 17 関係の簡素化・廃止
（国外関連者明細の廃止、CFC関係の添付書類省略）

（記載なし）

3．インボイス制度
の仕入税額控除
要件の緩和

（1）立替払い請求書の取り扱い
① クレジットカード払い
②  法人向け出張宿泊予約サービスに関する 

支払い 
③ グループ会社間の水道光熱費等の立替払い

（2）免税事業者等からの課税仕入れに関わる経過
措置の見直し

（記載なし）
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JEMA 要望内容 2024 年度（令和 6 年度）税制改正大綱の記載内容等

4．人財投資に 
かかる税制拡充

（1）賃上げ促進税制の期限延長・拡充 
＜令和 5 年度末期限切れ＞

① 適用期限の延長（2 年間）
② 計算の簡素化・要件の明確化および緩和
③ 高度人財確保に向けた制度の拡充

（2）海外優秀人財確保への対応

【A】賃上げ促進税制の期限延長

●適用期間：令和 6 ～ 8 年度

●対象区分：「中堅企業」の区分を創設

●最大控除率：大企業・中堅企業＝ 35％（大企
業は現行 30％）中小企業＝ 45％（現行 40％）

●新規上乗措置：くるみん認定（仕事と子育て
の両立支援）、または えるぼし認定（女性活躍
推進）を受けた企業＝ 5％上乗せ

●繰越制度：中小企業のみ繰越可能（5 年間）

5．CN 投資促進 
税制の期限延長 
・拡充

（1）適用期限の延長（2 年間）

（2）要件等の緩和・改善
① 需要開拓商品生産設備にかかる専ら要件
② 生産工程効率化等設備にかかる 

炭素生産性向上率判定
③ 複数年度にまたがる一の設備投資計画に 

かかる認定
④ 計画申請の制限撤廃

（3）中長期にわたる税制支援創設

【A】CN 投資促進税制の期限延長
●適用認定期限：令和 6 ～ 7 年度

●対象設備の変更：「需要開拓商品生産設備」を
除外

【B】戦略分野国内生産促進税制の創設
●対象物資：半導体・電気自動車等 5 分野

●適用期間：事業計画認定から 10 年間

●控除対象：販売された数量等に応じた金額、
生産用資産取得価額を基礎とした金額（既に
本制度の税額控除の対象となった金額を除く）
のうち、いずれか少ない金額

●控除割合：CN/DX 税制と合わせて法人税額
の 40％まで、なお控除限度超過額は繰越可能 

（4 年間）

6．イノベーション
ボックス税制の
創設

研究開発にかかるアウトプットである知財から 
生じる所得に対するインセンティブとして「イノ
ベーションボックス税制」を創設すること

【A】イノベーションボックス税制の創設
●適用期間：令和 7 ～ 13 年度

●控除対象：国内の知財譲渡所得、国内外の 
ライセンス所得

●控除限度額：課税所得の 30％

●控除対象額：「当該知財所得 × 国内で自ら 
行った当該知財研究費 ÷ 当該知財研究費」の
金額、または当期の所得金額のうち、いずれ
か少ない金額

【B】租税特別措置適用要件の見直し
●適用期間：令和 6 ～ 8 年度

●要件変更：国内設備投資額について、前年度
黒字の大企業は減価償却費の 40％以上 

（現行 30％）

 ［トピックス］　67



国際標準化活動紹介

なった。このような状況の中、コロナ禍明け 2 年目になっ
ても従来同様の参加国、出席者数とはならず、3 分の 2
程度の規模となった。特に、防爆機器等の主要生産国で
ある中国、ロシアは不参加であった。

今回開催され、出席した会議は、以下の三つである。
－ TC31：防爆機器全般
－ SC31J：危険場所の分類および設置要件
－ SC31M：非電気機器の防爆技術

SC31G（本質安全防爆技術）については、今回も開
催が見送られた。なお、2016 年フランクフルト大会に
おいて活動の停滞から SC としての存続意義を問われ、
存続に関する理由を明確にしているものの、今後も注視
が必要と考えている。

【成　果】

各 WG 等の今後の規格開発方針等に関わる決議事項
に関しては、国内審議団体の意見と齟齬（そご）がない
との判断で、おおむね賛成の意思表明をした。また、以
下審議概要に示す国際レベルの規格審議状況・課題・今
後の方向性などの情報を入手することができた。

【審議概要】

1．総会関係（2023 年 11 月 10 日〈終日〉）
コロナ禍以前は、おおむね 2 日間の全体会合であった

が、コロナ禍以降は 1 日間の開催になりつつある（バー
チャル会議を除く）。

基本的には、関連の MT、WG 関係の報告および検
討事項を中心に開催された。今年もコロナ禍による各
MT、WG の個別会合はまだまだ正常化していないよう
で、全体的に進捗状況が滞っているようである。ただ、
バーチャル会議システムの浸透によって、必ずしも対面

IEC/TC31（爆発性雰囲気で 
使用する機器〈防爆機器〉） 
ニューヨーク（米国）会議

第 31 小委員会（TC31 国内対応委員会）

委員長　野 田 和 俊◇ 1

副委員長　門 間 淳◇ 2

　 〃　　大 塚 輝 人◇ 3

事務局　石 川 静◇ 4

【概　要】

開催会議 IEC/TC31
開催期間 2023 年 11 月 9 日～ 10 日
開催地 ニューヨーク市（米国）
出席者 18 カ国 約 50 名

【背　景】

IEC/TC31 および傘下の SC31J、G、M は、石炭鉱
山や石油・化学プラント、可燃性粉じんが発生する場所
等の爆発性雰囲気が生成される場所で使用する、防爆技
術に関する IEC 規格開発を担当している。一般社団法
人 日本電機工業会（JEMA）は、その国内審議団体であ
る。

年次会議は、TC および SC の傘下にある規格審議組
織（WG、MT など 50 程度の組織）において規格審議
等の年間報告と審議が行われるため、審議への参加およ
び国内審議団体にとって有益な情報の入手を目的として
出席した。昨年は IEC 全体総会（TC31 を含む）が米
国サンフランシスコで開催されたものの、コロナ禍明け
直後だったため、TC31 では日本を含む一定数の国が不
参加となってしまった。

今年は、IEC 全体総会とは異なる米国 UL（ニュー
ヨーク州ロングアイランド）にて TC31 の単独開催と

◇ 1　立命館大学　総合科学技術研究機構　　◇ 2　日揮グローバル株式会社　プロジェクトソリューションズセンター 
◇ 3　独立行政法人 労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所　　◇ 4　一般社団法人 日本電機工業会　技術戦略推進部
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とから、喫緊の課題と考えられる。エキスパートのみな
らず、コンビナの人員不足も深刻化しているため、何ら
かの対応が必要と考える。
（2）については、長年防爆関係者の中での了解内容

としての「リスク」と、国際標準として定義されている
ISO31000 の「リスク」の間での乖離（かいり）に関
わる内容である。ISO31000 では、リスクマネジメント
における一般的な指針を示したもので、その手法や関連
用語が定義されている。この規格は、2009 年に発行、
2018 年に改訂されたが、内容に大きな変更はないもの
の、経営を意識したリスクマネジメントが強調されたも
のになった。この中の変更点として、リスクの定義を「目
的に対する不確実性の影響」として、良い面・悪い面の
両面に関する課題と、意思決定の在り方や、ガバナンス
や組織全体の活動に対するリスクマネジメントなどが強
調されている。このように、安全に関する「リスク」の
定義と、経営に関する「リスク」の定義は異なる分野で
あることから、議論が行われたものである。

その他、今回の会議における主な内容と決定事項は、
以下のとおりである。

1）IEC/IEEE 60079-30-1、IEC/IEEE 60079-
30-2 の次のステージは 2024 年 4 月である。

2）IEC/TC 31 副議長の再任 
（Brad Zimmermann 氏、Jason McGee 氏。3
年間）。

3）改訂時期変更関係
・2023 → 2024 年：IEC 60079-7+A1
・2023 → 2025 年：IEC 60079-33、IEC TS 

60079-43
・2024 → 2025 年：IEC 60079-32-2、IEC/

IEEE 60079-30-1、-30-2、IEC TS 60079-
32-1+A1、-42、-46

・2024 → 2026 年：IEC 60079-2、-15、-26、
-28、-29-1+A1、-29-2、-29-3、-29-4、-35-
1、-35-2、IEC TR 60079-16、IEC TS 60079-
40、IEC 62990-1 2024 2026

4）タイトル名の変更（日本意見の反映）
・MT 60079-29：“Gas detection equipment”
・PT 60079-29-0：“Gas detection equipment 

– General requirements and test methods, 
and any supplementary parts”

開催ではなくなった状況もあり、各国のエキスパートに
よるディスカッションも実施しやすい環境になりつつある
ので、今後は正常な進行になるものと思われる。

今回は、対面参加としては 4 年ぶりであり、またドロー
ンの防爆化に関して NP 提案の計画があることから、事
務局を含め 4 名での出席となった。また、厚労省防爆指
針の一部の規格の改定も予定されており、引き続き IoT
機器等のプラントへの導入など、防爆機器を取り巻く状
況の変化が早いことなどから、このような積極的な対応
とした。

1 日だけの開催となったことから実審議時間は短く
なり、出欠や IEC 全体の連絡内容、規格更新関係、
IECEx 関係報告などを除くと、実質的な各 MT、WG
関係の報告と審議については要点のみとなってしまった。
このようなことから、効率的な進行が行われ、議事次第
も必要事項を中心に進められた。

今回の大会において活発な議論が行われた話題として、
（1）エキスパート登録者の活動状況
（2）リスクの定義

が挙げられる。
（1）に関して、P メンバー国の多くは、自国に関係し

ている MT、WG 等にエキスパートを登録しているもの
の、その方々の活動にはかなりのムラがある状況である。
つまり、熱心に議論に参加している方もいれば、消極的
な活動の方などバランスが悪い状況となっているようで
ある。このようなことから、MT、WG によっては登録
者が多い割に実際の活動者が少ないワーキングがあった
り、人数そのものが少なく、実質的な活動を行っている
方はその中のわずか数名だったという現状がある。

このような状況において、結果的には活動されている
方への負担割合が非常に大きくなり、また一部の規格に
ついては修正・改訂に関わる質問が多すぎて、その対応
に時間がかかり、結果的に改訂時期が遅れるという状況
になっている。

このような現状から、各国に対して「継続的に非アク
ティブな専門家」への対応についての議論があった。な
お、本課題は、SC31J から提議されたものである。

本件は、TC31 だけに限らず全般的な課題と認識して
いる。特に、防爆関係の技術者は、他の TC と比較して
特殊な分野であるため限られており、かつ新しく活動に
参加される方も少なく、経験者の高齢化も進んでいるこ
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5）WG2：PEP（TS60079-48, Portable or 
Personal Electronic Equipment）に関する規
格について、承認基準が満たされ、技術変更が
含まれる場合に技術仕様として公開されること
になった。

6）MT 活動に参加していない MT メンバーの割合が
高い問題の共通課題（前述の通り）。MT 活動をし
ていないエキスパートの解任や交代を求める内容
について NC と協議。

（フィンランドはこの決定を棄権）
7）International Energy Agency and ISO TC 

197：ISO TC 197 / SC 1は、SC 31Jへのリエ
ゾンを要請。これは、ISO TC 197からTC31へ
のリエゾンに追加。

3．SC31M 関係（2023 年 11 月 9 日〈午後〉）
この SC は非電気機械器具に対する防爆の規格を担当

しており、主に石炭鉱山用機器に関係する内容ではある
が、石炭鉱山がほとんどない国の出席者も多く、活発な
議論が行われている。

1）MT 80079-34：“To consider and update 
ISO/IEC 80079-34”に更新。

2）ISO/IEC 80079-50：次段階の作業プログラム
を 2023-06 から 2024-04 に更新。

3）ISO/IEC 80079-38：2016 ED1 の Stability 
Date を 2026 年に変更決定。

4）リスクに関する定義（前述のとおり）

4．その他
2023 年 3 月に開催されたシドニー分科会（オースト

ラリア）での一部 MT、WG 会合出席を踏まえ、今回も
本報告書をとりまとめた幹事団は関係会合（8 日総則メ
ンテナンス関係、危険エリア関係、樹脂充填（じゅうて
ん）関係。全てオブザーバー登録）にも出席し、情報収
集を行った。

また、例年どおり全体を通じて SC、総会の冒頭に P
メンバーの参加要件を満たしていない国に対して、注
意喚起が行われていた（国名と参加回数を表示）。日本
も IEC の P メンバーから、このような指摘がないように
努めなければならない。また、IEC 事務局より、OSD

（Online Standards Development：オンライン上で

（IEC 60079-29 シリーズのタイトルを、“Gas 
detection equipment”へ変更することについ
て TC31 としては支持する）

5）ISO/IEC 80079-34 を除き、TC31 およびその
分科委員会が作成する全ての文書に、ISO/IEC 
Guide 51 のリスクの定義を使用。また、ISO 
31000 のリスクの定義を ISO/IEC 80079-34 に
使用。

6）MT から提案されている IEC 60079-46 の適用
範囲拡張について、内部放出源を持つアセンブリ
およびアセンブリの一部だけが危険区域に対する
配慮を必要とするアセンブリに対応。

7）WG 54（Basic safety publication） に つ い
て、セクション 5 にミストを含めるよう修正、さら
に SMB 承認された場合、NP を開始、その開発
を WG 54 に割り当てる。

8）MT 60079-26 について、第 4 版の改訂プロジェ
クトは、新しい版として進める。

9）継続的に非アクティブな専門家に関する課題（前
記の通り）。

2．SC31J 関係（2023 年 11 月 9 日〈午前〉）
「危険場所の分類および設置要件」の SC として活動

し、例年どおり半日の会議となった。ここでは、総会関
係記述のとおり、エキスパート登録者の活動状況につい
て活発な議論があった。また、長年議長として活動して
いた Neil Dennis（オーストラリア）氏が退任し、新た
に Bård Johnsen（ノルウェー）氏となった。

1）MT60079-10-1（危険区域分類 – ガス）：新し
い改訂版の CD を開始。

2）MT60079-10-2（危険区域分類 – 粉塵）：新し
い改訂版の CD を開始。

3）MT60079-17（点検および保守）：Ed.6 の CDV
から保留されたコメントへの対応など、Ed.6 の即
時修正を可能にするため、次版の Stability Date
を 2025 年とする。

4）WG1（地下鉱山の施設）：タイトル変更
（“Electrical installation design, selection 
and installation of equipment, including 
initial inspection in underground mines 
susceptible to firedamp”）
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の規格開発のためのプラットフォーム）についての紹介
もあった。来年、再来年の総会開催予定国と日程につい
ても紹介があった（2024 年英国・エディンバラ、2025
年イスラエル）。

【今後のアクション】

収集した情報を国内対応委員会に展開し、必要に応じ、
上記の各議論への対応や WG への積極的な出席などに
ついて国内対応委員会で審議する。

IEC/SC59D（家庭用電気洗濯機の
性能）ミラノ（イタリア）会議

一般社団法人 日本電機工業会 
洗濯機技術専門委員会　洗濯機性能 WG

委員　工 藤 慶 之◇

委員　深 井 美 樹◇

【概　要】

開催会議 IEC/SC59D
開催期間 2023 年 10 月 24 日～ 27 日
開催地 ミラノ（イタリア）
出席者 8 カ国、22 名

【背景・目的】

IEC/SC59D は、3 カテゴリー（洗濯機、乾燥機、洗
濯乾燥機）の性能評価に関する規格を策定する委員会
である。現在は、2024 年に制定予定の洗濯性能評価法

（IEC 60456）-ED6、乾燥性能試験法（IEC 61121）
-ED5、試験水調製法（IEC 60734）-ED5、および微
生物的性能評価法（IEC TS 63429）-ED1 の 4 規格
の制改訂内容、ならびにマイクロプラスチック（MPF）
測定法の予備作業に関して、以下六つのワーキンググ
ループ（WG）と二つのメンテナンス会議（MT）にて
論議が行われている。

日本としては、今後改訂されていく試験条件や採用さ

◇ パナソニック株式会社　くらしアプライアンス社

れる評価用試験材料が、日本やアジアなどに向けた洗濯
機・乾燥機の性能評価に対して不利益とならないよう意
見反映を行うことを目的として、年 2 回の会議に積極的
に参画している。

今回は、2023 年 4 月開催の東京（日本）会議の審議
結果を踏まえて開催された、同年 10 月開催のミラノ（イ
タリア）会議で検討された内容に関し、その進捗状況や
決定事項について報告する。

【審議結果】

1．AG17（規格のグローバル適用化検討 WG）
1．1　アレルゲン除去性能評価法

洗濯によるアレルゲン除去性能評価法を、有志チーム
が提案・検討中である。

・評価法検討が完了。
・アレルゲンとして、ネコ・ブタクサ・ダニアレルゲンの

3 種を粒子に担持させて布に塗り付け、洗濯後にア
レルゲンを抽出・ELISA 法等で測定する評価方法。

・2024 年 4 月の次回会議で文書案を審議後、PWI
（予備作業項目）を起案することを合意。

1．2　MPF 測定法
洗濯排水の MPF 測定法につき、2022 年 12 月に

PWI が承認され検討中である。
（1）MPF 測定法の検討状況

テーマ別に五つのサブチームで検討。
・分析：重量測定が有力。
・テストシナリオ：フィルター閉塞評価、実用条件

評価、無負荷評価の三つの組み合わせ。
・捕集：洗濯排水からの MPF 回収手順を検討。
・試験材料：疑似 MPF、フィルターバッグなど検討。
・フィルターテスト：フィルター単体評価を検討。

市販フィルターの使用を想定。
（2）洗濯排水の各国 MPF 規制動向

・フランスや米国カリフォルニア州で、洗濯機への
フィルター搭載を要求する規制が撤回。

・欧州では、洗濯機へのフィルター搭載を義務化す
る前に、費用対効果の評価を行う動き。
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WG18 会議にて議論し、除外するか否かについ
て決定することを確認。

4．WG19（標準機とプログラム策定 WG）
・特になし。

5．WG20（すすぎ性能評価 WG）
・LAS 分析によるすすぎ性能評価に関し、RRT 参加者

から意見収集。
・オーストラリアと日本が意見書を提出。定量を体積で

行う日本の提案に対し、不慣れな作業者でも結果が安
定しやすい重量測定を選択したとの回答。

6．MT14（乾燥性能規格 MT）
6．1　乾燥機性能評価法 IEC 61121

IEC 61121 の ED5 への改訂に関し DC（コメント用
審議文書）を作成中であり、文書案のレビューを実施し
た。
・機体寸法（奥行）の定義について、乾燥機（IEC 

61121）と洗濯機（IEC 60456）で差異があるため
統一する。

・2024 年 4 月までに、文書作成チームで DC として仕
上げる。

・今回の改訂にはオンラインツールを使用予定。

6．2　キャビネット型乾燥機
キャビネット型乾燥機を IEC 61121 の対象に追加す

る提案があり、検討中である。
・まず PAS（公開仕様書）を発行し、その後、IEC 

61121 への追加に関して検討することを合意。

7．WG16（試験水調製法等の他製品にも関連する規
格の検討 WG）

7．1　微生物的性能評価法 TS 63429
・2023 年 9 月に ED1 発行。
・ドイツでバイオモニター（菌付着布）作成の RRT を

実施中。

7．2　試験水調製法 IEC 60734
硬水を手順どおりに調整しても pH が規定範囲に収ま

らない課題があり、改訂を検討中である。

2．WG13（試験材料検討 WG）
2．1　過炭酸ナトリウム（SPC）

標準粉末洗剤（IEC-P）の構成成分である SPC に危
険物指定による輸送課題があり、対策を検討中である。
・硫酸ナトリウム（SS）と混合して活性酸素含有率を下

げ、危険物指定を回避。
・SPC60％ /SS40％の組成で、従来組成と洗浄性能が

同等であることを確認済み。長期保存試験を実施中。

2．2　洗剤成分の規制リスク検討
旧標準粉末洗剤 IEC-A＊（A スター）の構成成分であ

る過ホウ酸ナトリウムの REACH 規制により成分変更し
たことを踏まえ、他成分に同様のリスクがないか検討中
である。
・各国・地域での規制動向を調査し、現時点で明確なリ

スクは確認されていない。

2．3　汚染布
・標準汚染布 6 ロット分の品質管理データは、IEC 

60456 ED5 からの評価法変更に伴い標準偏差が増
加。品質管理値を見直し、CDV（投票用委員会原案）
に反映済み。

・日本提案の汚染布を含む、低水温洗浄用汚染布の 6
ロット分の品質管理データは良好。

3．WG18（試験精度向上 WG）
3．1　ラウンドロビンテスト（RRT）状況

IEC 60456 ED6 に準拠した RRT を実施中である。
（1）目的

・標準性能評価、ウール性能評価、低水温性能評価
・すすぎ性能評価（LAS 法）
・液体基準洗剤（IEC-L）
の再現性確認および課題抽出。

（2）進捗状況
・標準性能評価は欧州、中国、オーストラリアの 3

地域、ウール性能評価は欧州 1 地域、低水温性
能評価は日本、中国、南米の 3 地域に分かれて試
験を実施中。南米以外は 2023 年中に完了予定。

・唯一完了している日本のデータを基にデータの
取り扱いを議論。統計的外れ値について、直ち
に除外はせず、試験者見解をヒアリングの上で
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・洗剤メーカーより pH8.2 以上は不可との指摘があり、
pH 範囲を 8.2±0.4 から 7.8±0.4 に再見直し。RRT
で pH データを収集中。

8．MT15（洗濯性能規格 MT）
8．1　洗濯機性能評価法 IEC 60456
・CDV は IEC 本部に提出済みで、11 月末発行予定。
・CDV コメント期間終了後（3 月）に次回会議を開催

し、コメント対応を協議する。
8．2　洗濯機音響ノイズ測定法 IEC 60704-2-4
・次回会議から、改訂についての議論を開始予定。

【今後のアクション】

本ミラノ会議において、各 WG からの試験結果およ
び進捗状況が報告された。特に、日本が評価用汚染布を
提案し注力してきた低水温洗浄評価に関しては、提案し
た汚染布の性能が良好であることが認められ、この成果
が CDV の発行に結実した。

日本国内外で製造される低水温洗濯機が適切に性能
評価されるよう、改訂が完了するまで精力的にフォロー
アップを行う。洗濯機性能評価法 IEC 60456 の改訂作
業が終盤に差し掛かる一方で、乾燥機性能評価法 IEC 
61121 の改訂作業が始動している。また、MPF 排出量
の測定法やアレルゲン除去性能の評価法など、新しい規
格提案が進行している。

これらの新たな課題に対しても、検討作業に参画して
貢献するとともに、欧州とは異なる洗濯習慣を持つ地域
の視点から積極的に意見を提案し、国際的に受け入れら
れる規格となるよう対応していく必要がある。

IEC/TC61（家電機器の安全） 
モリアーノベネト（イタリア）会議

第 59/61/116 小委員会 WG1　副主査

氏 田 良 太◇

【概　要】

開催会議 IEC/TC61
開催期間 2023 年 11 月 13 日～ 17 日
開催地 モリアーノベネト（イタリア）
出席者 約 30 カ国、約 80 名
議　長 Ms. Rustemi（英国）

この会議で審議できなかった文書を審議するために、
12 月 5 日～ 8 日（1 日 4 時間）にオンライン会議が追
加された。ここでは、追加会議の内容も含めて記述する。

【背景・目的】

TC61 は、主に、白物家電の安全規格である IEC 
60335-1（ 通 則 ＝ Part 1）、IEC 60335-2-2 ～ 123

（個別製品規格＝ Part 2）を担当している（一部の製品
は Sub committee が担当）。会議は年 2 回開催される。

【主な審議内容】

ここでは、特に日系メーカーに関連する審議を抜粋し
て紹介する。

1．Part 1（通則）
1．1　クラス 0・クラス 0I を削除するオーストラリア

提案（61/6977/DC）
この提案は、現行規格で認めているこれらのクラスを

削除するもの。日本は次の理由で反対した。
・本提案は IEC 61140 のクラス 0 削除の記述を根拠に

しているが、これはあくまで推奨である。
・多くの国では現在も、クラス 0・0I の機器が使用されて

いる。これらのクラスを通則から削除した場合、各国の
国家規格に独自の差分が追加されて貿易の障害となる。

◇ パナソニックオペレーショナルエクセレンス株式会社　品質・環境本部
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・幾つかの Part 2 は既に、ハイリスク機器に対してこれ
らのクラスを禁止している。
審議の結果、定格電圧が 150V を超える場合に限り、

クラス 0・0I を禁止する米国修正案をベースに新規提案
文書を作成することになった。

1．2　商用電源の中性線欠相に関するドイツ提案
（61/6979/DC）

この提案は、配電系、屋内配線で中性線が欠相した場
合を想定し、機器の試験電圧を定格電圧からその 2 倍近
くまで徐々に増加させる異常試験を追加するもの。日本
は次の理由で反対した。
・中性線の欠相は、配電系・屋内配線の障害によるもの

であって、日本の内線規程のように、電圧不平衡を検
出して電源を遮断する屋内ブレーカを設置する等の方
策で対処すべきである。

・中性線欠相の発生はまれであり、市場事故は顕在化し
ていない。
審議の結果、WG59（商用電源の電圧変動の影響を

検討する WG）で再検討し、別途提案文書を作成する
ことになった。

1．3　可動部に対する試験プローブに関するドイツ提
案（61/6978/DC）

現行規格では、可動部に対する可触試験には、充電部
に使われる試験プローブ B と指部は同じだが、手のひら
部分は直径 50mm の円柱で模擬した改造プローブが使
用されている。この提案は、これを試験プローブ B に変
えるものである（要求としては、厳しくなる）。

日本は、これに対しては意見を提出しなかった。
審議の結果、臨時のアドホック WG で適否への影響、

改造プローブの背景を調査することになった。

1．4　吸盤の脚をもつ機器の転倒性試験に関する中国
提案（61/6976/DC）

食材を混錬する調理器では、動的不釣り合いで機器が
動揺するのを抑えるために、吸盤付きの脚を使用するも
のがある。この提案は、転倒試験において、取り外し可
能な吸盤は取り外すこと、試験で用いる傾斜面では機器
が滑らないようにして試験を行うことを明確化するもの
である。

日本は、試験中吸盤の吸着力を無効化し、その方法を
Note で例示する修正を提案した。

審議の結果、日本の意見が大筋で採用された。また、
試験中、傾斜面上で機器が滑らないように必要な場合、
ストッパー等を用いることになった。

1．5　適合性評価のガイドにもとづく要求を追加する
ドイツ提案（61/6991/DC）

この提案は、一般試験条件（通則 5 項）に、IEC 
Guide 115 に基づき、電源電圧・周囲の温湿度等の範
囲、試験者の資格、および IECEE の運用文書に基づく
計測器の測定精度を規定するもの。

日本は、提案が参考にするガイドは、本来適合性評価
で運用すべきものであって、製品規格に適用すべきもの
ではないとして反対した。

審議の結果、日本以外にも反対する国が多く、この提
案は却下された。

2．Part 2（個別製品規格）
Part 2 における 18 件の CDV が審議された。ここで

は、その中の２件を紹介する。

2．1　Part 2-6（据置形調理器）（61/6768/CDV）
他の Part 2 と横並びの変更以外の主な内容として、

IH 調理器の遠隔操作が以下のような条件で認められた。
・IH 素子の始動は、都度手動で行われること。スイッチ

オフ完了が遠隔でユーザに分かること。
・鍋に取り付けたまたは組み込んだワイヤレスセンサで

鍋内の温度データを受信する選択肢も含めて、ユー
ザが調理中にセンサのない鍋に置き換えた場合、調理
ゾーンからずれて置かれた場合、および前記センサを
含む温度制御用部品が故障した場合を想定した試験に
適合すること。
日本が提出した、明確化のための編集上の意見 6 件は

受け入れられ、EG1（編集グループ）で文言を調整する。
この CDV は、決定された修正を加え、FDIS に進むこ
とになった。

2．2　Part 2-26（時計）（61/6949/CDV）
本内容は、電池駆動機器への適用を含む、他の製品

Part 2 と横並びの変更を行うものである。
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日本は、対象・非対象製品を明確化する図の案を作成
し、規格に追加することを提案した。また、腕時計を除
外するため、ユーザが電池を交換しない 0.6mW 以下の
時計は除外する意見を提出した。

審議の結果、腕時計は無条件で除外され、これを反映
した図を規格に掲載することになった。

3．審議体制変更の動き
TC61 では現在、Part 2 の規格数、改訂提案が増

え、本会議で審議し切れないことが常態となっている。
AG61（Chair Advisory Group）では体制の変更を
検討しているが、今回、本会議で方向性が議論された。

製品別 MT/WG を新設または担当範囲拡充を行い、
MT/WG が扱わない Part 2 と通則の提案を事前審議
する MT を設ける方向だが、具体化には時間を要すると
思われる。

【主な成果】

1．通則の提案の中で日本が反対したものは、否決、修
正または継続検討になり、悪影響が明確になる状況
は避けることができた。

2．Part 2-26（時計）の CDV では、腕時計を除外で
き、不必要な規制が回避された。

【課題と今後のアクション】

1．追加の会議が開催されたものの、多数の未審議文
書が残っている。製品に影響する内容を含む Part 
2-15（液体加熱器）の CDV も同様である。これら
は 2024 年春以降の会議で審議される。

2．クラス 0・クラス 0I に関する修正提案は、発行後に
製品への影響度を検討する。

3．中性線欠相に関する提案は、WG59 で継続検討さ
れるが、議論を注視していく必要がある。

4．審議体制変更に関わる AG61 では、日本が不利にな
らないよう適宜意見提出が必要である。

IEC/SC61B（電子レンジの安全） 
モリアーノベネト（イタリア）会議

第 59/61/116 小委員会 WG2

主査　上 田 和 弘◇

【概　要】

開催会議 IEC/SC61B（電子レンジの安全性）
開催期間 2023 年 11 月 11 日～ 12 日
開催地 モリアーノベネト（イタリア）
出席者 7 カ国　15 名
議長 Mr. Sasaki（日本）

【出席背景・目的】

IEC/SC61B（電子レンジの安全性）は、IEC60335-
2-25 と IEC60335-2-90 の国際規格を中心に制定して
いる。現在は、電子レンジの規格の中で、IEC60335-1
の 6.0 版（以下、通則 6 版）に対応した規格版にアップ
デートする活動が進められている。

主な課題は、通則 6 版で遠隔操作機器に対する要求
や、電池駆動機器に関する要求が追加されており、これ
らの要求を電子レンジでも使えるように規格整備するも
のである。また、表面温度規制に関しても強化が進めら
れてきており、折り合いをつける必要があった。

IEC60335-2-90 においては、公衆に開放される場所
に置かれることが想定されるため、他の業務用厨房（ちゅ
うぼう）機器で、同様な場所に置かれることを想定され
る機器に対する追加的要求を織り込む検討を進めてきた。

【主な審議内容】

以下三つの規格は、おのおの FDIS（最終国際規格案）
か、または IS（国際規格）に進むことになった。

◇ パナソニック株式会社　くらしアプライアンス社　キッチン空間事業部
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1．IEC60335-2-25（家庭用電子レンジの安全性：
61B/686/CDV・61B/672/DC 他）

1．1　平常温度上昇試験時の表面温度規制に関する 
審議（11 項）

平常温度上昇試験の表面温度規制では、指定された
プローブを使用して測定する。表面が平らでない場合プ
ローブを使わず、その他の温度規制と同様に熱電対を使
うという規定追加のイタリア提案に対して、プローブを
用いた表面温度測定は表 101 の規制値を用い、熱電対
での測定は表 3 の規制値を用いることとしている。

目的が異なるため一緒にはできないという結論になり、
イタリア提案は否決となった。ただし、親委員会である
TC61 の審議でも否決となったが、メンテナンスチーム
の MT4 で継続検討される。後述の IEC60335-2-90

（業務用電子レンジ）も同様な結果となった。

1．2　機器の充電部への近接保護・機械的な危険保護
の評価に用いるプローブ 19（3 歳未満の指を模
擬）の適用（8.1.1 項、20.2 項）

IEC 60335-2-6（電気オーブン）の審議と同様に、
機械的な危険保護（20.2 項）850mm 以下に置かれる
機器は、テストプローブ 18（3 ～ 14 歳未満の指を模擬）
と同じドアを閉めた条件でテストプローブ 19（3 歳未満
の指を模擬）も適用するというコメントについて認めら
れた。一方、充電部への近接保護（8.1.1 項）は、2-6
にも提案はなく、次週の TC61 でも 2-6 に採用されな
かったため、SC61B でも採用しない。

1．3　機器用コンセントの構造要求（22.61 項）
Class I 機器のソケットコンセントは、アース接点を組

み込むという規定を、全ての機器上にソケットコンセン
トはアース接点を組み込むという変更コメントは通則で
扱うべきで、SC61B としては却下となった。本件に関し
ては TC61 にレポートし、検討することを要請すること
になった。

1．4　コンビネーション電子レンジの定格入力と 
定格電流の測定法について（附属書 AA 10 項）

11.7 項に規定された最も不利な条件として、最初の 5
分間を代表的期間として試験し、10 項の値を定めるとい
うイタリアコメントがあった。現行規格では明確ではな

いが、附属書 AA における同時運転する際の動作条件は、
交互運転と同時運転があり、時間もまちまちで入力は変
化する。その場合は通則の 10 項（入力と電流）に定め
られている 10％ルールが適用されるという説明があり、
次回のメンテナンスサイクルに向けて、議長による明確
化のためのグリーンペーパー案に従って、事務局が新た
な DC（コメント用審議文書）を作成することになった。

1．5　遠隔操作に関するドイツ提案の 2ndDC 文書
前回の会議で遠隔操作に関して TC61/MT23（家電

機器の電子回路の機能安全、絶縁協調および遠隔操作）
から提案されていたが、今回の会議に向けてドイツが
MT23と協力して2ndDCを提出することになっており、
それに従って提案された。

さらに MT23 から、今回のために提出されたガイド
61B/694/INF に従って、22.40 項（遠隔操作用の機
器は、動作を停止させるスイッチが必要）と、22.49 項

（遠隔操作で運転持続時間を設定しなければ機器が始動
できない要求）に従って修正することになった。

61B/672/DC も、1 回目の DC で議論済みのため、
CDV 文書に合体され FDIS に進むことになる。

2．IEC60335-2-90（業務用電子レンジの安全性：
61B/687/CDV）

2．1　公衆に開放される場所に置かれる機器における
子どもの指を模擬したテストプローブの適用

コンビニやセルフサービスのレストランのような一般
に開放された場所で業務用電子レンジを使うのは、非
常に幼い子どもではない。従って、テストプローブ 19
を適用しないという日本コメントは他の商用機器（IEC 
60335-2-48、-2-49、-2-50）および 共 同 使 用 機 器

（IEC 60335-2-4、-2-7、-211：現在 CDV ステージ）
と同様であるとの解釈により受け入れられた。

2．2　公衆に開放される場所に置かれる機器の 
表面温度規制

「表 103 は公衆に開放される場所の機器の表面温度限
度値」「表 102 はそれ以外の機器の表面温度限度値」と
いうことを明確にするために、これらの四つの行を一文
で結合するとのドイツコメントがあり、それが認められ
た。
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このため、日本コメントであった機器の一部が公衆と
の境界面に置かれる場合の扱いが不明確になってしまっ
た。

また、他の業務用厨房機器の規格（TC61/MT32 業
務用ケータリング機器）に合わせて、表面温度規制を表
の値に対して脚注に従って緩和幅を表の値の２倍から
25K まで圧縮するコメントは採用されている。この強化
は想定内であった。

会議中、平常温度上昇試験中の各部の温度監視と規
制値が記載された 11.8 項の「公衆に開放される場所に
設置される機器」の「設置」という表現は、スタンドア
ロン型が対象にならないのではないかとの中国のコメン
トがあり、公衆に開放される場所で「使用される」機器
に書き換えられた。他の箇所（表面規制の表 103 やイン
ターロック試験時 22.117 など）も確認する。この表現
は業務用厨房機器（TC61MT32）でも使われているた
め、連携が必要である。

2．3　機器の安定性の評価（20 項）
開けたドアへの荷重試験による安定性の要求が記載さ

れた 20.101 項で、複数ドアを持つ機器のドアの荷重試
験法が記載された NOTE2 の内容は、本文に移すコメ
ントの審議で、中国からマルチドアと 2 段積みに対して
試験法を明確にするべきとの意見が出て、「電子レンジを
他の電子レンジの上に積み重ねることを意図したものに
ついては、積み重ねる条件で複数ドアについて一つずつ
テストを繰り返す」という文言の明確化をすることになっ
た。

2．4　IEC60335-2-110（業務用マイクロウェーブア
プリケータの安全性：61B/689/CDV）

ドイツから IEC 60335-2-110 が業界で使われていな
いため、規格は撤回すべきではないかとコメントが出さ
れていたが、会議の冒頭ドイツはこれを撤回した。議長
より、今後注目される規格になる可能性があるとの説明
があった。

ネガティブコメントがなくなったため、技術的審議事
項がない場合は IS に進むという通例により、この規格は
国際規格に直接進むことになった。

3．解釈に関する質問
中国からドアインターロック、モニターされたドアイン

ターロックおよび監視装置の解釈について質問があった。
（IEC はモニタースイッチを明確に指示せず、監視する
システムだけが書かれている）

UL 規格とは表現方法が異なるが、現在の IEC の体
系では同じ表現（モニタースイッチ）にはできないと説
明され、次のメンテナンスサイクルで新しい DC を中国
が準備することになった。

その他、質問 1 件について審議された。

【今後の課題】

4 年ぶりの対面会議であった。前回会議で審議された
遠隔操作のための CDV が 2ndCDV となり、次版に
進むのが遅れていたが、今回の会議で 2-25 と 2-90 は
FDIS に、2-110 は直接 IS に進むことになった。これに
より、通則 6 版対応の電子レンジの IEC 規格がいよい
よ発行の段階になる。

業務用電子レンジにおいては、おおむね公衆に開放さ
れる場所の範囲の明確化、表面温度規制やプローブの適
用が審議されたが、基本的には、事前の対処方針に従っ
て進めることができた。

一部の規格が強化されたが、会議前から織り込み済み
の内容であった。

IEC/SC61C プレナリ会議および
MT5（家庭用冷凍冷蔵庫の安全性）
モリアーノベネト（イタリア）会議

第 59/61/116 小委員会 WG3 
（IEC/SC61C および MT5 対応）事務局

田 辺 雅 忠◇

【概　要】

開催会議 IEC/SC61C プレナリおよび 
IEC/SC61C/MT5

開催日 2023 年 11 月 8 日、10 日

◇ 一般社団法人 日本電機工業会　家電部
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開催地 モリアーノベネト（イタリア）
出席者 MT5：米国、イタリア、オーストリア、 

カナダ、韓国、ドイツ、ブラジル、日本 
（計 8 カ国 20 名）

 プレナリ：アイルランド、米国、英国、 
イタリア、インド、オーストリア、カナダ、 
韓国、スイス、スウェーデン、スロバキア、
中国、デンマーク、ドイツ、ブラジル、 
ベルギー、マレーシア、南アフリカ、日本

（計 19 カ国 35 名）

【背景・目的】

IEC 60335-1（家庭用およびこれに類する電気機器
の安全性）の第 6 版が 2020 年に発行され、この第 6
版をベースにした各家電製品の個別規格の制定に関する
審議が、IEC/TC61（家電機器の安全性）および傘下
SC にて進められている。

家庭用冷凍冷蔵庫の安全規格である IEC 60335-2-
24（冷却用機器、アイスクリーム機器および製氷機の
安全性）についても、同審議対応として、第 9 版への
改訂提案に対する審議が行われており、11 月に IEC/
SC61C Plenary 会議および傘下 MT5 がモリアノベネ
トにて開催された。

【議論および成果】

主な審議事項および決定事項を以下に示す。

1．屋外・車・船舶等で使用する冷蔵庫（モバイル機
器）の追加規定提案

昨今のモバイル機器の需要拡大を受け、据え置きでの
通常使用では想定されていない、稼働中に移動すること
を前提とした機器に対し、IP クラス（防水等）・傾斜試
験・振動試験・衝撃試験等の安全要求、および取説への
表示要求、等を追加する提案が出されており、前回会議
にておおむね提案内容が承認された。

今回追加規定されたモバイル機器の対象範囲の中に
は、小型の機器を想定したポータブル機器（18kg 以下
の機器）も含まれており、主にホテル用等で使用されて
いる移動式ではない小型冷蔵庫もその対象となってしま

う恐れがあった。そのため、日本からは、その対象か否
かの明確化の提案（注）を行った。

提案は受け入れられ、対象機器以外には取説で使用用
途に関する表示を追加することとなった。

（注）取説の表示要求として、稼働中に移動することを前提としているか否かを
区別するとの趣旨

2．充電部保護および可動部保護への幼児を模擬した
試験指（プローブ 19）の適用範囲の変更提案

IEC 60335-1 の第 6 版対応として、充電部保護およ
び可動部保護への子どもおよび幼児を模擬した試験指

（プローブ 18 およびプローブ 19）の追加適用を行うべ
く、日本よりその適用範囲（子どもおよび幼児の手が届
く範囲を高さによって分けて区分）含め整理を行った上
で提案し、前回会議にて承認された。

本追加提案に対し、その高さを変更する提案が新た
に出されたが、その高さ区分の基となったガイドライン

（TC61 所管）の数値と整合していない内容であり、各
製品規格の同提案内容の審議結果とも整合がとれていな
いため、否決となった。

3．バッテリー駆動機器の要求事項の整理
IEC 60335-1 の第 6 版対応として、バッテリー駆動

機器に関する規定内容を附属書として整理する提案が出
されたが、具体的な提案内容が明示されていなかったた
め、次回会議にて、提案国が提案内容をまとめ、再度審
議を行う予定である。

【課題と今後のアクション】

今回の会議では、各提案に対する日本コメントおよび
提案内容に対し、おおむね理解をいただけたため、そこ
で承認された提案内容（モバイル機器か否かの明確化提
案等）については、CDV にも反映される予定となって
いる。

CDV 発行時には、改めて今回の審議結果がどのよう
に反映されているのかを、国内委員会でも内容確認し、
継続してコメント提出の要否について検討する必要があ
る。

次回 IEC/SC61C プレナリおよび傘下 MT5 会議は、
今回と同様に完全対面形式（リモート設備なし）にて、
2024 年 10 月に開催される予定である。
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あると予測されるとして、センサを安全目的で使用する
ためにはどういう項目を検討しなければならないかを周
知しようとするものである。

一方で、会議の直前に、他の TC との重複等により、
IEC/SMB から IEC 60730-2-23 の開発を中止する指
示が伝えられた。IEC の作業指針により、業務の迅速化
のため、異議の申し立てはできないことになっている。いっ
たん開発を断念し、CD 段階から再スタートするという
手順を踏んで CD 規格案（72/1350/CD）について、
提出されたコメント案で所見を交えて修正した（編集上の
修正、サーミスタの扱い、第 1 部の第 6 版への対応）。

2．WG5（タイマーと 60730-2-7 のメンテナンス）
WG12 と同様に、IEC 60730-2-7 について第 1 部

の第 6 版への対応の改訂について審議した。
旧版の改訂は、WG5 に限らず第 1 部の第 6 版への

対応が主要になるとして、CAG（議長諮問グループ）
で少人数かつ精力的に改訂作業が行われた。その改訂案
が今回各 WG で説明されたもので、今後 CD 段階から
TC72 としてコメント募集、投票という段階を経ること
が予定されている。

3．WG9（電動アクチュエータおよび弁） 
IEC 60730-2-14（電動アクチュエータ）
IEC 60730-2-8（ウォータ・弁）

上記に関し、前回リスボン会議で CAG の結果が承認
されたことを受けて、TC 内に CD が回覧されコメント
募集を行い、集約コメント案を審議した。

IEC 中央事務局からの情報として、今後規格文書の表
紙には、日付のみが記載され、版番号は記載しないとの
方針がコンビナから説明があった。日本はじめ各国から、
版番号の 4.2 などの小数点 1 桁は追補などの小改訂を
示しており、発行年だけではその履歴が分からないとし
て、反対すべきとの意見が出された。コンビナが機会を
見つけて IEC 中央事務局と協議することになった。

4．WG8（一般要求事項）
IEC 60730-1 の追補の審議と今回総会が開催されな

いので、TC72 全体情報の情報共有を中心に審議された。

IEC/TC72（自動電気制御装置） 
ミラノ（イタリア）会議

第 72 小委員会委員長

田 伏 弘 幸◇

【概　要】

開催会議
以下、六つの WG が開催された（開催順）
・IEC/TC72/WG12 （〈安全関連〉電気センサ）
・IEC/TC72/WG5 （タイマー）
・IEC/TC72/WG9 （電気作動器および弁）
・IEC/TC72/WG8 （一般要求事項）
・IEC/TC72/WG6 （温度および圧力検知制御器）
・IEC/TC72/WG1 （バーナ制御システム）

（注）IEC/TC72/WG3（モータ防護器）、PT730（変位検知制御装置） 
および WG13（電流見地制御器）は開催されなかった。

開催期間 2023 年 11 月 6 日～ 10 日
開催場所 UL LLC（コルゲート）：ミラノ（イタリア）

【議論および成果】

2023 年 11 月にて電気機器等に搭載される自動電気
制御装置に関する国際会議（IEC/TC72 の Working 
Group 会議）が開催され、一般社団法人 日本電機工業
会（JEMA）から専門家を派遣した。主な内容は次のと
おり。

1．WG12（〈安全関連〉電気センサ）
IEC 60730-2-23 を 審 議し た。 米 国 が 提 案し た

規格案である。IEC/TC72 のベテランからは、IEC 
60730-1 を利用すれば、この規格案は不要との意見が
あったが、IEC 60730-1 は 200 ページを超える文書で
あり、その簡素化の意味を含めて、安全用途のセンサに
関する要求事項を一つにまとめて使用者の使い勝手を良
くできること、そして、センサが安全目的で使用される
ことが多くなり、またそのような場合、安全性を維持し
たセンサについて利用者にいきなり 200 ページの文書が
関連するかどうか細部まで読むことを強いることは酷で

◇ 一般社団法人 日本ガス石油機器工業会　技術グループ
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フィサからの説明を受けて情報共有を行った。
さらに最近のトピックである脱炭素化に関連して、

TC72 内でも、燃焼範囲が広い水素の取り扱いについて
も情報交換し、電気制御装置として備えるべき機能につ
いて情報交換した。

7．その他
今回、総会は開催されなかったが、JEMA が国内審

議団体を務める IEC/TC61 との連携強化、ならびに
IEC/TC105（燃料電池）との連携も重要であるとの指
摘が議長からあった。

次回会議は、4 月にカナダ（CSA：トロント）で開催
される予定である。

IEC/TC72 も関連 TC との関連性があり、相互にリ
エゾンを設置して、情報交換を行う必然性が増えており、
IEC/TC23B とで安全性の考え方、ISO/TC161（気
体および液体燃料用制御および／または防護装置）とは、
電気的要求事項について活用するものの、IEC 側の適用
範囲が広いことから ISO 側で省略できる箇条の扱いを情
報交換する必要性が生じているため、機会を見つけて共
同会議を行うことを計画する予定とした。その他 ISO/
TC244（工業炉および関連設備）や IEC/TC65A（機
能安全）などとも、TC72 との関連性を強化する必要性
が確認された。

IEC 60730-1 の追補の改訂についても審議され、特
に、警報表示器は安全関連系ではないが、警報表示器の
フォールトにより、知らせるべき使用者に報知できない
ことが問題になる場合がある。そのため安全装置との扱
いはしないが、全く安全に関連しないという扱いが適切
でない場合の対応として、クラス AB 安全機能を定義す
るべきかどうかの審議を開始した。

5．WG6（温度および圧力検知制御器）
IEC 60730-2-6 （ 機械式要求事項を含む圧力検知制御

装置）
IEC 60730-2-9 （温度検知制御装置）
IEC 60730-2-11 （エネルギーレギュレータ）
IEC 60730-2-12 （扉電気錠）
IEC 60730-2-15 （空気流、水流、水位検知制御装置）

上記に関し、WG9 などと同様に、前回リスボン会
議で CAG の結果が承認されたことを受けて、TC 内に
CD が回覧されコメント募集を行い、集約コメント案を
審議した。

6．WG1（自動バーナ制御システム）
他の WG と同様に、IEC 60730-2-5 について、前回

リスボン会議で CAG の結果が承認されたことを受けて、
TC 内に CD が回覧されコメント募集を行い、集約コメ
ント案を審議した。

また、ISO/TC161 や ISO/TC244 が燃焼装置とし
て引用するため、それらの審議内容についてリエゾンオ

IEC/TC105（燃料電池技術） 
プレナリおよびCAG 
パリ（フランス）会議

一般社団法人 日本電機工業会

柴 田 和 男◇

【概　要】

開催会議 IEC/TC105/ プレナリおよび 
CAG（ハイブリッド）

開催期間 2023 年 11 月 16 日～17 日
 11 月 16 日　 9：30～12：00　CAG
 11 月 16 日　13：00～17：00 

 プレナリ：ハイブリッド
 11 月 17 日　 9：00～13：00 

 プレナリ：ハイブリッド
開催場所 フランス規格協会（AFNOR）S17 会議室

（パリ：フランス）
出席者 オーストラリア、カナダ、中国、デンマーク、

フィンランド、フランス、ドイツ、イタリア、
韓国、ノルウェー、スペイン、英国、米国

 日本：橋本　登（パナソニック：TC105/
MT202、203、209 コ ン ビ ナ：HoD）、 

◇ 技術戦略推進部
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清水 俊克（パナソニック：TC105/MT401
コンビナ、リエゾンオフィサ：TC8、TC108、
TC120）、木下 伸二（AGC：TC105/
MT103 コンビナ）、丸山 剛広（ヤンマー：
舶用燃料電池の安全性 コンビナ：予定）、
今村 大地（JARI：MT103 エキスパート）、
柴田 和男（JEMA：TC105/ahG4 コンビ
ナ、リエゾンオフィサ：SyC Smart Cities）

（計 14 カ国 64 名：ウェブ出席含む）

【目　的】

年に 1 回開催される IEC/TC105 のプレナリにて、
日本がコンビナを務める WG の活動成果、進捗状況に
ついて報告・審議する。日本から提案予定の「可搬形燃
料電池システムの性能試験方法」の提案計画の連絡およ
び「舶用燃料電池（PEMFC）の安全性」の NP 提案承
認に伴う事業紹介を行う。

また、各国の燃料電池に関わる開発状況やインフラな
どについて、情報交換を行う。

【議論および成果】

1．IEC/TC105 共通事項
（1）ahG4 Monitoring the smart grid

担当コンビナの柴田より、ahG4 は、2012 年からス
マートグリッド関連規格を取りまとめる委員会（TC8、
TC120、TC57、SyC Smart Cities、SyC Smart 
Energy）の関連規格の進捗等を把握し報告してきたが、
現在まで TC105 はこれらの委員会（TC57 を除く）と
リエゾン締結が完了している。従って、ahG4 はモニタ
リングを停止し、グループを解散することが決定された。
新たに SyC Smart Energy のリエゾン代表に柴田が任
命された。

（2）性能要件（performance）のチェックリスト
担当コンビナの橋本氏より、Performance Check-

list は、各性能試験方法規格における期待項目要件をリ
スト化して附属書として明示することになっており、すで
に 2 件の規格で実施されている旨、報告があった。

Performance checklist は、当初は定置用燃料電池
システムを主に想定して開発してきたが、近年移動体用
途の規格開発が加速しているため、2024 年度に見直し
の必要性を検討することとした。

（3）各国における国際規格の実施状況
IEC/TC105 の国際規格が各国でどの程度活用され

ているかについて毎年調査することにしており、セクレ
タリによってフォローアップされている。

2021 年から各国の年間販売数についても調査を
開始しており、今年もプレナリの前に行ったアンケー
トの結果（105/985/Q+996/RQ）について報告が
あったが、販売部数については規格購入の手段がパッ
ケージ購入やシリーズ購入など、必ずしも実際の部数と
して反映されない状況が多いと思われるので、セクレタ
リにおいて 2024 年度以降の各国の規格への採用状況の
調査については、項目等の見直しを行うことになった。

なお、本件の実施準備等を行った ahG9 は、解散手
続きをとることになった。

（4）ahG14（舶用燃料電池システム）
ahG14 の活動について、コンビナの Noel Dunlop

氏（オーストラリア）から口頭での報告があった。
ahG14 では規格化のための NP として「舶用燃料電池

（PEMFC）の安全性」を発行し、11 月 10 日の投票締
切で承認されたことが報告された。

この NP が承認されたことにより、WG が新設され、
所定の手続きを経て丸山氏（ヤンマー）がコンビナとな
り、作業が開始される旨の説明があった。

なお、議題 17 において丸山氏より提案概要と作業計
画などについてプレゼンテーションを行った。さらに、
本件に関する IMO（国際海事機関）とのリエゾンをす
るべきとの提案から、リエゾンメンバーには丸山氏が選
任された。また、IEC/TC18（舶用電気設備）とのリエ
ゾンについても丸山氏が選任される予定。

（5）欧州の規制との整合状況
今回の会議では特に対応はなく、今後、プレナリの議

題から削除することが提案され承認された。
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（6）各コンビナの再任
以下のコンビナの再任が決定された：
AG 1： Mr. Zhigang Qi
AG 2： Mr. Stephen McPhail
AG 4： Mr. Toshiki Shimizu
ahG11： Mr. Stephen McPhail
ahG14： Mr. Noel Dunlop
また、Hong-Ki Lee 氏 の 議 長 就 任に 伴 い、AG3

（Transports） の コ ン ビ ナ に Hugues Boucher 氏
（WG 106 コンビナ）が指名された。

（7）TC105 の業務活動指針（SBP）
現行 SBP について提出されたコメントを基に内容を更

新した。アップデートされた SBP は、SMB への活動報
告（RSMB）に添付して提出される。

（8）ahG11（ストレス加速試験）
イタリア提案の燃料電池スタックのストレス加速試験

に関するプロジェクトは、ahG11 では成果を TR（技
術報告書）として発行することとしている。コンビナの
Stephen McPhail 氏より、今週の ahG11 で最終 TR
案の審議を完了しており、現在 NP の発行準備中である
旨紹介があった。

（9）WG105 
（燃料電池に関する安全要件のガイドライン）

コンビナの Eckhard Schwendemann 氏より、作業
開始を 2024 年 2 月に予定しており、WG105 からの提
案資料は同年 3 月までに発行される計画である旨の説明
があった。

（10）ahG15（Performance test methods of 
Trigeneration Fuel Cell systems）

新設された ahG15（コンビナ：Hong-Ki Lee 氏）の
活動報告があった。Hong-Ki Lee 氏がプレナリ議長に
就任されたことにより、このグループのコンビナは交代
する予定であるとの説明があった。

（11）ahG17 
（Performance test methods for reuse and 
remanufacturing of x-fuel cell stacks）

新設された ahG17 については、参加メンバーを調整
中であるとの紹介があった。

（12）WG106（Calculation of rated power and 
power density of a stack/module）

フランスから新規提案された「燃料電池スタックの定
格電力出力と電力密度の計算」は、IEC 62282-2-400
としてプロジェクト承認され、WG106（コンビナはフ
ランスの Hugues BOUCHER 氏：SYMBIO）におい
て作業を開始しており、CD に対するコメントについて
審議が行われた。

（13）ahG16（PEM-Module performance testing）
新業務項目提案（NP）が承認された“PEM-Module 

performance testing”については、ahG16（コンビ
ナーは中国の Ma 氏）として活動開始されている。第 1
回開催は 12 月 15 日にリモートで開催予定。

（14）MT103：IEC TS62282-7-1 Ed. 2 
（PEFC 用単セル試験方法）

コンビナの木下伸二氏（AGC）より、MT103 では
第 2 次 WD 審議を終了し、CD 発行を準備中であると
の報告があった。

（15）MT104：IEC 62282-7-2 Ed. 2 
（SOFC 用単セル・スタック試験方法）

コンビナレポートは特に意見なしで承認された。

（16）MT301：IEC 62282-4-101 Ed. 2 
（産業車両用燃料電池システムの安全性）

コンビナレポートは特に意見なしで承認された。

（17）MT302：IEC 62282-4-102 Ed. 2 
（産業車両用燃料電池システムの性能試験方法）

コンビナレポートは特に意見なしで承認された。

（18）WG304：IEC 62282-4-202 Ed. 1 
（無人航空機用燃料電池システムの性能試験方法）

IS が 2023 年 10 月に発行（安定期間：2026 年）さ
れており、プロジェクトは完了している。メンテナンスの
ためのグループは「MT304」として設置される。
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（19）MT201：IEC 62282-3-100 Ed. 2 
（定置用燃料電池システムの安全性）

コンビナの Maurer 氏が欠席のため、 Eckhard 
Schwendemann 氏が代理で報告した。MT201 のプ
ロジェクトは 1 年程度の検討の結果、近日中に第 3 版
の CD が発行される見込みであるとの報告があった。
MT201 では、系統連系のためのパワーコンディショナ
規格（IEC 62477-1）の導入についても検討している。

（20）MT204：IEC 62282-3-300 Ed. 1 
（定置用燃料電池システムの設置要件）

コンビナの Schwendemann 氏より、見直し手順を
開始するとの紹介があり、DC により各国に意見照会が
ある予定。

（21）MT205：IEC 62282-3-400 Ed. 1 
（小形定置用燃料電池 CHP システム）

新コンビナの清水氏より、安定期間を 2026 年に延長
する提案があり、承認された。

（22）MT206：IEC 62282-8-101 Ed. 1 
（SOFC 利用エネルギー変換システム）

コンビナの Stephen McPhail 氏より、見直し手順を
開始するため、DC により各国に意見照会することの提
案があり、了承された。

（23）MT207：IEC 62282-8-102 Ed. 1 
（PEFC 利用エネルギー変換システム）

コンビナの Hongmei Yu 氏より、見直し手順を開始
するため、DC により各国に意見照会することの提案が
あり、了承された。

（24）MT208：IEC 62282-8-201 Ed. 2（Power-
to-Power エネルギーシステムの性能試験方法）

コンビナレポートには特にコメントはなく了承された。
CDV の審議が終了し、現在 FDIS 発行を準備中である。

（25）MT209：IEC 62282-9-101 Ed. 1 
（Life Cycle Assessment）

コンビナの橋本氏より、安定期間を 2026 年に延長す
る提案があり、承認された。

（26）MT210：IEC 62282-9-102 Ed. 1 
（Product Category Rules）

コンビナの堂脇氏より、安定期間を 2026 年に延長す
る提案があり、承認された。

（27）WG211：IEC 62282-8-301 Ed. 1 
（Power-to-Methane エネルギーシステムの性
能試験方法）

コンビナレポートには特にコメントはなく了承された。
2023 年 8 月に IS が発行されており、メンテナンスのた
めのグループは「MT211」として設置される。

（28）WG212：IEC 62282-3-202 Ed. 1 
（小形定置用燃料電池システムの複数台運転性能
試験方法）

コンビナレポートには特にコメントはなく了承された。
現在 CDV 発行を準備中である。

（29）JWG51/TC9：IEC 63341-3 Ed. 1 
（鉄道車両用燃料電池システムの性能試験方法）

コンビナの Nan Liu 氏から、TC9 との Joint WG51
の進捗について報告があった。プロジェクトは CDV 段
階へ移行することが決定している。

（30）MT401：IEC 62282-5-100 Ed. 1 
（可搬形燃料電池システムの安全性）

コンビナの清水氏より、改訂計画はあるが審議開始の
準備が整っていないため、安定期間を 2026 年まで延長
することを提案し、承認された。

（31）JWG16/TC5： 
燃料電池 Co-Generation システム

TC5 との Joint WG16 は具体的な活動が行われて
いなかったが、今般再開することが決定されている。リ
エゾンオフィサの Schwendemann 氏より、TC5/
JWG16 では、Cogeneration System に関する TS 発
行を計画しており、参考となる IEC TR 63388 ED1

（Report on the development of cogeneration）に
ついて、関連 WG/MT のコンビナは内容を確認するよ
う依頼があり、了承された。
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（32）リエゾン：ISO/TC197（水素燃料技術）
今回は ISO/TC197 リエゾンレポートは提出されてい

ないが、プレナリの開催が重複してしまったため、今後
は日程調整時には留意することが確認された。

（33）リエゾン：IECEx/WG19 
（水素技術に関わる防爆機器認証）

防爆機器の認証システム（IECEx）では、水素関連機器
についての認証スキームを検討中であり、WG19 コンビ
ナの Cris Angus 氏より概要紹介があった。TC105 は
IECEx/WG19との間でリエゾンを設定することにした。

（34）リエゾン：ISO/TC22（自動車）
燃料電池に関して ISO/TC22/SC37 との間で重複事

項があると思われることから、業務範囲の明確化のため
の Joint WG 設置が決定した。

（35）Per- and polyfluoroalkyl substances（PFAS）
in Fuel Cells

EU-JRC の Malkow 氏からのプレゼンテーションで、
「PFAS 規制」に関する問題点の紹介があり、本件は次
回 CAG 会議（2024 年春に開催）の議題に追加するこ
とになった。

（36）CAG
CAG は、従来は議長およびセクレタリならびに傘下

の WG/MT/ahG のコンビナにより構成されていたが、
今後は P メンバー各国 NC の Head of Delegation も
出席することになった。

CAG の議長は、Hong-Ki Lee 氏に交代することが
確認された。

2．今後のプレナリ開催予定計画
2024 年：UK NC が招待予定

2024 年 9 月後半または 11 月前半として会
議室の状況を確認する。

2025 年：カナダ、スペイン、日本のいずれかで開催を
調整する。

2026 年：General Meeting（ドイツで開催予定）に合
わせての開催を申請している。

【今後のアクション】

（1）「可搬形燃料電池システムの性能試験方法」につい
て、JWG7（可搬形燃料電池分科会）において具
体的な審議・調査を進め、計画に沿って 2024 年春
に開催される次回 CAG 会議で概要を紹介する。

（2）NP が承認された「舶用燃料電池（PEMFC）の安
全性」について、国内 JWG6 舶用燃料電池作業会
を中心に、規格案作成作業を進める。

（3）今回の経過は、燃料電池国際標準化戦略会議および
関連国内委員会に報告し、対処を検討する。

IEC/TC105/ahG11（燃料電池用
セル・スタックの寿命評価加速試験
方法の標準化に関するNP作成） 
パリ（フランス）会議

一般社団法人 日本電機工業会

柴 田 和 男◇

【概　要】

開催会議 IEC/TC105/ahG11
開催日 2023 年 11 月 15 日
開催場所 フランス規格協会（AFNOR）E15 会議室

（パリ：フランス）
出席者 Stephen McPhail 氏（コンビナ、KIWA/

イタリア）、オーストラリア、中国、フランス、
韓国、スペイン、日本：橋本　登（パナソ
ニック：ahG11 エキスパート）、清水 俊克

（パナソニック：ahG11 エキスパート）、 
木下 伸二（AGC：ahG11 エキスパート、
TC105/MT103 コンビナ）、丸山 剛広（ヤ
ンマー：ahG11 エキスパート、舶用燃料
電 池の安 全 性 コンビナ）、今 村 大 地

（JARI：ahG11 エキスパート、MT103 エ

◇ 技術戦略推進部
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キスパート）、柴田 和男（JEMA：ahG11
メンバ）（計 7 カ国 12 名）

【目　的】

イタリアから提案があった「燃料電池用セル・スタッ
クの寿命評価加速試験方法の標準化」について、2019
年に NP（新業務項目提案）作成を目的とした ahG11
が設置され、TR（技術報告書）取りまとめ作業が行わ
れている。この提案は、欧州や日本では研究開発段階の
テーマであることから、日本としても審議に積極的に参
画し、規格の適正化を進めるため審議に対処する。

【議論および成果】

1．TR 原稿の作成審議
WD（作業原案）に対するメンバーコメントの審議を

終了し、事前に意見照会された NP に対する意見につい
て、コメント一覧資料に沿って逐条審議が行われた。

提出された全てのメンバーコメントについて審議を完
了し、その結果を基にした TR 原稿の取りまとめ作業が
行われた。原案は、コンビナの Stephen McPhail 氏に
て今回の結果を基に整理し、NP 原稿として TC105 セ
クレタリに提出した後に、各国へ照会を依頼する。

2．今後の予定
今回の審議結果により作成された TR 最終案は、所定

の手続きを経て NP として発行される見込みであり、こ
の NP に対する各国投票結果を待つことにした。

【今後のアクション】

NP が 照 会 さ れ た 場 合、 関 連 す る 国 内 委 員 会
（JWG11A、JWG11B、JWG13 等）において内容を
レビューし、対処を検討する。

IEC/TC105/MT103（固体高分子
形燃料電池〈PEFC〉単セル試験） 
パリ（フランス）会議

TC105/MT103 コンビナ

木 下 伸 二◇

【概　要】

開催会議 IEC/TC105/MT103
開催日 2023 年 11 月 14 日
開催場所 フランス規格協会（AFNOR）S17 会議室

（パリ：フランス）
出席者 （ 敬 称 略・順 不 同 ）Antonio Martínez 

Chaparro（スペイン）、Thomas Malkow
（EC-JRC）、Alexander Dyck（ドイツ）、
Thomas Jungmann（ドイツ）、Graham 
Smith（英国）、日本：木下 伸二（AGC：
TC105/MT103 コンビナ）、今村 大地

（JARI）、丸山 剛広（ヤンマー）、柴田 和男 
（JEMA）、橋本 登、清水 俊克（パナソニック：
オブザーバ参加）（計 5 カ国・1 機関、11 名）

【背景・目的】

TS62282-7-1（Test methods - Single cell 
performance tests for polymer electrolyte fuel 
cells（PEFC））は、2007 年に日本が提案し、2010 年
6 月に TS62282-7-1 Ed1、2017 年 1 月に Ed2 が発
行された。

2023 年が安定期間（Stability Date）であり、1 回
目の作業原案（WD）を 2023 年 6 月に審議し ､ 今回は
9 月に発行した 2 回目の WD に寄せられたコメント審議
を目的として、TC105（燃料電池技術）のプレナリに合
わせて開催した。

【審議概要】

前回 2023 年 5 月に行われた MT103 の内容を反映
した WD に対する 55 件（technical 22 件、editorial 

◇ AGC 株式会社 技術本部
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33 件）のコメントについて審議を実施。Terms and 
definitions の引用元の記載方法変更に関するコメント
を除き、採択または議論の上での修正案で合意した。

全体に関わるところでは、Scope についての定義文を
本文内容と合致するように修正した。温度単位について
SI 基本単位である Kelvin が適当という意見が出たが、
燃料電池の現場では Celsius が一般的に使われており、
どちらに統一すべきか意見が割れたため、IEC 事務局の
technical editor の意見を参考にして、CD に反映させ
ることとした。

なお、前回 MT103 の action item であった PFAS
規制に関連した項目については、プレナリの議題に
PFAS 規制が加わったことから、MT103 内での議論は
行わなかった。

【主な審議紹介】

・従来の Scope 記載では、対象を PEFC（Polymer 
Electrolyte Fuel Cell）としていたため、プロトン
交換膜を用いないタイプの燃料電池も含まれるように
解釈されるため、今回の WD では、対象を PEMFC

（Proton Exchange Membrane Fuel Cell）に変更
していた。

今回はさらに分かりやすい表現に修正し、アニオン
交換膜、バイポーラ膜などは含まないこと、また燃料
は水素または水素を含むガスとすることで、DMFC

（Direct Methanol Fuel Cell）は対象外となるよう
にした。さらに、PEMFC の種類の中でも反応ガスの
溝流路を有さない air-breathing セルなど、本規格の
内容に合致しにくい構造もあるため、基本的に溝構造
を有する PEMFC が対象であることも Scope に追記
することとした。

・燃料ガスおよび酸化剤（空気）中に含まれる不純物の
影響を調べる試験と、燃料ガスおよび酸化剤（空気）
の組成違いの試験がそれぞれ記載されていたが、試験
方法が類似しているため、統合することで合意した。

・単語の定義について、IEC 60050-485（IEV）から
引用されているものが多いため、IEV に定義されてい
ない単語のみに Source を記載するという提案であっ
たが、実際には IEV に定義されていない単語も多いた
め、従来どおり、それぞれに Source を記載すること

として、その提案は棄却した。
・反応ガスの stoichiometry（理論上の消費量に対す

る供給量の比率）の算出方法として、「ファラデー則か
ら計算する」ことの追記提案があったが、より明確に

「ファラデー則を用いて電流から計算する」と変更する
とともに、算出式を加えることで合意した。また、単
語の定義についても追記することとした。

・電極面積の定義について、IEV485-02-08 を Source
とした上で、Active Area はアノード電極とカソード
電極の重なったところと定義し、単位を cm2 で示すこ
とで合意した。

・セル内部抵抗を固定周波数で測定する場合の周波数を
10kHz としていたが、測定条件によって適正周波数
が異なることから、1kHz ～ 10kHz に変更すること
で合意した。

・IV（電流電圧）測定において、低電流密度側からの測
定に加えて、高電流密度側からも測定可能であること
を追記することで合意した。また、IV 測定結果のデー
タ処理について、電気化学の基本式を用いてフィッ
ティングできることを追記することで合意した。

・電気化学的に水素クロスオーバーを測定する LSV 試
験において、水素クロスオーバーに加えて、短絡電流
も同時に算出できることを追記することで合意した。
なお、短絡電流については、新たな節を設けて記載す
ることとした。

・耐久試験法の General の説明文を修正し、加速試験
が含まれていること、また耐久試験の前後に IV 測定
や内部抵抗測定、触媒の活性有効表面積（ECSA）測
定を組み合わせることを追記した。さらに燃料電池の
加速試験法についての技術報告書（TR）の発行準備
が ahG11 で進められていることから、それが発行さ
れれば参考文献に追加することで合意した。

・Annex に記載していた Potential cycle test（電位
サイクル試験）において、一般に知られた DOE の条
件とそろえることとして、上限電位を 1V から 0.95V
に変更することで合意した。

【今後の予定】

・会議での審議結果に基づく追加文章の作成は、主にス
ペインと英国のメンバーと協力し、2023 年 12 月中に
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文書を修正、CD として IEC 事務局に提出し、2024
年 1 月に回覧されるようにする。CD に対するコメン
ト審議は 2024 年 4 月頃を予定している。

・次回審議はOnline Standard Development：OSD
で行うことを検討中である。

一般社団法人 日本電機工業会（JEMA）ウェブサイトトップページの「JEMA 刊行物コーナー」にアクセス
すると、JEMA 発行の出版物、規格類等を入手できます。

ただしメンバー専用コンテンツ のご利用に当たりましては、以下により、ご自身による登録手続きを 
お願い申し上げます。メンバーは、登録資格により、2 種類ございます。

メンバー登録の手順
① メンバー種別を確認（JEMA 会員企業の方は A メンバー、その他の方は B メンバーです）
②該当するメンバー種別にて登録を開始
③ 必要事項を入力（メンバー種別によりステップが異なります）
④登録完了

お知らせ

JEMA刊行物コーナー 
（旧オンラインストア）のご紹介

JEM 1425の廃止について 
（金属閉鎖形スイッチギヤおよびコントロールギヤ）

JEM 1425（金属閉鎖形スイッチギヤおよびコントロールギヤ）が 2025 年 3 月に廃止となります。
JEM 1425 は特別高圧および高圧受電の受電設備、高圧制御盤などに幅広く活用されております。 

2021 年 7 月に移行規格である JIS C 62271-200 が制定されたことを受けて、現在は、JEM 1425 および
JIS C 62271-200 の併用期間となっております。

なお、JIS C 62271-200 の解説には「JEM 1425 は 2024 年 3 月廃止予定」と記載しておりましたが、 
コロナ禍や部品不足等の影響もあり、廃止時期は 2025 年 3 月に延期することになりました。

詳しくは JEMA ウェブサイトをご覧ください。

 https://www.jema-net.or.jp/Japanese/pis/switchgear/qa.html

詳しくは 
こちらから▶

https://www.jema-net.or.jp/cgi-bin/user/user_flow.cgi

メンバー登録は 
こちらから▶
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フラッシュ
ニュース

理科教育支援活動が経済産業省キャリア教育アワード
経済産業大臣賞（最優秀賞）を受賞
一般社団法人 日本電機工業会（JEMA）では、次世代を

担う科学技術人材の育成のため、2010 年より子どもたちが
科学技術への興味・関心を高め、理科学習への有用感や、
科学的思考を身に付けられるよう、電機業界ならではのノウ
ハウを生かした授業案を提供してきました。

この取組みが経済産業省から評価され、このたび、「社会
とつながる理科授業提案 JEMA プログラム」が、第 13 回

「キャリア教育アワード」中小企業の部において、「経済産業
大臣賞（最優秀賞）」を受賞し、2024 年 1 月 25 日「キャリ
ア教育推進連携シンポジウム」（主催：経済産業省、文部科
学省および厚生労働省）にて授賞式が執り行われました。

受賞理由として、審査員のコメントより
・理工系離れは喫緊の課題。小学校段階から興味・関心を育

むことには意義があり、かつ、継続性・企画性・普及性に
優れている。

・理科という科目で学習する内容と身近な製品との関わり、
ひいてはそれを開発・生産する仕事とのつながりについて、
協働しながら計画・実験を行うことを通じて、体感し理解
できる内容となっている。また、技術人材の減少という業

界の課題にも対応し、その発展に寄与するものであり、効
果を上げている。素晴らしい。

等の評価がありました。
授賞式にて審査委員長（東京工業大学 学長　益 一哉 氏）

からは、
キャリア教育アワードは、13 回を迎え、どれも完成度の

高いテーマがエントリーされており、それぞれに明確的なコン
セプト、創意工夫、社会課題への高い問題意識が評価されま
した。キャリア教育は、学校現場だけでなく産業界の継続的な
参画が必要であり、産業界には学校現場や地域のニーズをく
み取りながら、継続的に取り組んでいただくことを期待したい。
と締めくくられました。

JEMA の理科教育支
援活動は、支部地域を
含め、多くの会員企業
の方々にご参加いただ
き、教員セミナーという
形で、普及展開しており
ます。

小学校の理科授業で使える教材（映像教材・スライド・
ワークシート等）もウェブサイトから無償ダウンロードが可
能です。

〈理科教育支援活動参加企業〉（50 音順）

・愛知電機 ・エナジーサポート
・河村電器産業 ・九電テクノシステムズ
・キューヘン ・三社電機製作所
・三相電機 ・指月電機製作所
・シャープ ・正興電機製作所
・西部電機 ・ダイキン
・ダイヘン ・デンソー
・東光高岳 ・東芝エネルギーシステムズ
・東洋ホイスト ・戸上電機製作所
・西芝電機 ・ニチコン
・日東工業 ・パナソニック
・パナソニックオペレーショナルエクセレンス
・パナソニックスイッチギアシステムズ
・日立製作所 ・富士電機
・マキタ ・三菱電機
・明電舎 ・安川電機
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一般社団法人 日本電機工業会

2024年 年賀交歓会（大阪支部）
大阪支部では、1 月 11 日（木）、中央電気倶楽部「大ホール」において、2024 年 年賀交歓会を会員、来賓 

など 101 名の参加を得て開催した。
まず、式典に先立ち、「令和 6 年能登半島地震」ならびに航空機事故でお亡くなりになった方々のご冥福を 

お祈りし、黙祷を捧げた。
式典は、西山正人 大阪支部長のあいさつにはじまり、島田太郎 会長あいさつの後、ご来賓を代表して、 

信谷和重 経済産業省 近畿経済産業局長よりごあいさつをいただき、会員の西川徳裕 日新電機株式会社 理事関西
支社長のご発声により献杯が行われた。

今回は、基本的な新型コロナウイルス感染拡大防止策を講じたうえで、立食パーティー形式で実施し、三陸 
食材を含む食事メニューや三陸および北陸のお酒が振る舞われた。

西山正人　大阪支部長

島田太郎　会長

信谷和重　経済産業省 近畿経済産業局長

西川徳裕　日新電機株式会社 理事関西支社長

 ［フラッシュニュース］　89



一般社団法人 日本電機工業会

2024年 年賀交歓会（名古屋支部）
名古屋支部では 1 月 12 日（金）、コードヤード・バイ・マリオット名古屋 2 階「クリスタル ルーム」において、

2024 年年賀交歓会を会員、来賓など約 40 名の参加を得て開催した。冒頭、令和 6 年能登半島地震でお亡くなり
になった方々へ黙祷を捧げ、被災地の一日も早い復旧・復興を願った。

式典は手嶋晶隆 名古屋支部長のあいさつにはじまり、髙本 学 専務理事あいさつの後、来賓を代表し、 
中川浩之 中部経済産業局 産業部長よりごあいさつをいただいた。その後、名古屋工業大学 学長特別補佐 岩崎 誠 
教授が能登半島地震の犠牲者を偲んで献杯し、懇談に移った。

また、年賀交歓会に先立ち新春講演会を開催、株式会社 本田技術研究所 先進パワーユニット・エネルギー 
研究所兼航空エンジン事業部 輪嶋善彦フェローより「Honda における航空用パワーユニット開発への挑戦」と
題し、ご講演いただいた。

手嶋晶隆　名古屋支部長

髙本 学　専務理事

会場の様子

中川浩之　経済産業省 中部経済産業局 産業部長

岩崎 誠　名古屋工業大学教授 学長特別補佐

新春講演会の様子
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フラッシュ 

ニュース

一般社団法人 日本電機工業会

2024年 年賀交歓会（九州支部）
九州支部では、1 月 16 日（火）、西鉄グランドホテル 2 階「ブレジール B」において、2024 年年賀交歓会を

会員、来賓など約 50 名の参加を得て開催した。
まず、添田英俊 九州支部長のあいさつにはじまり、髙本 学 専務理事あいさつの後、来賓を代表して、 

柴谷昌宏 経済産業省 九州経済産業局 地域経済部長よりごあいさつをいただき、会員の小野利喜 九電テクノシステムズ
株式会社 代表取締役社長のご発声により乾杯が行われた。

立食パーティー形式で実施し、各種料理と合わせて三陸・常磐、北陸のお酒を皆さまにご賞味いただいた。

添田英俊　九州支部長

髙本 学　専務理事

柴谷昌宏　経済産業省 九州経済産業局 地域経済部長

小野利喜 九電テクノシステムズ株式会社 代表取締役社長
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各種統計データ　　https://www.jema-net.or.jp/Japanese/data/

一般社団法人 日本電機工業会（JEMA）では、
取扱製品（重電機器、白物家電機器、原子力
プラント、新エネルギーシステム）に関する 
各種統計データを、JEMA ウェブサイトで公開
しております。

下表の「公開統計一覧」にある品目別詳細統計データは、
JEMA ウェブサイト「各種統計データ」ページの各項目
をクリック、あるいは以下 QR コードよりアクセスする
ことで入手できます。

JEMA ウェブサイト　https://www.jema-net.or.jp

https://www.jema-net.or.jp/cgi-bin/contact/input.cgi

一般社団法人 日本電機工業会

各種統計データのご紹介
（JEMA ウェブサイト掲載分）

公開統計一覧

大分類 小分類

官庁統計（生産、輸出入） 電気機器　生産・出荷・在庫 実績

電気機器　輸出入 実績

電気機器の見通し 電気機器の見通し 

白物家電機器の輸入見通し

JEMA 自主統計 重電機器受注生産品　受注 実績

産業用汎用電気機器　出荷 実績

民生用電気機器　国内出荷 実績

原子力発電設備関連統計

加速器関係統計

新エネルギーシステム関係統計

定置用リチウムイオン蓄電システム 出荷 実績
※ データは定期的に更新されます

本件お問い合せ方法
JEMA ウェブサイト右上にある〈お問い合せ〉ボタンをクリック、あるいは以下 QR コードよりお問い合
せフォームを開き、「お問い合せ内容」のうち、上から 4 番目にある〈統計データに関するお問い合せ〉
を選択して必要事項をご記入し、送信願います。

「各種統計データ」を選択
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当誌をより確実にお届けするため、標記手続きを
以下のとおりご案内しております。

なお、原則としてインターネット経由で手続き 
くださいますよう、ご協力のほどよろしくお願いい
たします。

機関誌『電機』に関する

各種手続きのご案内
（Ⓐ送付先変更、Ⓑ送付部数変更、Ⓒ送付停止、Ⓓ『電機』発行ご案内メール登録）

③「機関誌『電機』に関する各種手続き」を選択

② お問い合せフォームを開く 
https://www.jema-net.or.jp/cgi-bin/contact/input.cgi

① JEMA ウェブサイト　https://www.jema-net.or.jp
右上〈お問い合せ〉ボタンをクリック

記入方法
お問い合せ内容のうち、下から2番目にある「機関誌『電機』に関する各種手続き」を選択し、
1．件名、氏名や電子メールアドレス等必要事項を記入

2．一番下の「お問い合せ内容」欄に具体的内容を記入

・ 用件ごとに必要な記載事項は異なりますので、 
下表「ご用件別 必要な記入事項」を参照ください

・システムの都合上、記入可能な文字数は全角 1200 文字となります

ご用件別　必要な記入事項
件 名

必要記入事項 Ⓐ送付先変更 Ⓑ送付部数変更 Ⓒ送付停止 Ⓓ『電機』発行 
ご案内メール登録

件 名 必　須 必　須 必　須 必　須

現在のお届け先〈会社（団体）名、所在地、部署、氏名、コード番号※〉 必　須 必　須 必　須 ・会社（団体）名
・氏 名
・メールアドレス
・コード番号 ※

新しいお届け先〈会社（団体）名、所在地、部署、氏名〉 必　須 − −

現在の部数 − 必　須 −

新しい部数 − 必　須 −
※ 送付用封筒の宛名シール右下にある、9 桁の番号（不明な場合は記入不要）

●今回、件名Ⓓで登録された方には、次号 2024 年 2 月号分より『電機』発行ご案内メールを 
送信する予定です

●ご参考まで、最新号は、JEMA ウェブサイトにて公開しております 
URL　https://www.jema-net.or.jp/Japanese/info/denki.html

●いただきました個人情報は、『電機』送付に関することのみに使用し、 
適切に管理いたします 
URL　https://www.jema-net.or.jp/Japanese/jema_policy.html

お問い合せフォームは 
こちらから▶

『電機』最新号は
こちらから▶

プライバシーポリシーは 
こちらから▶

［各種統計データのご紹介］／［機関誌『電機』に関する各種手続きのご案内］　93



（JEMA会員については会費中に本誌頒価が含まれています）[2024 ⓒ 禁無断転載]

印刷所
港北メディアサービス株式会社　〒150-0002 東京都渋谷区渋谷2-7-7

当機関誌『電機』では、編集に当たり表記の統一を図っておりま
すが、一部記事につきましては、筆者様のご意向を尊重させてい
ただいております。

昨年、新型コロナウイルス感染症が 5 類に移行したことにより、
ようやく何の制約もなく映画を楽しめるようになりました。映画フ
ァンの筆者としてはうれしい限りですが、昔から気になっていた
のは、洋画（特に米国映画）の原題と邦題のギャップです。
「ゴッド・ファーザー（The GodFather）」や「ダイ・ハード

（Die Hard）」のように、原題そのままという映画も少なからずあ
りますが、おしなべて邦題よりも原題の方があっさりしている場
合が多いように感じます。

例えば、世界中で大ヒットしたディズニーのアニメ映画「アナ
と雪の女王」（2013 年製作）の原題はたった一文字“Frozen”
です。シンプルこの上ない感じがしますが、「雪の女王」「氷の国」
といった作品の世界観を象徴していて、観客の想像力をかきたて
る題名という気もします。ただ日本での興行を考えると、邦題の
方が分かりやすくて無難なのでしょう。

あっさりした題名が多いのと同時に、登場人物の名前をそのま
ま題名にする例も多いように感じます。米国に実在した強盗カッ
プルの無軌道な青春を描いた「俺たちに明日はない」（1967 年製
作）は、アメリカン・ニューシネマの代表作ですが、原題は、単
に主人公の名前を冠した“Bonnie & Clyde（ボニーとクライド）”

です。個人的な好みの問題ですが、この場合は、邦題の方が映画
の雰囲気を伝えてくれているような気がします。

トム・ハンクス主演の「ハドソン川の奇跡」（2016 年製作）は、
2009 年に発生した実際の航空機事故を題材にした映画で、制御
不能になった旅客機をニューヨークのハドソン川に着水させるこ
とで、155 人もの乗客乗員の命を救った機長の愛称“Sully（サ
リー）”がその原題です。あまりにも素っ気ない題名ですが、これ
は、奇跡の生還劇そのものよりも、機長の判断が正しかったのか
どうかという、事故後の国家運輸安全委員会による厳しい追及に
対峙（たいじ）するサリー機長に焦点が当たった作品だったから
かもしれません。でも「サリー」という名前だと、ある年代以上
の日本人の多くは「魔法使いサリー」をイメージする（？）ので、
この題名では宣伝がしにくかったでしょうね。

題名の付け方に興行的な配慮が必要なのは日本も米国も一緒の
はずですから、このように映画の原題と邦題にギャップがあるの
は、文化の違い、あるいは感性の違いによるものなのかもしれま
せん。そういう訳で洋画を鑑賞する場合、ついつい原題の由来に
興味が湧いてしまうのです。

（sage）
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〈表紙の言葉〉
誌名のローマ字表記である“DENKI”
をメインビジュアルとすることで、
電機産業の発展が社会や人々に貢献
し続けた歴史を振り返るとともに、
より安心で便利な未来のために、こ
れからもますます進化し続けたい、
という思いを表現しています。

〈誌面の文字〉
読みやすさを求め、多くの人が利用 
可能なデザインをコンセプトとした  

「ユニバーサルデザインフォント」を 
基本にしています。

自然災害に対して JEMA 会員各社が行った
緊急支援の中から、災害に備えるために教え
となることをまとめています。

制作／JEMAフィールドサービス専門委員会

〈JEMA 公式 YouTube チャンネル〉
自然災害の緊急対応から ―電気設備の迅速な復旧のために―
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詳しくはWEBで検索

http://www.denki-no-tsuki.jp/
掲載写真の情報もでんきの月HPから

検索

 ３月は 　　　　   として、社会を支えるエネルギー・
エレクトロニクス・情報・通信にかかわる技術の働きと

役割を見つめなおしましょう
主催団体：

協賛団体：
後援団体：

東京銀座通電気灯建設の図　提供：東京電力（株） 電気の史料館

（一社）電気学会，（一社）照明学会，（一社）電気設備学会，電気保安協会全国連絡会，（一社）日本電機工業会，（一社）日本電線工業会，
パワーアカデミー

（一社）電気倶楽部，（公社）日本技術士会 電気電子部会
 （一社）映像情報メディア学会，（一財）省エネルギーセンター，（一社）情報処理学会，全日本電気工事業工業組合連合会，

（一財）電気技術者試験センター，（一社）電子情報通信学会，（公社）東京電気管理技術者協会，（一財）電力中央研究所，
（公財）日本科学技術振興財団，（一社）日本照明工業会，（一社）日本電気協会，（公社）日本電気技術者協会

　令和6年1月

52.5%

調理がおいしくできる

（一般社団法人 日本電機工業会・IHクッキングヒーター専門委員会調べ ［2019年6月調査］）

52.5%

36.8%

n=400人n=400人n=400人

29.8%

19.5%

13.8%

13.0%

11.8%

8.8%

19.3%

IHをご購入されたお客様を対象にした満足度調査では、90%の方から「満足」
という結果が出ています。さらにIHを使用されているお客様の86%の方から、
「次に買い換えるタイプもIHにしたい」という結果も出ています。

90.0%

3.5% 5.2%
6.5%

86.0%

三化工業株式会社
パナソニック株式会社
日立グローバルライフソリューションズ株式会社
三菱電機株式会社

電力料金目安単価 27円/kWh（税込）［平成26年4月改定］で算出。

2019年11月改訂版
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